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1 

 

Ⅰ 多摩市教育委員会の目標と方針 

 

１ 多摩市教育委員会の教育目標  

 

（１）子どもたちの生きる力の育成 

 

多摩市教育委員会は、すべての子どもたちが知性、感性、徳性を高め、心身ともに健やかな

市民として成長し、生きる力が育まれることを願い、以下に掲げる教育を推進します。 

○ 自ら意欲的に学び、考え、表現し、行動する力をもち、個性と創造力豊かな人間を育成し

ます。 

○ 互いの人格と多様性を尊重し、思いやりと規範意識をもって他者と協働し、地域や国際社

会に貢献しようとする社会性豊かな人間を育成します。 

○ 心身ともに健やかで、健康的な生活習慣を重んじる人間を育成します。 

 

 

（２）学校・家庭・地域の連携・協働の拡充 

 

多摩市教育委員会は、教育における学校・家庭・地域の連携と協働を不可欠なものと考えま

す。 

教育は、学校・家庭・地域それぞれが教育の責任を果たし、連携・協働して行われるべきも

のであるとの認識に立ち、子どもから大人まですべての市民がそれぞれの立場から多様な活動

に参加し、互いに「つながる」ことによって総合的な教育力の向上を目指します。 

 

 

（３）豊かな地域づくりに向けた学びの支援 

 

多摩市教育委員会は、すべての市民が地域の課題や個々の課題の解決に向け、必要な学びを

支えるとともに、豊かな教養を培い、自己実現を図り、心身の健康を保持・増進するための取

り組みを支援します。一人ひとりが様々な活動の場へ主体的・積極的に参加し、学び合い育ち

合いを通じて支え合うことができる豊かな地域社会を創造するために、以下に示す社会教育の

充実及び家庭教育の支援に努めます。 

○ 学校・家庭・地域と連携・協働した青少年の健全育成及びキャリア教育を支援・充実しま

す。 

○ 社会教育に係る事業の充実及び施設の機能の向上を図ります。 

○ 市の歴史を次代に引き継ぎ、地域への誇りや愛着心を醸成するため、文化財・歴史資料の

収集・保存・活用を推進します。 

○ 安心して子育てができるよう、社会教育に関する情報提供や子育てに関する学習機会の場

を提供し、家庭教育を支援します。 
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２ 多摩市教育委員会の基本方針 

 

（１） 「豊かな個性」と「創造力」の伸長  
 

情報技術の急速な発展や国際化の進展など、新たな時代潮流が進んでいます。そのような社

会環境の変化に対応できるよう、子どもたち一人ひとりの思考力、判断力、表現力などの資質・

能力を育成し、主体的・創造的に生き抜いていく実践力が必要です。 

このため、基礎的な学力の向上を土台として、自ら考え行動する態度を育成することが大切

です。子どもたちの個性を尊重した教育を充実させ、創造力と想像力を伸ばすとともに、国際

社会に生きる地球市民としてのコミュニケーション能力や行動力及び社会性を養うことを目

的とした特色ある学校づくりを奨励します。 

 

（２） 「人権尊重の精神」と「社会貢献の意欲」の育成 

 

人権尊重の理念を正しく理解し、認識を深めるとともに、他者を認め、思いやる心を持ち、

社会生活の基本的ルールを身に付け、地域や国際社会に貢献しようとする意欲を高められるよ

うになることは、すべての市民にとって大切です。 

このため、特に市民の一員である子どもたちに対する人権教育及び心の教育の充実を図り、

権利と義務、自由と責任についての認識を深めることが重要です。 

互いの違いを認め合い、尊重し合える環境を守り、個性や主体性を尊重しつつ、公共心を持

ち、真に自立した個人を育て、誰もがいきいきと活躍できる共生社会の形成に資する教育を推

進します。 

 

（３） 「健やかな体」の育成と「健康教育」の推進 

  

子どもたちの心身の調和のとれた発育・発達を図り、健やかな体をつくることは、「知」「徳」

「体」のバランスの取れた人間を育成する上での基盤となります。 

このため、一人ひとりが望ましい生活習慣を身に付けるとともに主体的に運動に取り組み、

健康や体力を保持増進していくための基礎的な能力や態度を養い、健康で充実した生活を送る

ための力を育む教育を推進します。 

 

（４） 「ＥＳＤ」の充実と発展 

 

持続可能な社会の構築を目指し、身近にある環境や社会的な課題について多面的に考え、解

決を図っていくことができる人材や、地域の文化を理解し、未来に継承発展させていくことが

できる人材を育成していくことが必要です。 

このため、多摩市の豊かな自然環境を生かした体験活動の機会を提供するとともに、防災教

育や環境教育、国際理解教育、食育、キャリア教育等を通して持続可能な社会づくりに必要と

される能力と態度を地域とともに育み、持続可能な社会の創り手を育成します。 

また、ＥＳＤ*1 の充実・発展に向けては、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ*2）との関連を図



 

3 

 

って取り組んでいきます。 

 

（５） 地域とともに子どもたちを育む取り組みの推進  

 

多摩市の特色を踏まえた教育行政を力強く展開し、学校と地域の人々が目標を共有し、一体

となって子どもたちを育んでいくため、学校・家庭・地域との連携・協働の仕組みづくりを進

めることが必要です。 

このため、校長のリーダーシップのもと、社会に開かれた教育課程*3 を実践するとともに、

市民との協働により地域とともにある学校として、充実した学校運営体制を確立し、教職員が

専門性を発揮し、市民や保護者に信頼される魅力ある学校づくりを支援します。 

 

（６） 「社会教育」と「家庭教育」の充実 

 

人口減少や少子高齢化、家族形態の多様化が進む中で、子どもたちの健やかな成長を社会全

体で支えるとともに、豊かな地域としていくためには、市民一人ひとりが学習と実践を通じて

つながり、地域課題を共有し、解決を図り、活力あるより良い地域社会を築いていくことが必

要です。 

このため、公民館、図書館などによる学びや交流の機会を充実し、多様な活動を通して自己

実現と社会参画を図れるよう支援します。 

また、文化財の保護、継承、活用を通じ、地域への誇りや愛着心が醸成されるよう、社会教

育活動や生涯学習活動を支援します。 

さらに、家庭、地域の教育力の向上を目指して、子ども理解につながる研修等を充実させる

とともに、学校や地域との連携が図れるよう支援します。 

この他、子育て中の親が地域から孤立せずに、地域との一体感の中で自分の成長を実感し、

子育てを楽しみ、自信を持てるよう、教育センターや発達支援室、地域子育て支援拠点、子ど

も家庭支援センター（こども家庭センター）及び健康センターなど、関係する相談機関の連携

を推進し、家庭における教育力の向上を支援します。 

  

 

 

*1ＥＳＤ：Education for Sustainable Development の略で「持続可能な開発のための教育」を示す用語。

持続可能な社会の担い手を育むため、地球規模の課題を自分のこととして捉え、その解決に向けて自分

で考え行動する力を身に付ける教育のこと 

*2ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals の略で「持続可能な開発目標」を示す用語。国連加盟国

１９３カ国が２０１６年から２０３０年の１５年間で達成するために掲げた国際目標。持続可能な世界

を実現するための１７のゴールと１６９のターゲット、これらの目標達成に向けた進捗状況を図るイン

ジケーターで構成されるもの 

*3教育課程：学校教育の目的や目標を達成するために、教育の内容を子どもの心身の発達に応じ、授業

時数との関連において総合的に組織した学校の教育計画のこと 
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Ⅱ 教 育 委 員 会 

 

１ 教育委員会の構成 

多摩市教育委員会は、教育行政を処理するために「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

に基づき設置された合議制の執行機関です。教育委員会は、公立の小・中学校の教育機関を管理

し、学校の組織編制・教育課程・教材・教職員などに関する事務を取り扱うとともに、社会教育・

学術などに関する事務を管理し、執行しています。 

多摩市の教育委員会は、市長が市議会の同意を得て任命した教育長及び４人の委員で構成され

ています。教育長の任期は３年、委員の任期は４年で、教育長は委員会の会議を主宰し委員会を

代表します。 

 

〈教育委員会の構成〉 

  

 

 

 

 

  教 育 長 教育長職務代理者 委  員     委  員 委  員 

   千葉 正法      岩佐 玲子     原島 久男      小林 昭一    中馬 幸代 
   

職 名 氏   名 住       所 任   期 

教 育 長 千葉  正法 町田市広袴2丁目 
自 令和 6.10. 1 

至 令和 9. 9.30 

教 育 長 

職務代理者 
岩佐  玲子 多摩市鶴牧5丁目 

自 令和 5. 7. 1 

至 令和 9. 6.30 

委   員 原島  久男 世田谷区千歳台3丁目 
自 令和 6. 7. 1 

至 令和10. 6.30 

委   員 小林  昭一 多摩市関戸2丁目 
自 令和 4. 4. 1 

至 令和 8. 3.31 

委   員 中馬  幸代 多摩市連光寺1丁目 
自 令和 7. 7. 1 

至 令和11. 6.30 

                       【令和７年８月１日現在】 
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２ 教育委員会の会議 

教育委員会の会議は、原則毎月２回開催するほか、必要に応じて臨時会を開催しています。ま

た、これらの会議とは別に、教育行政の管理運営に関する一般的方針、諸事項等を協議するため

に協議会を開催しています。 

 

３ 総合教育会議 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の平成２７年４月の改正により、各地方公共団

体において、「教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱」の策定や、教育、学術

及び文化の振興を図るための重点施策等について、首長及び教育委員会が協議及び調整する会議

として、総合教育会議を首長が設けることとされました。 

多摩市では、年２回の定例会議及び必要に応じた臨時会議を行っています。 

 

４ 教育委員会表彰制度 

多摩市の教育、学術、技術、芸能等の振興発展に寄与し、その功績が顕著な方及び団体に対し、

その功に報いるとともに、本市の教育の一層の発展に資するために表彰を行っています。 

      

 

 

 

 教育委員会の会議の様子   
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Ⅲ　教育委員会事務局の組織及び分掌事務

＊教育協働担当課長

総 務 係

指導主事

教 職 員 担 当
1 ・ 2

文 化 財 係

運 営 ・ 事 業 担 当
１ ・ ２ ・ ３

サ ー ビ ス 係

永 山 調 理 所

東 寺 方 図 書 館

永 山 図 書 館

唐 木 田 図 書 館

栄 養 係

企 画 運 営 担 当
１ ・ ２ ・ ３

豊 ヶ 丘 図 書 館

学 校 施 設 係

聖 ヶ 丘 図 書 館

＊社会教育・文化財担当課長

南 野 調 理 所

社 会 教 育 係

市立小学校　１７校

保 健 ・ 給 食 係

豊 か な 学 び 推 進 担 当
1 ・ 2 ・ 3

（ 指 導 主 事 ）

市立中学校　　９校

特 別 支 援 ・ 相 談 担 当
１ ・ ２

教育部参事

教
育
委
員
会

教　育　長 教 育 部 総 務 係教 育 振 興 課

公 民 館
（永山公民館・関戸公民
館 ）

学 校 支 援 課

指導主事

学 事 係

学校給食センター

（ 指 導 主 事 ）

＊統括指導主事

教 育 指 導 課
( 教 育 部参 事事 務取 扱 )

関 戸 図 書 館

教育センター

図 書 館



令和７年４月１日現在
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学校における教育課程、学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導

文化財の保護・保存・活用、文化財保護審議会、文化財施設の整備・管理運営、文化財の補助金、文化財資料等の調査・
整理・活用

教職員の定数・任免・給与・服務・その他人事、福利厚生、教職員団体、教職員に係る調査・統計

図書館の庶務、施設・設備の維持管理、図書館協議会、予算・決算及び経理、中央図書館の整備

公民館の総合調整、施設・設備の維持管理、施設・備品の市民利用、公民館事業・調査研究、家庭教育事業、社会教育事
業、広報活動・情報提供、各種団体・機関との連絡

学校給食主任会、施設・設備の維持管理、献立作成・調理・配送、食材料の発注・検収

学校給食の栄養指導、栄養士部会、献立検討市民懇談会、学校保健会

教育課程、教科用図書採択・教材の取扱い、学校行事補助金、教職員研修・研究奨励、安全教育・視聴覚教育・特別支援
教育、学校事故、教育センターの連絡調整、ＩＣＴ学校情報化、教育委員会の情報政策、コミュニティ・スクール、地域
学校協働活動、学びの多様化学校の新設

児童・生徒・教職員の保健管理、学校の環境衛生、就学時健康診断、学校医・学校歯科医・学校薬剤師、学校保健会、災
害共済給付、就学援助・就学奨励、学校給食費の納入、食材料の支払い、学校給食センターとの連絡調整

読書・図書館利用の普及促進、読書相談、読書案内、市民の図書館活動に対する援助

家庭教育支援、生涯学習の調整、学びあい育ちあい推進審議会、学校教育及び社会教育の連携、公民館及び図書館の連絡
調整、八ヶ岳少年自然の家、学校開放、クラブハウス

読書・図書館利用の普及促進、読書相談、読書案内、市民の図書館活動に対する援助

教育委員会の秘書、教育委員会会議の運営、教育長及び教育委員の公務補助、教育振興基本計画の進行管理、教育行政の
課題調整、教育委員会広報、規則等の制定改廃、請願・陳情、教育委員会の表彰、行政不服審査・訴訟・和解、公示・公
達、事務局・教育関係職員の人事・社会保険、学校防災、避難所の設営・運営、学校賠償補償保険、教育予算の調整、決
算の総括、学校予算の編成・配付・執行、学校物品の管理、教育費の調査

読書・図書館利用の普及促進、読書相談、読書案内、市民の図書館活動に対する援助、障がい者読書サービス

読書・図書館利用の普及促進、読書相談、読書案内、市民の図書館活動に対する援助

学校施設の整備計画、補助金、学校施設の調査・統計・維持・修繕・管理、施設台帳の整備

読書・図書館利用の普及促進、読書相談、読書案内、市民の図書館活動に対する援助

特別支援教育、教育センターにおける相談、学校支援に関すること

教育相談、電話教育相談、スクールソーシャルワーカーによる相談、就学相談、就学支援委員会、転学相談、巡回相談、
通級入級相談、特別支援学級の就学事務、特別支援教室利用開始・終了事務、適応教室(ゆうかり教室)、適応指導(日本
語指導)、ＶＬＰ事業、教育情報・資料の活用、教育センター運営委員会、発達支援室との連携

読書・図書館利用の普及促進、読書相談、読書案内、市民の図書館活動に対する援助

学級編制、学齢簿の編製・整備・保管、就学事務、通学区域の設定・改廃、通学路の安全対策、条件付学校希望制、外国
人学校児童・生徒の保護者に対する補助金、学校基本調査、学校の設置・廃止

学校給食の予算編成・決算、学校給食センター運営委員会、学校給食主任会、学校給食費、施設・設備の維持管理、献立
作成・調理・配送、食材料の契約・発注・検収

図書館事業の企画調整、調査研究、図書・記録その他必要な資料の収集及び利用、図書館の広報活動、図書館活動関係団
体との協働、利用統計、分室の運営、地域資料に係る他の機関との連絡調整、歴史公文書等の保存整理に関する調査研
究、子どもの読書活動推進計画、学校図書館の支援

読書・図書館利用の普及促進、読書相談、読書案内、市民の図書館活動に対する援助
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Ⅳ 教育委員会の施策 

 

１ 多摩市における教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱 

 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」により、地方公共団体の長は、総合教育会

議における教育委員会との協議を経て、教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の

大綱を定めることとされています。 

多摩市においては、令和５年度第２回多摩市総合教育会議（令和５年１１月２４日実施）

における市長と教育委員会の協議を経て、次のとおり定められました。 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の３第１項に規定する大綱を、次のとお

り定める。 

  令和５年１１月２４日 

多摩市長 阿 部 裕 行  

（理 由） 

○ 「第六次多摩市総合計画」は、総合計画審議会を含む様々な市民参画や市議会での議論を

経て策定したものであること 

○ 「第六次多摩市総合計画」は、刻一刻と変化する社会情勢に対応していくため、教育基本

法第１７条第２項に基づき多摩市教育委員会において策定された「第二次多摩市教育振興

プラン」をはじめとする既存の個別計画との結びつきを意識するとともに、今後の個別計画

の策定又は改定に際しての整合性を図ることに留意し、施策の目指す姿や主な施策の方向

性を示すに留めており、大綱に求められている「施策の根本となる方針」に即したものであ

ること 

多摩市における教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱 

 

第六次多摩市総合計画に定められた以下の施策をもって、多摩市における教育、学

術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱に代える。 

 

○ 政策Ａ 施策５ 「児童・生徒の学びを支える環境づくり」 

○ 政策Ａ 施策６ 「確かな学力を育む教育の推進」 

○ 政策Ａ 施策７ 「豊かな心を育む教育の推進」 

○ 政策Ａ 施策８ 「健やかな体を育む教育の推進」 

○ 政策Ｃ 施策２ 「交流による多文化共生社会の醸成」 

○ 政策Ｃ 施策４ 「学びや学びあいからはじまる地域づくりの推進」 

○ 政策Ｃ 施策５ 「「社会教育」と「家庭教育支援」の充実」 

○ 政策Ｃ 施策６ 「スポーツを通じてつながり、笑顔になれるまちづくり」 

○ 政策Ｃ 施策７ 「文化芸術が身近にあるまちづくりの推進」 
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２ 第二次多摩市教育振興プラン（改訂版） 

 

多摩市教育委員会では、「教育基本法」第１７条に基づく教育の振興に関する基本計画とし

て平成２２年３月に「多摩市教育振興プラン」を、平成２７年３月には、推進してきた施策

の成果や課題、その間の教育環境の変化などを踏まえ、「多摩市教育振興プラン（改訂版）」

を策定し、様々な教育施策を推進してきました。 

令和２年３月には、令和１２年以降の社会の変化を見据えた教育行政を推進するための

１０年間の教育目標・基本方針、令和２～６年度までの５年間に取り組むべき施策を示した

「第二次多摩市教育振興プラン－子どもたちの「生きる力」を育むとともに、豊かな地域づ

くりに向けた基本計画－」を策定し、この計画に基づき、各年度に実施する事業・取り組み

を策定し、その結果を評価することにより、学校教育と社会教育の振興に取り組んできました。 

令和７年３月には、これまでの「第二次多摩市教育振興プラン」で定めた教育目標・基本

方針は維持しつつ、これまで推進してきた施策の成果やその間に生じた教育を取り巻く社会

環境の変化、本市で進めている健幸まちづくりを踏まえ、令和７～１１年度までの５年間に

取り組むべき施策を示す「第二次多摩市教育振興プラン（改訂版）－子どもの成長をみんな

で支え、子どもも大人もともに学び育つまちへ－」を策定しました。多摩市教育委員会が教

育の振興に取り組むにあたっての理念と方針、それの実現に向けて総合的かつ計画的に実行

するための具体的指針などをまとめています。 

多摩市教育委員会は、社会全体が大きく変化する「予測困難な時代」を生きる子どもたち

が、社会で生き抜くために必要となる「生きる力」を身に付けられるよう、これを支える「確

かな学力」、「豊かな心」、「健やかな体」の育成を引き続き推進します。また、今後の社会を

見据えた持続可能な社会の創り手の育成に向け、学校・家庭・地域が一体となって、「子ども

たちの学びを支える環境づくり」の充実を図ります。併せて、子ども、保護者、地域住民が、

ともに学びながらつながり、互いに学び合うような環境や学びの機会の創出のために、「社会

教育」と「家庭教育支援」の充実も図っていきます。 

子どもの成長をみんなで支え、子どもも大人もともに学び育つまちの実現につながるよう、

本計画の着実な推進を通して、教育環境や教育条件を改善し、教育の振興を進めます。 

 

 

 

 



（令和7年4月決定）

1「確かな学力」を育む教育の推進

（１）学力の定着・伸長を促す学習指導の充実　

ア　授業改善推進プランに基づく授業の実施

○

○

〇

イ 学校と家庭の連携の推進

○

ウ きめ細かな指導・支援の実施

○

　多摩市のすべての児童・生徒に確かな学力を確実に定着させ、一人ひとりの伸長を促す学習活動の推進

を図ります。

　「全国学力・学習状況調査」や「東京都児童・生徒の学力向上を図るための調査」などを分析し、各校

で授業改善を推進し、児童・生徒に分かりやすい工夫された授業を目指します。

また、これからの時代に求められる資質・能力を身につけていくために、「主体的・対話的で深い学び」

の視点から授業改善に取り組みます。

　確かな学力の定着及び伸長を目指し、日々の授業において「ねらいの明確化」と「振り返りの確実な実

施」を継続します。また、学級経営の安定と家庭学習の充実に向けた理解・啓発、並びに、学習習慣の確

立に向けた学校と家庭の連携推進に取り組みます。

　多様な子どもたちの将来の自立と社会参画・社会貢献に向け、きめ細かな指導・支援のあり方について

検討を進めます。

学習指導要領に示された「個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実」や「主体的・対話的で深い

学び」の視点に基づく「授業改善推進プラン」の作成・実施に向け、指導主事による学校訪問を通じた

指導・助言を実施します。また、校長会等の機会を活用し、一人１台端末等のICT機器の効果的な活用

や、授業改善推進拠点校で取り組んだ学びに向かう力等の育成に向けた指導の工夫など、授業改善の優

れた取り組みについて市内全校で共有し、各校の授業改善を推進します。年度当初に授業改善に係る検

証の重点項目を示し、各校の授業改善の状況をつぶさに捉え、教員一人ひとりの授業力の向上を図って

いきます。【教育指導課】

一人１台タブレット端末環境を活用し、アプリ版「東京ベーシック・ドリル」等のアプリケーションを

活用した補充的な学習や、「地域未来塾」における放課後等の補習教室などを通して、国語・算数（数

学）・英語等の基礎的・基本的な知識及び技能の定着を図ります。【教育指導課】

児童・生徒が学習内容や学習方法について分かった点やよく分からなかった点を見直し、次の学習につ

なげることができるよう、授業の終末に１単位時間のねらいに対する振り返りの時間を確保するなどし

て授業改善に取り組みます。【教育指導課】

家庭学習の充実に向けた理解・啓発、並びに、学びに向かう力等の育成に向けた学習習慣の確立に向

け、定例校長会等を通して、学校へ指導・助言を継続して行うとともに、「授業改善推進プラン」にも

家庭学習の取り組みを明記し、一人１台タブレット端末を有効的に活用するなど、学校と家庭の連携の

下、児童・生徒の学習支援の充実に取り組みます。【教育指導課】

通常の学級・特別支援学級において、既習事項の習得状況や、障害による学習上・生活上の困難さ等、

個々の状況が多様化する中で、教員が児童・生徒一人ひとりの教育ニーズに応じた指導を充実するため

に、当該児童・生徒の在籍する学級に必要に応じてピアティーチャーを配置し、教員とピアティー

チャーが連携して、通常の学級や特別支援学級における個に応じたきめ細かい指導を継続して行いま

す。【教育指導課】

◆第二次多摩市教育振興プラン（改訂版）に基づく令和７年度の取り組み
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○

（２）ＥＳＤの充実・発展

ア　ＥＳＤによる資質、能力の育成

○

○

イ ＥＳＤの充実・発展

○

○

○

　主体的・対話的で深い学びを促進するため、ＥＳＤの視点を明らかにした教科等横断的な学習を充実す

るとともに、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を踏まえた教育活動を展開します。

　これにより、持続可能な社会の創り手として求められる能力と態度を育成します。特に習得した基礎的

な知識・技能を活用して、主体的に課題を追究する探究的な学習を地域住民や支援団体、市内の大学や企

業のほか、行政との連携・協力の下に積み重ねることで、多面的・総合的に考える力、批判的思考力、コ

ミュニケーション力など、国際社会で生きるために必要な資質、能力を高めていきます。

　また、全ての小・中学校がユネスコスクールであることを生かしながら、オンラインによる国内外の学

校との交流、外部人材や地域のネットワークを活用したＥＳＤを展開します。

ピアティーチャーの資質・能力、とりわけ、特別な配慮を要する児童・生徒への対応力の向上のため

に、ピアティーチャーの経験年数に応じた研修や、障害の程度に応じた支援等を内容とした研修を年に

３回実施します。また、研修内では、特別支援教育に造詣の深い講師を招へいするとともに、ピア

ティーチャー同士、指導上の好事例や悩み等を共有できる機会を設け、個々の実践に生かせるようにし

ます。さらに、研修に参加のできないピアティーチャー対象の動画配信による研修も実施します。【教

育指導課】

各中学校区においてＥＳＤを通して育成する資質・能力の段階表を作成するとともに、義務教育９年間

で育む資質・能力を明確にした上で、ＳＤＧｓの達成を目指したＥＳＤを充実・発展していきます。多

摩市子どもみらい会議発表校を含む各中学校区では、児童・生徒同士の発表交流を行い、各学校で取り

組んでいるＥＳＤの取組について知り、意見交換等を通じてESDの学びを深めます。【教育指導課】

児童・生徒が身近な地域や社会をよりよくしようという願いをもち、それを実践してみようという意欲

を高めるため、令和６年度多摩市子どもみらい会議の内容やメッセージを踏まえた取り組みを行うとと

もに、身近なことから課題を見付け、課題解決を通して持続可能な社会づくりに向けた活動を計画的に

行います。【教育指導課】

各校のＥＳＤの取り組みを学校間や協力機関・団体等で共有できるよう、ＥＳＤ実践事例集やＥＳＤ

（ＳＤＧｓ）啓発用チラシを作成し、多摩市役所のホームページに掲載したり、市内各校やコンソーシ

アム各団体に配布したりします。また、多摩市ＥＳＤ推進アドバイザーを市内全校に派遣し、各校のＥ

ＳＤの充実を図ります。【教育指導課】

「多摩市ＥＳＤコンソーシアム連絡会」を１２月までに開催し、多摩市のＥＳＤの目指す方向性や課

題、各校や各団体の取り組みを共有するとともに、学校での地域性を生かした特色ある取り組みを展開

するための支援、並びにＥＳＤを通じた児童・生徒の学びを社会につなぐための方策等について協議

し、協議の結果をＥＳＤ実践事例集に掲載して、各校へ共有します。【教育指導課】

「多摩市子どもみらい会議」において、多摩市役所職員のみらい会議への参画を継続しつつ、児童・生

徒が主体的な意見交換を行い、各校や中学校区、さらには市内公立学校全体として多摩市への提言を検

討、発信することを通して、指導や実践の内容・方法等を参加した子どもも大人もみんなで共有し、実

践的な態度を培うことができるよう市長部局と連携して取り組みます。また、市内の都立学校や、私立

学校との連携を視野に入れながら、多摩市全体でESDを進めて行く機運を醸成していきます。【教育指

導課】
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ウ ユネスコスクールの取り組みの推進

○

（３）防災教育の推進

ア　防災教育の推進

○

○

○

イ 熱中症の防止に関する指導

○

（４）英語教育の推進

ア　英語教育の推進、グローバル人材の育成

○

〇

　児童・生徒がグローバル社会でたくましく生き抜いていけるようにするためには、英語力を身に着け、

積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度や、多様な価値観を理解し、地球規模で物事を考え、行

動する力の育成が必要です。

　英語で「話す力」と主体的に学ぶ意欲の向上を図り、主に英語力（コミュニケーション力）を高め、日

本一英語を話すことができる児童・生徒の育成を念頭に、グローバル人材の育成に取り組みます。

ＡＬＴ（外国語指導講師）とのやり取りやデジタル教科書の活用、中学校での「オンライン英会話」を

通して、英語の音声に慣れ親しみながら発話量を確保することにより、英語による発信力とコミュニ

ケーション能力の向上を図ります。また、中学校では「英語４技能スコア型テスト（ＧＴＥＣ）」や

「中学校英語スピーキングテスト（ＥＳＡＴ－Ｊ）」の実施を通して、話す力を生徒自身が確認し、今

後の学習に生かせるようにします。【教育指導課】

小・中学校合同の教員研修を年３回実施し、小・中学校間で取り組みについての協議や情報交換、ＡＬ

Ｔの効果的な活用に向けたワークショップや研究授業を行うことで互いの連携を図り、小・中学校での

系統性と連続性のある英語教育の充実を図ります。【教育指導課】

　台風による大雨や強風、地震など近年の自然災害の発生状況を踏まえ、ハザードマップ等を活用し、日

頃から災害に対する備え、自らの身を守る指導の徹底を図ります。災害時には、自分自身や身近な人を助

け、被災時に家族や地域の方と助け合い、適切に行動できるよう、家庭や地域と一層の連携を図った防災

教育を推進します。

　また、「地球沸騰化」と言われる近年の状況を鑑み、熱中症の防止に関する指導の徹底を図ります。

ユネスコスクールとして、各校がＥＳＤを推進し、その取り組みを広く発信していくために、国内外の

学校と交流をします。また、ＳＤＧｓや多摩市気候非常事態宣言を踏まえた小中連携によるＥＳＤの進

め方など、管理職・教員の理解を深めるため、新任・転任の管理職・教員対象の実践的な研修を年度当

初や夏季休業日中の機会を捉えて計画的に実施し、全ての教員でＥＳＤの推進を図ります。【教育指導

課】

市防災安全課、多摩消防署、国士館大学等、関係機関や地域の協力を得ながら、各小・中学校の実態を

踏まえ、実践的・体験的な「防災キャンプ」、「救急救命講習」等を実施したり、災害時における自助

や共助、公助について理解を深めたりすることを通して、地域社会の安全に自ら進んで役立とうとする

力を身に付けるとともに、実践的な力も育みます。【教育指導課】

「東京マイ・タイムライン」等の資料を活用し、身近な生活や地域で起こりうる災害等について理解を

深め、危険を予測し回避する能力や、他者や社会の安全に貢献する資質・能力の育成を図るため、各校

の「安全計画」に基づく計画的・継続的な防災教育に取り組みます。また、家庭内においても防災につ

いて改めて見直す機会を促していきます。【教育指導課】

「安全教育プログラム」や防災教育に関わる資料を活用し、生活指導主任会を通して、学校における安

全教育についての助言を行ったり、学校間で情報交換を行ったりすることで、各校の取り組みの見直し

と改善を図ります。【教育指導課】

定例校長会や生活指導主任会等において、熱中症対策ガイドライン（令和４年７月、東京都教育委員

会）等に基づく熱中症に対する教職員の正しい理解や予防に関する指導の充実に努めます。【教育指導

課】
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（５）情報教育の推進

ア　情報教育の推進

○

○

（６）学校図書館の充実

ア　図書に関する学校支援連携

○

○

○

○

○

（７）教員の資質・能力の向上

　一人１台端末を活用し、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図ることを通して、「主体

的・対話的で深い学び」を実現し、情報活用能力等を兼ね備え、新たな時代をけん引する人材の育成を図

ります。また、情報モラル教育をはじめとしたＩＣＴ機器を有効かつ適切に扱う態度を育みます。

　教員研修等をとおして、教員のＩＣＴ活用指導力、生成ＡＩ等との関わり方などのＩＴリテラシーの向

上を図ります。

市内全小・中学校を対象としたＩＣＴ推進担当者連絡協議会や生活指導主任会等において、「ＧＩＧＡ

ワークブックとうきょう」の活用方法や生成ＡＩとの関わり方等を指導・助言をしたり、協議を行った

りすることで、情報モラルを含めた情報活用能力の育成やＩＴリテラシーの向上を図ります。【教育指

導課】

初任者研修等の年次研修において、授業等における一人１台端末の効果的な活用について指導主事が指

導・助言を行い、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図ります。【教育指導課】

学校図書館司書及び司書教諭合同の研修会を開催し、児童・生徒が学校図書館を計画的に利用できる環

境の構築を図ります。【教育指導課】

学校図書館のセンター機能の向上のために、学校図書館司書や司書教諭のニーズを踏まえ、中央図書館

の見学等を含む研修を実施します。また、学校における児童・生徒の読書環境の向上のために、学校図

書館司書等が実践的に活用できることを学ぶワークショップを研修内容に設定します。【教育指導課】

学校図書館司書を通して調べ学習用資料を提供します。需要が多い分野の調べ学習用資料を複数購入し

提供するとともに、各学校に調べ学習用資料の活用事例などの情報を提供し、利用促進を図ります。ま

た、市民からの寄贈資料や市立図書館の除籍資料で学校が希望するものを配布するなど、学校図書館の

資料の充実に協力します。【図書館】

　市立図書館から学校図書館への支援及び連携強化を図るとともに、学校図書館司書の活用により、学校

における児童・生徒の読書環境の向上を図ります。児童・生徒が主体的・対話的で深い学びを効果的に進

められる環境づくりに向け、学校図書館のセンター機能（読書をしたり、学習したり、情報を収集したり

すること）の向上を目指します。

　教員一人ひとりの職層に応じた研修を実施し、指導力を高めるとともに、ＥＳＤやいじめ問題への対

応、英語教育、特別支援教育など教育課題に対応した知識を習得させ、それを活用できる指導力を高めま

す。

　また、体罰などの教員の服務事故（教員による体罰及び性暴力等）を根絶するために、校内外の研修を

通じて指導の徹底を図り、未然防止に取り組みます。

各学校の取り組み状況の小・中学校への情報提供、学校関係者を対象とした資料の活用案内（電子書

籍、電子雑誌、データベース、外国語の本（特に英語の多読本）、LLブック・マルチメディアデイ

ジー、図書館が所蔵する新聞の閲覧後の活用等）、教育指導課主催の学校図書館司書研修への図書館職

員の参加、学校図書館と市立図書館の図書館システムの相互連携など、学校図書館に対する日常的な支

援や課題解決にむけての協力を行います。【図書館】

中央図書館では、学校からの団体貸出用の配本ヤードを地下２階に整備し、より選びやすい環境としま

した。学校への貸出をスムーズにし、学校図書館を支援していきます。また、２階のおしゃべり可能な

フロアでは、授業や児童・生徒の調べ学習を受け入れていきます。【図書館】
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ア　各種教員研修の整備・拡充

○

○

○

○

〇

イ 服務事故防止の徹底

○

（８）地域の力を生かした学習支援の推進

２・３年次教員には、学校が直面する様々な教育課題に対し、基本的な対応力を身に付けるとともに、

教員一人で抱え込まず、校内の組織力を生かしたり、外部専門機関との連携を図ることが喫緊の課題で

あることから、外部との連携・折衝力を高める研修、学校運営力・組織貢献力の向上を図る研修、生活

指導力・進路指導力を向上させるために不登校総合対策や生徒指導提要を活用した研修等を実施しま

す。また、グループでの授業研究や指導主事による授業観察等を行い、２・３年次教員の授業力の向上

を図ります。【教育指導課】

受講する教員が、研修を通した学びを更に深めたり、所属する学校で還元したりするため、教育委員会

が主催する研修では、同期教員でコミュニケーションを深め、互いに相談や協働できるよう研修内容を

工夫するとともに、研修等の内容について、情報共有や整理する時間を設定します。また、教員の働き

方改革を踏まえ、研修内容によっては、対面のみならずオンデマンド動画配信による研修やオンライン

会議システムを利用した研修など自校で受講できる研修を継続し、研修で使用する資料等も所属校で他

の教員と共有しやすくするために、データで保存・活用できるようにしていきます。【教育指導課】

多摩市「体罰防止啓発リーフレット」や東京都「使命を全うする！～教職員の服務に関するガイドライ

ン～」等の活用、年度当初に実施する服務事故防止研修や年２回の服務事故防止月間のほか、あらゆる

機会を通じて、教職員の服務に関する理解と服務規律の徹底を図り、体罰をはじめとする服務事故の根

絶に取り組みます。また、教職員の当事者意識を高めるために、各自に「服務ファイル」を準備し、服

務規律の徹底を図ります。【教育指導課】

　子どもたちが学習に対する興味や関心を高め、確かな学力を身に付けられるよう、保護者、地域の人た

ちや企業、大学による子どもたちの学習の補助や、基礎学力の定着及び学習習慣の確立に向けた授業時間

以外での補習（地域未来塾）、様々な体験活動の機会を提供するなど各学校の取り組みを支援します。

　こうした活動に協力いただける地域人材については、今後不足も見込まれるため、市の地域教育力支援

コーディネーター及び各校の地域学校協働活動推進員と学校が連携し、活動についての情報発信を行うな

ど人材確保に努めていきます。

職層に応じた研修や各種主任等研修の充実に加え、ＥＳＤや英語教育の推進、いじめや不登校、児童虐

待やヤングケアラーに関する対応力の向上、GIGAスクール構想を踏まえた一人１台タブレット端末環境

の活用など、教育課題を踏まえた研修を実施します。また、教員４年目から１０年目を主たる対象とし

た「授業力アップデート研修」を継続・充実させ、指導主事の専門性を生かし教員個々のニーズを捉え

たキャリアアップを図っていきます。【教育指導課】

初任者には、学習指導力や生活指導力等、教員として身に付けるべき資質・能力の基礎や、服務に関す

る事項等を内容とした研修を年10回行います。学校現場で直面する諸課題に対する実践力を高めるため

に、教育課題のそれぞれの分野に造詣の深い講師を招へいし、より専門的な知識等を得られるようにす

るとともに、夏季集中研修ではＩＣＴの効果的な活用を含む授業や「主体的・対話的で深い学び」の視

点に立った授業に関する研修を実施し、授業力の向上を図ります。【教育指導課】

中堅教諭等資質向上研修Ⅰの対象の教員が、各校のミドルリーダーとして学習指導や生活指導等におけ

る求められる資質・能力を自ら習得するとともに、若手教員にＯＪＴを通して助言する役割を担うこと

を鑑み、授業を相互に参観させ、指導・助言、講評し合う場面や協議会の司会や記録等を自分たちで分

担・進行していく場面を通して、自身の課題と向き合い、授業力向上や若手教員の育成に努めることが

できる機会を研修に位置付けます。【教育指導課】
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ア　地域学校協働活動の推進

○

○

○

２「豊かな心」を育む教育の推進

（１）人権教育の推進及び人権尊重の理念の啓発

ア　人権教育の推進

○

○

○

イ インターネットにまつわるトラブル対応の強化

○

○

　携帯電話やスマートフォンの普及や端末機能の急速な発展によるＳＮＳなどのインターネットにまつわ

るトラブルなどについて、関係機関との連携の下に未然防止や早期解決のための取り組みを推進します。

市内公立小・中学校全校に設置した「地域学校協働本部」により、地域と学校が相互にパートナーとし

て連携・協働しながら地域の特色を生かした教育活動を推進し、多様な学習支援を行えるよう支援しま

す。また、学校と地域を結ぶ地域学校協働活動推進員を全小・中学校に配置し、学校・家庭・地域が連

携・協働した教育活動を推進します。【教育指導課】

児童・生徒の基礎学力の定着や学習習慣の確立を図り、学ぶ意欲を高めるため、学習支援員（地域の

方々）の協力で実施する「地域未来塾」を令和７年度も継続して全小・中学校で実施します。【教育指

導課】

学校部活動の地域連携や新たな地域クラブ活動への移行（環境整備等）については、国や都のガイドラ

イン、都や市独自のアンケート結果を踏まえ、令和７年度も引き続き、多摩市の推進計画に基づき、市

長部局と連携して協議会を実施します。【教育指導課】

　学校の教育活動を通じて、児童・生徒が人権や人権擁護に関する理解を深め、人権がもつ価値や重要性

を受け止める人権感覚を養うとともに、自分の人権を大切にし、他者の人権を擁護しようとする意識や態

度を保護者や地域とともに考え育成します。併せて、人権課題「障がい者」、「子ども」に関連し、「い

じめ問題」や「児童虐待」の解決に向け、人との関わり方を学び、他者の気持ちを想像する力や規範意識

を育むための教育を推進します。また、人権課題「性的指向・性同一性障害」や外国人の人権等、新たな

人権課題について関係部署と協力しながら理解を深めるための研修を充実します。さらに、アンコンシャ

スバイアス（無意識の思い込み）の理解の促進を図ります。

教員の人権感覚を磨き、多様かつ複雑な人権問題についての教員の理解と認識を深めるために、各校の

人権教育担当教員対象にした市長部局（平和・人権課）と連携した研修を計画的・継続的に実施しま

す。【教育指導課】

「多摩市障がい者への差別をなくし共に安心して暮らすことのできるまちづくり条例」や「多摩市パー

トナーシップ制度」等を踏まえ、障がい者やLGBTQ＋の人権等をはじめとした人権課題の理解と認識を

深めます。また、人権尊重の理念を正しく理解し、自他の大切さを認めることのできる児童・生徒の育

成を目指して、各校が作成した人権教育の全体計画や年間指導計画に基づき各教科等と関連させた人権

教育を各校で推進・充実します。【教育指導課】

「多摩市子ども・若者の権利を保障し支援と活躍を推進する条例」を踏まえるとともに、いじめ問題や

児童虐待、ヤングケアラー等、人権課題「子供」を中心に差別意識の解消を目指し、各校において道徳

授業地区公開講座等の機会を捉え、保護者・地域と共に子どもの人権等について考える取り組みを推進

します。【教育指導課】

インターネットやＳＮＳ、スマートフォン等によるトラブル、正しい使い方、家庭のルールづくり等の

普及啓発を学校や家庭、関係機関と連携し促進していきます。【教育センター】

生活指導主任会で児童・生徒の使用状況を共有するとともに、外部講師の助言を基に、一人１台タブ

レット端末環境において、各学校でインターネット上のトラブルの未然防止に向けた情報モラル教育、

安全教育に取り組み、とりわけ、ＳＮＳ上でのいじめ防止に向け、道徳教育を中心としながら、児童・

生徒が問題意識をもち、自分自身との関わりで考えを深めていけるようにします。【教育指導課】
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（２）いじめの未然防止と早期発見・早期対応に向けた取り組みの推進

ア　教育委員会におけるいじめ防止対策の推進

○

○

○

○

○

イ 学校におけるいじめ防止対策の推進

○

○

○

　いじめは、いじめを受けた児童・生徒の教育を受ける権利を侵害し、その成長に重大な影響を与え、生

命・身体に危険を生じさせるおそれがあるものとの認識に立ち、「多摩市いじめ防止対策推進条例」や

「学校いじめ防止基本方針」に基づき、関係機関と連携しながらいじめの未然防止、早期発見、早期対応

を行い、いじめを重大化させないよう努めます。いじめの未然防止においては、道徳科や学級活動等にお

いて法や条例の趣旨を理解し、多様性を認め、他者を尊重し、相互理解を深め、いじめをしない、許さな

い態度を身に付けさせるように努めます。

　各学校においても「学校いじめ基本方針」に基づく取り組みの徹底や、「学校いじめ防止委員会」の機

能の強化を図ることにより、いじめ防止などに向けた組織的な取り組み及び地域や保護者と連携した対応

を推進します。

児童・生徒、保護者及び学校関係者等を対象にした学校評価アンケートの結果や、いじめに関する調

査、各校の実態等を踏まえ、市内各校の「学校いじめ防止基本方針」を見直し、必要な場合は方針を修

正・改善して、学校ホームページ上で公表します。また、家庭・地域と連携したいじめの未然防止及び

早期発見・対応の推進とともに、「いじめをしない、させない、許さない」学校風土の醸成に向けた理

解・啓発に取り組みます。【教育指導課】

いじめ防止に関する授業を全学年に対して年３回以上実施し、児童・生徒のいじめに対する意識を高め

ます。また、各校で年間３回実施するいじめ防止に向けた校内の研修のうち、１回はいじめの重大事態

に関する研修に充て、いじめの認知と解消、いじめの重大事態について理解を深めるとともに、教員の

指導力向上や組織的な対応の改善を図ります。【教育指導課】

学校のいじめ防止基本方針に基づき、学校いじめ防止対策委員会を定期又は必要に応じて臨時に開催

し、各学校のいじめの認知や対応の具体について確認し、組織的な取り組みを確実に実行します。【教

育指導課】

「多摩市いじめ防止対策推進条例」に基づき、いじめ防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため

「多摩市いじめ問題対策連絡協議会」を年１回開催します。また、市教育委員会が実施するいじめ実態

調査の結果や、各学校が実施しているいじめ防止等の対策について審議したり、解消に至っていないい

じめについて協議したりするために「多摩市教育委員会いじめ問題対策委員会」を開催します。【教育

指導課】

定例校長会及び副校長連絡会、生活指導主任会等において、令和６年に改訂された「いじめの重大事態

の調査に関するガイドライン」や、東京都及び市独自のいじめに関する調査結果等を周知するととも

に、学校におけるいじめの未然防止、早期発見の取組や、いじめの重大事態に対する平時からの備え等

について指導・助言を行います。【教育指導課】

各校の教育課程に、道徳科等においていじめ防止等に関する授業を年間３回以上行うことを位置付け、

児童・生徒のいじめを「しない」「させない」「見逃さない」心情及び態度を育みます。また、学校教

育活動全体を通して、多様性を認め、他者を尊重し、相互理解を深めようとする児童・生徒の育成を図

ります。【教育指導課】

年間３回、いじめに関する追跡調査を行い、各校で取り組む組織的対応を確認するとともに、個々の案

件についていじめが重大化しないようにするために、今後の対応策を明確にしていきます。【教育指導

課】

いじめ防止に向けた取り組みを市内学校間で共有するため、年８回の生活指導主任会での情報共有、実

践報告及び若手教員育成研修での事例研修等を継続的に実施します。また、心理検査を市内２校で年２

回ずつ実施し、児童・生徒理解の取り組みを充実するよう努めます。【教育指導課】
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（３）不登校等の児童・生徒への支援

ア　不登校児童・生徒への支援

〇

○

○

○

○

○

「不登校総合対策」（令和２年１１月）を改訂するとともに、その内容を踏まえた指導・支援の在り方

について、初任者研修や生活指導主任会等で研修及び周知・徹底を行い、不登校の段階を考慮した不登

校児童・生徒への教員の対応力の向上を図るとともに、児童・生徒一人ひとりの状況に応じた支援と組

織的な対応を進めます。【教育指導課】

児童・生徒の社会的自立を支援するため、民間等の協力やスーパーバイズを受けながら、児童・生徒に

とって魅力のあるソーシャルスキルトレーニングのプログラム「コアラタイム」を継続・充実していき

ます。楽しみながら人とのかかわりを学ぶ機会を整えます。さらに、e-ラーニングによる学習支援シス

テムを活用し、一人ひとりの学習状況に応じた学び場づくりに取り組んでいます。【教育センター】

　学校における対応力を向上させるために、魅力ある学校づくりを目指した「絆づくり」と「居場所づく

り」を行い、令和２年１１月に策定した「不登校総合対策」に基づいた支援の充実を図ります。また、不

登校やその傾向のある児童・生徒には、適応教室「ゆうかり教室」、チャレンジクラス「あたごＳｐａｃ

ｅ」などの活用を促進し、一人ひとりの状況や能力に応じた適切な支援により、社会的な自立につなげる

ことを目指します。その一つとして「ゆうかり教室」では、専門的な手法によるソーシャルスキルトレー

ニングなどの集団活動の取り組みを継続します。

　また、様々な課題を抱えている児童・生徒及びその家庭に対して、教育相談体制をさらに充実させ、学

校、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、関係機関等と連携し多角的なアセスメントに

基づき、課題に応じた効果的な支援を行います。特に、学校とのかかわりが途切れがちであったり、最近

の様子を把握することが困難な状態にあったりする場合は、アプローチの困難さが課題であったことか

ら、オンライン上の「ＶＬＰ（バーチャル・ラーニング・プラットフォーム）」を活用し、興味・関心を

引き出せるような企画や取り組みを行うことで支援を充実させていきます。

不登校の児童・生徒に対し、VLP（バーチャル・ラーニング・プラットフォーム）事業で個々の状況に

合った学びの場・居場所を提供します。児童・生徒の仮想空間に入るきっかけとなる魅力を増すよう

に、興味を引くようなコンテンツの導入を進めます。【教育センター】

オンラインでの授業配信等、ＩＣＴを活用した学習支援に取り組むなど、一人1台の教育用端末を活用

して生徒の精神変調を発見するツールを活用することで、早期支援につなげていきます。また、生活指

導主任会やスクールカウンセラー連絡会にて、関係機関を招聘し、各機関の役割等について周知する場

を設けます。【教育指導課】

教育指導課と教育センターの職員で構成する不登校支援連絡会を通し、教育センター内の諸機関を含め

た関係機関のいずれともつながっていない不登校児童・生徒や、学習や生活面、進路といった各側面

で、特に確認すべき児童・生徒の実態を把握し、在籍する小・中学校や家庭との連携強化を図ります。

また、ICTを活用した多摩市フレキシスクールOnlineやオンライン学習ソフトも含め、別室登校、適応

教室通室者及び不登校が長期化している児童・生徒を対象として、居場所づくり・絆づくりと学習の保

障ができるよう支援を図ります。また、ICTを活用した多摩市フレキシスクールOnlineやオンライン学

習ソフト、東愛宕中学校に開設したあたごSpace、令和６年度から導入した中学校に配置する不登校対

応巡回教員のほか、校内別室指導支援員の継続により、これまで取り組んできた不登校児童・生徒の居

場所づくり・絆づくり等学習の保証ができるよう支援を図ります。【教育指導課】

引き続き、不登校児童・生徒を指導・支援する体制の整備・充実を図るため、学びの多様化学校の開設

に向けて、開設時期や場所、特別な教育課程等の再検討、環境の整備や関係機関等との調整を進めま

す。【教育指導課】
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イ 課題を抱える児童・生徒への支援

○

○

（４）道徳教育の推進

ア　道徳教育の推進

○

○

（５）キャリア教育の推進

ア　キャリア教育、体験学習の充実

○

○

○

○

○

いじめや不登校など、生活指導上の課題に対応するため、スクールカウンセラーやピアティーチャー等

を活用し、教職員及び関係機関と連携を図り、課題を抱える児童・生徒に寄り添い、心の安定を図れる

よう、一人ひとりの状況に応じた支援を組織的に行っていきます。【教育指導課】

道徳科の授業の質的な向上のために、各学校において、重点的に指導する内容項目を焦点化して教育課

程に位置付けるとともに、各校の実態に応じて、授業に対する児童・生徒や教職員による授業評価を行

う機会を設け、「考え、議論する道徳」の実現に向けた授業改善に取り組みます。【教育指導課】

教員研修や校内研究等の機会を捉え、指導主事をはじめ、道徳科の指導教諭や道徳教育推進教師よる指

導・助言を通じて、「考え、議論する道徳」の実現に向けた具体的な指導により、教員の道徳科の授業

力向上を図ります。【教育指導課】

全中学校において３日間の職場体験学習を、多摩商工会議所をはじめとする市内公共機関や、民間企業

からの協力の下に、実地体験とオンラインでの職業講話等を組み合わせるなど工夫して実施します。ま

た、継続した職場体験事業の実施に向けて、資料等の配布を通して、職場体験の趣旨と成果を説明しま

す。【教育指導課】

キャリア教育に関わる諸課題について、児童・生徒一人ひとりが自己の取り組みの振り返り等をポート

フォリオとして整理する「キャリア・パスポート」を作成し、学年・校種を超えて蓄積し、自己の成長

や変容を自覚して自己理解を深めるとともに将来への見通しをもつことができるよう特別活動を中心と

した系統的なキャリア教育を進めます。【教育指導課】

公民館の職場体験では、施設の窓口・管理業務や講座の運営業務など、社会教育施設である公民館を

知ってもらうとともに、人とふれあい・交流する体験を通し、社会性や職業観を育む機会として、引き

続き職場体験の中学校生徒を受け入れます。【公民館】

多摩市立八ヶ岳少年自然の家や国有林など八ヶ岳の豊かな自然環境を利用した集団宿泊による自然体験

学習を、小学校５年生から中学校１年生までの児童・生徒に安全に提供し、活動を支援することで、児

童生徒の社会性の育成を図ります。【教育振興課】

　自己を見つめ、よりよい生き方について考え、議論する道徳科の授業を要として、全教育活動で児童・

生徒の道徳性を養います。また、道徳授業地区公開講座等を通じて、保護者・地域と連携した心を育てる

教育を推進します。

　小・中学校では、キャリア教育の推進に向け、キャリア・パスポートを活用し、自らの学習状況やキャ

リア形成を見通したり、振り返ったりすることを通して、自己の変容に気付く活動の充実を図ります。

　中学校の職場体験の充実や学校外の人材の活用促進など、児童・生徒の体験活動の機会を積極的に設

け、日常の授業の中では行うことが難しい体験活動や地域との交流を通じて様々な価値観に触れることに

より、必要な基盤となる能力や態度を育むよう努めます。

いじめ、不登校など、生活指導上の課題や家庭が抱える課題に対応するために、東京都の「スクール

ソーシャルワーカー活用事業」を活用して配置している4名のスクールソーシャルワーカーが、子ども

や家庭への直接的な支援をさらに進めます。また、校内委員会への参加等、学校との連携の拡充を図

り、家庭・学校・関係機関のつながりの強化に努めます。【教育センター】

図書館は、窓口業務で利用者と接することやバックヤードでの体験などを通じ、図書館を知ってもらう

とともに、職業観を身に付けるきっかけとなることを目的に、中学校職場体験を受け入れます。また、

開架フロア、諸室を使用しての調べ学習や体験学習など、図書館の資料、設備を活用した事業を実施し

ていきます。【図書館】
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（６）社会教育との連携と多様な体験活動の推進

ア　家庭教育、子育て支援に関する事業の実施

○

○

○

イ 地域や学校と連携した事業の展開

○

○

ウ 読書活動の推進

○

○

○

○

○

　体験活動は、豊かな人間性、自ら学び、自ら考える力などの生きる力の基盤であり、子どもの成長の糧

としての役割が期待されているため、思考や知識を働かせ、実社会に実際に触れることや、インターネッ

トやシミュレーション等を通じた体験など様々な体験活動の充実を図っていきます。

　図書館や公民館などの社会教育施設のほか、児童館など地域の公共施設や商業施設などで、子どもの育

成に資する講座や事業を実施し、親子や様々な世代との交流、体験型の学習などを通した取り組みを実施

します。

　話す、聞く、読む、書くなど、豊かな言語表現活動や様々な情報に触れることを通して、子どもの感性

を磨き、創造力を豊かにする施策を推進します。特に、本に触れることによって豊かな心を育むため、

「（仮称）第二次多摩市読書活動振興計画」に基づく施策を展開することで、読書活動を推進します。

　自然の中での活動や多様な文化や芸術を実際に体験できる機会を提供することにより、子どもの豊かな

心を育成します。

　また、市指定の有形文化財や天然記念物、都指定の史跡などを活用し、子どもたちが郷土の歴史を学

び、文化財を実際に体験する場や機会を充実させることにより、子どもたちの地域への関心、愛着を高め

ることを目指します。

子どもの読書活動啓発事業を、関係課や団体と連携強化を図りながら実施します。【図書館】

長期間の休みや週末などの学校休業時に、親子だけでなく多世代とのつながりや交流も図ることができ

る体験型講座を、引き続き企画開催し、学校や家庭以外の場でも体験を通して、子どもたちが学ぶ楽し

さや意欲を持つことができるよう取り組みます。併せて、市内の関係機関との連携や、地域の人材を活

用するなど、内容にも工夫を凝らし公民館から地域に出向くことで、子どもたちも身近な地域等で「共

に学ぶ」ことのできる場づくりを行っていきます。【公民館】

（仮称）第二次多摩市読書活動振興計画に基づき、各施策を推進します。また、推進をしていく中で、

より一層学校との連携を進めます。【図書館】

調べ学習対応の図書について、需要の多い図書は複本を購入するなど充実させます。【図書館】

読書を通じて児童･生徒、市民など様々な世代が交流できるイベントを検討し、実施します。【図書館】

中央図書館は、親子での読み聞かせや会話しながら本が選べる親子利用のしやすい開架エリアとしまし

た。おはなし会や絵本・児童書の紹介、展示などを積極的に行い、子どもの読書活動を振興していきま

す。【図書館】

小・中学校、幼稚園、保育園、公共施設を活用し「家庭教育学級・講座」を実施します。オンラインを

活用するなど多様な方法で開催を提案し、乳幼児期・小中学生の子どもを持つ保護者の子ども理解につ

ながる学びの機会を充実させることで、家庭教育力の向上を図ります。【公民館】

家庭教育・子育てを支援する講座として、「多摩市子ども・若者の権利を保障し支援と活躍を推進する

条例」も踏まえながら、家族や人との関わり方などが学べる講座や、子育て中の親を主な対象とし、参

加者同士が悩みを共有しながら、これからの生き方などを考える継続した学びの講座などを実施しま

す。【公民館】

保育室を毎月定期的に開放し、乳幼児の遊び場として自由に利用してもらうことにより、子育て期の親

同士が集い、相互に情報交換ができる場や子育てに関する情報提供を行う場とします。また、コーディ

ネーターによって、日頃の子育ての悩みなどを気軽に話せる場を定期的に作ります。【公民館】

これまで中学校を会場とし、薬物使用による身体への悪影響や怖さなどを学ぶ講座を年３校以上で開催

してきましたが、令和５年度以降は学校からの希望が３校に満たなかったため、家庭教育学級・講座に

統合し、予算の範囲内で実施することとします。また、ＰＴＡをはじめ子どもたちを取り巻く地域の人

材や施設と連携し、学校施設等を利用した講座の開催を支援します。【公民館】
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エ 自然体験の機会の提供

○

○

○

オ 郷土の歴史や文化財に対する学習機会の充実

○

○

○

○

３「健やかな体」を育む教育の推進

（１）体力向上に向けた取り組みの推進・充実

ア　児童・生徒の体力、運動能力の向上

○

イ スポーツ志向を高める指導の実施

○

○

多摩市にまつわる歴史について、パルテノン多摩学芸員等との連携により、郷土史に係る講座を実施す

るなど、地域の歴史・文化の理解に努め、地域の愛着の醸成に努めます。また、講座を通して市民同士

の交流を図るとともに、ICTを活用した取り組みも行っていきます。【公民館】

市内全小・中学校の担当者を対象とした健康教育・体力向上推進委員会を開催し、各校の実態や、体力

に関する調査結果等に基づく体力向上に関する取り組みについて、情報交換の機会を設けます。また、

令和６年度まで東京都の事業として取り組んできた「Tokyoスポーツライフ推進指定地区」での運動習

慣の定着等に関する実践や成果を、健康教育・体力向上推進委員会において発表する機会を設定し、市

内全ての学校における体力向上の取り組みの充実を図ります。【教育指導課】

各校において、これまでオリンピック・パラリンピック教育を通じて、創意工夫を凝らし取り組んでき

た、教育活動の「ボランティアマインド」、「障害者理解」、「スポーツ志向」、「日本人としての自

覚と誇り」、「豊かな国際感覚」のうち、一つ以上を「学校２０２０レガシー」として位置付けること

を継続し、児童・生徒に対して、オリンピズムの精神の育成を図ります。【教育指導課】

地域のスポーツ資源（例：国士舘大学、東京ヴェルディ、読売ジャイアンツ、地域のスポーツ団体等）

を教育活動に積極的に活用し、児童・生徒の体力や運動能力の向上及び運動習慣の確立に資するよう情

報提供に努めます。【教育指導課】

八ヶ岳少年自然の家の施設の特徴を生かした自然体験活動や集団宿泊による主催事業を実施するととも

に、団体での利用促進に努めます。【教育振興課】

子どもたちが自主的・自発的に遊ぶことのできる「場」を提供するプレーパークを、市内大学と連携し

て大谷戸公園キャンプ練習場を利用して月１回開催し、遊びを通した心や身体の成長・発達、社会性の

習得の支援に取り組みます。また、学校外における子どもたちの様々な体験活動をサポートする指導者

の養成を行います。【教育振興課】

古民家や旧多摩聖蹟記念館において歴史的建造物を直に見て郷土の歴史に触れる機会を提供するととも

に、多摩ふるさと資料館において市内で出土した土器や、民俗・生活資料等を間近で見る機会を恒常的

に提供します。【教育振興課】

学校のカリキュラムや副読本と連携できるよう、昔の農具や生活用具等の民俗・生活資料を学校へ貸し

出します。【教育振興課】

多摩ふるさと資料館において、夏休み期間にあわせた子ども向けのイベントや文化財資料等の企画展示

を開催し、地域の歴史・文化への理解促進に努めます。【教育振興課】

　大学や企業との連携など多摩市ならではのスポーツに関する環境を生かしながら、児童・生徒の運動へ

の意欲を高め、体力や運動能力の向上を図ります。

　「する・みる・支える・知る」のスポーツとの多様な関わり方や、体験的な活動を通して、運動に親し

み、自ら体力を高めていく習慣を身に付け、生涯にわたって心身の健康を保持増進することができるよ

う、指導の充実を図ります。

八ヶ岳少年自然の家を利用する児童・生徒や青少年団体に対し、学校や家庭では経験することができな

い移動教室やスキー教室、体験林業、キャンプ、野外体験活動などの機会を提供し、その活動を支援す

ることにより、心身ともに健全な子どもを育成します。【教育振興課】
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（２）健康教育の充実

ア　小児生活習慣病予防、歯科指導の実施

○

○

イ 性教育の指導の充実

○

ウ がん教育の指導の充実

○

エ 薬物乱用等の防止の指導の実施

○

○

○

小学校５年生・中学校１年生全員、小学校６年生・中学校２・３年生で他地区からの転入者、中学校

２・３年生の次年度再健診対象生徒に対し、希望制により「小児生活習慣病予防健診」を実施し、健診

結果に応じて、児童生徒及び保護者を対象に「事後相談会」を実施します。健診並びに「事後相談会」

の目的の周知をさらに徹底し、児童・生徒及び保護者の健康増進への意識醸成、より一層の受診促進を

図ります。【学校支援課】

　健康の保持増進のため、医療機関などと連携し、児童・生徒の健康状態を把握し、必要な指導を行うと

ともに、健康に対する意識啓発のため、児童・生徒の歯や口、目などの健康に関する事業・取り組みを行

います。

　また、性教育やがん教育など学習指導要領（平成２９年度告示）に示された課題に対する指導の充実、

児童・生徒の健康な体づくりを阻害する薬物乱用や受動喫煙などを防止するための取り組みを推進しま

す。

　さらに、体育科・保健体育科・特別活動を中心として、学校の教育活動において、児童・生徒の発達の

段階に応じた「生命（いのち）を大切にする」「加害者にならない」「被害者にならない」「傍観者にな

らない」ための生命（いのち）の安全教育の推進を図ります。

　その他、家庭と連携した児童・生徒の健康づくりを推進するため、広報紙などを通じた情報発信を行い

ます。

小学校４年生、中学校１年生を対象に、学校歯科医・歯科衛生士等と連携し、歯科講話、染め出し、ブ

ラッシング、歯磨剤の指導を行います。また、小学校１年生を対象に、フッ化物歯面塗布、歯科保健指

導等を行います。歯・口の健康に関するポスター、作文コンクール等への参加を促し、歯と口の健康に

ついて啓発、知識の向上を目指します。【学校支援課】

各校において、「性教育の手引」（東京都教育委員会）を基に、性教育の基本的な考え方等について、

教職員の共通理解を図ります。また、「生命（いのち）の安全教育」の実施について、小・中学校全校

の教育課程に位置付け、児童・生徒を性犯罪・性暴力の加害者、被害者、傍観者にさせないため、児

童・生徒が性に関する正しい知識を身に付け、適切な意思決定や行動選択ができるように発達段階に応

じた指導を実施します。【教育指導課】

令和３年度より実施している外部講師を活用したがん教育の授業を、令和７年度においても１年ごと３

校ずつ実施し、外部講師による授業を経験できるように体制を整えます。また、医師や看護師、保健師

等、がん教育に関して、専門的知見を有する講師による授業を生徒の実態を踏まえて行います。【教育

指導課】

児童・生徒が、薬物乱用を避けたり拒絶したりすることができるようになるために、学校において薬物

乱用防止教室やセーフティ教室等の機会を通じて、薬剤師会や警察、民間団体や公民館等と連携した実

践的な予防教育に取り組みます。【教育指導課】

薬物乱用防止に関する予防教育の充実のために、生活指導主任会等において、公民館が実施している薬

物乱用防止講座や学校薬剤師等を活用した指導についての情報交換をし、指導内容の更新や指導方法の

改善に取り組みます。【教育指導課】

これまで中学校を会場とし、薬物使用による身体への悪影響や怖さなどを学ぶ講座を年３校以上で開催

してきましたが、令和５年度以降は学校からの希望が３校に満たなかったため、家庭教育学級・講座に

統合し、予算の範囲内で実施すこととします。また、ＰＴＡをはじめ子どもたちを取り巻く地域の人材

や施設と連携し、学校施設等を利用した講座の開催を支援します。【公民館】２－（６）イ再掲
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オ 児童・生徒の健康づくりに関する情報発信

○

（３）安全・安心な美味しい学校給食の提供

ア　学校給食による食物アレルギー事故の防止

○

○

イ 学校給食における食品ロスの削減

○

ウ 効果的で美味しい学校給食の提供

○

○

エ 学校給食費の公費負担

〇

　学校給食に使用する食材の選定や学校給食センターと配膳室の衛生管理を徹底し安全で安心な学校給食

の提供に努め、食物アレルギーのある児童・生徒について、学校と保護者、学校給食センターが情報共有

し、食物アレルギー事故の発生防止の取り組みを強化します。

　また、市内農家が生産した地場野菜を取り入れるとともに農家との連携を深めながら地産地消に努め、

給食で出た残さの状況等を把握し調理の工夫や献立の改善を図り、残さの一部をたい肥化するなど、学校

給食における食品ロス削減に取り組みます。

　さらに、進化した衛生管理設備のもとでさらなる美味しさを追求した給食提供の実現と、可能な範囲で

食物アレルギーのある児童・生徒も安心して食べられる個別対応の取り組みを目指し、老朽化が進む学校

給食センターを建て替えます。

　多摩市立小・中学校に在籍する児童・生徒を対象に、保護者の学校給食費にかかる経済的負担を軽減す

るため、東京都の補助制度を活用しながら、継続した学校給食費無償化の実施を図ります。

　また、食物アレルギー等のやむを得ない理由により、学校給食の代替として弁当等を持参する児童・生

徒の保護者に対して、学校給食費の無償化に伴い、保護者の負担なく学校給食費の提供を受ける児童・生

徒との公平性を図り、経済的負担を軽減するための支援制度事業を実施します。

「教育委員会だより」などの広報紙を通して、子どもたちの適切な生活習慣の確立に役立つ情報等を提

供します。【学校支援課】

「多摩市立学校アレルギー疾患対応マニュアル（第４版）」に基づき、各校において対応委員会の設

置、校内研修・対応訓練の実施、給食喫食前の確認などを徹底します。【学校支援課】

多摩市のアレルギー対応に係る基本的事項を示した「多摩市の学校給食提供における食物アレルギーの

考え方」を教職員全員に周知します。また、学校給食センターが給食献立作成システムから作成したア

レルギー献立表を用いて、学校や保護者がアレルギーチェックをすることにより、学校給食における食

物アレルギー事故防止に取り組みます。【学校給食センター】

学校給食センターが小学校の給食時間にクラス訪問し、食品ロス削減を行うとともに、学校や栄養教諭

と連携して、食品ロス削減に向けた指導や啓発につとめます。また、給食残さ（食べ残し）の削減を図

るために、献立作成の工夫により改善を行います。【学校給食センター】

施設や調理機器が老朽化している中で、厨房機器等を計画的に維持管理を行うことにより、学校給食を

安全・安心に美味しく安定的に提供していきます。調理業務と配膳業務の委託により、調理から配膳・

洗浄までを一体的に構築することで、学校給食の効果的・効率的な運営を図ります。【学校給食セン

ター】

老朽化した学校給食センターの建替えに向けて、基本計画を策定します。新しい学校給食センターでは

進化した衛生管理設備のもとでさらなる美味しさを追求し、食物アレルギー対応のほか、SDGs につな

がる食品ロス削減を目指します。食への理解が深められ、環境に配慮した取り組みを目指していきま

す。【学校給食センター】

多摩市立小・中学校に在籍し、学校給食を喫食する児童・生徒の学校給食費を公費負担するとともに、

やむを得ない理由により学校給食の代替として弁当等を持参する児童・生徒の保護者に対して学校給食

費相当額を支給する補助事業を実施することで、保護者の学校給食にかかる経済的負担を軽減します。

【学校支援課】
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（４）食育の推進

ア　食育授業の実施

○

○

○

イ 学校における食育の推進

○

ウ 学校給食や食に関する情報発信

○

（５）持続可能な部活動の環境整備

ア　部活動の環境整備

○

○

（６）子どもの体づくりのための家庭教育の啓発

　第４次食育推進計画に基づき、児童・生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけること

ができるよう、栄養教諭による食育授業や体験学習、栄養士による給食時間の訪問指導や声かけなど連携

した食育の推進を図ります。

　また、学校給食や食に関する広報物を定期的に作成し、情報発信することにより、食育の重要性につい

て家庭や地域に対して啓発を行います。

学校給食センターが健康と望ましい食習慣を育む学校給食といったテーマを設定し、小学校の給食時間

にクラス訪問して、食に関する指導や食品ロス削減の事業を行い、食育に関する指導や啓発につとめま

す。また、小学校の社会科見学を積極的に受け入れ、学校給食の理念や栄養摂取の重要性について栄養

士から直接学ぶ機会を提供します。【学校給食センター】

学校給食センターで出る調理残さと市内小中学校の給食残さの一部をたい肥化し、小中学校等に還元す

る事業を行い、食育に関する指導や啓発を推進します。【学校給食センター】

　子どもたちが、スポーツを通して交流し、スポーツの楽しさや喜びを味わい、体力の向上や健康の増進

を図れるよう、持続可能な部活動の運営を目指します。

　そのために、複数のスポーツや文化等の様々な活動を含めて幅広く経験できるよう、地域や学校の実態

に応じ、中学校部活動の地域連携・地域移行に向けた取り組みを推進するとともに、休日に教員が部活動

の指導に携わる必要がない環境の構築を、段階的かつ可能な限り早期に実現します。

　子どもたちの健やかな体を育むことができるよう、学校給食センターからの「給食だより」による情報

発信、教育委員会による事業、講座の実施により、家庭に対する食育について啓発します。

　また、「早寝早起き朝ごはん」など子どもたちにとって望ましい生活習慣づくりについて、広報紙や

ホームページを通じて情報発信を行うとともに、教育委員会とＰＴＡとの懇談などにより、情報を共有し

家庭への支援をしていきます。

各校から１名選任する食育リーダーを対象とした「健康教育・体力向上推進委員会」を実施し、食育の

授業や家庭と連携した取り組みについて共有することを通じ、各校の食育を推進していきます。【教育

指導課】

年１１回発行する「給食だより」や「きゅうしょくメモカレンダー」等の学校給食センターからの発行

物や、「給食レシピの紹介」など公式ホームページを活用し、学校給食や食に関する情報提供を充実し

ます。また、食に関する正しい知識を持ち、食への感謝の心を育むために、児童生徒、保護者はもちろ

んのこと、広く市民を含めた情報提供の方法を検討します。【学校給食センター】

学校部活動の地域連携や新たな地域クラブ活動への移行について、国や東京都のガイドライン、東京都

や市独自のアンケート結果を踏まえ、令和７年度は引き続き、多摩市の推進計画に基づき、市長部局と

連携して協議会を実施します。【教育指導課】１－（８）ア再掲

部活動の顧問業務に従事する教員の負担軽減、在校時間の短縮を図るため、部活動指導員／補助員（会

計年度任用職員／有償ボランティア）の配置を市内全中学校で進めるとともに、部活動指導員を対象に

した、熱中症対策を含む実践的な研修を行います。【教育指導課】

栄養教諭が各学校を訪問し、特別活動や生活科、家庭科等を通じた食育授業を行います。栄養のバラン

スや病気の予防、食品ロス等をテーマにした授業を、担任教諭とティーム・ティーチングで行います。

【教育指導課】
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ア　生活習慣に関する事業、講座の実施

○

イ 食に関する情報発信

○

ウ 生活習慣に関する情報発信、情報交換

○

○

（７）子どもの育成に資する地域活動の支援

ア　学校開放による団体、地域活動等の支援

○

４　児童・生徒の学びを支える環境づくり

（１）地域とともにある学校づくりの推進

ア　地域に開かれた学校運営への支援

○

　スポーツ活動などを通して、子どもの健やかな身体づくりを担っている地域の団体に対し、学校開放な

ど活動場所の提供などを行い、子どもたちの健やかな体を育成するための支援を行います。

　さらに、学校運営協議会での協議内容や地域学校協働本部の活動については、学校及び学校運営協議会

がホームページや｢学校だより｣などを活用し情報発信を図ります。また、教育委員会では各校での取り組

みや好事例を市内学校に共有するとともに、ホームページや広報紙などを活用し地域社会へ発信します。

　こうした取り組みにより、地域と学校が連携・協力し地域社会全体の教育力の向上を図り、地域の活性

化と子どもたちが安心して暮らせる環境づくりを推進します。

　コミュニティ・スクールと地域学校協働本部を両輪として、育みたい児童・生徒像を共有しながら学

校・家庭・地域が連携・協働した教育活動を推進します。

　まず、コミュニティ・スクールにおける学校運営協議会においては、学校運営の基本方針の承認、学校

評価等の議題について熟議を図り、学校と家庭・地域の連携・協働の体制づくりを推進します。

　また、全校に設置する地域学校協働本部の活動については、市の地域教育力支援コーディネーター及び

各校の地域学校協働活動推進員を中心として、地域の方や企業及び大学と連携するなど人材の確保に努め

ながら、子どもたちに多様な教育の機会を提供するための活動を推進します。

市内全小・中学校へ導入されたコミュニティ・スクールによって地域の力を学校運営に生かすととも

に、地域学校協働活動推進員をはじめとした学校関係者を対象に研修を実施することで、児童・生徒の

学びと成長を支える効果的な取り組みを共有し、「地域とともにある学校」づくりを推進します。【教

育指導課】

小学校５年生・中学校１年生全員、小学校６年生・中学校２・３年生で他地区からの転入者、中学校

２・３年生の次年度再健診対象生徒に対し、希望制により「小児生活習慣病予防健診」を実施し、健診

結果に応じて、児童生徒及び保護者を対象に「事後相談会」を実施します。健診並びに「事後相談会」

の目的の周知をさらに徹底し、児童・生徒及び保護者の健康増進への意識醸成、より一層の受診促進を

図ります。【学校支援課】３－（２）ア再掲

年１１回発行する「給食だより」や「きゅうしょくメモカレンダー」等の学校給食センターからの発行

物や、「給食レシピの紹介」など公式ホームページを活用し、学校給食や食に関する情報提供を充実し

ます。また、食に関する正しい知識を持ち、食への感謝の心を育むために、児童生徒、保護者はもちろ

んのこと、広く市民を含めた情報提供の方法を検討します。【学校給食センター】３－（４）ウ再掲

家庭教育・子育て関係係長会議を開催し、家庭教育等に関する課題と各所管課の取り組みを共有するこ

とで、効率的・効果的な事業運営に努めます。【教育振興課・公民館】

多摩市公立小学校、中学校それぞれのＰＴＡ連合体の研修会や全体会等の会議に参加することにより、

児童・生徒に関わる課題等の情報を共有するとともに、行政情報を提供します。また、必要に応じて連

合体へ事業費を補助するなど、各連合体で効果的な活動ができるよう支援するとともに、各校ＰＴＡ役

員が交流し学び合える場を提供します。【教育指導課】

利用団体が安全に継続して活動できるよう市民と情報を共有しながら活動の場を提供するとともに、条

件に基づいて使用料を減額することで市内在住の児童・生徒の活動を支援します。【教育振興課】
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○

イ 学校評価を活かした学校運営の向上

○

○

ウ 地域学校協働活用の推進

○

○

エ 学校と地域の連携・協働に関する情報発信

○

（２）学校を支援する人材の発掘と育成

ア　地域学校協働活動推進員の配置

○

　また、ＥＳＤを推進するため、現在ある小・中学校や地域、団体、企業、大学、教育委員会の連携体制

を生かし、それぞれの立場からの一層の学校支援を得られるよう、働きかけを強化します。

　さらに、公民館や図書館等と、学校との連携を強化し、児童・生徒の学習成果の発表の場を充実しま

す。これらにより、教育に参画する市民の意識の醸成を図ります。

「社会に開かれた教育課程」の実現のために、各校において学校便りやホームページ、ＩＣＴ等を活用

して教育活動を継続して発信するとともに、学校の教育課程を基に家庭や地域と目指す児童・生徒像や

学校像を共有し、保護者や地域住民との連携・協働した教育活動の充実に取り組みます。【教育指導

課】

学校評価が学校運営協議会での意見を踏まえ、各校の運営の改善につながっているかについて、学校訪

問による授業観察や教育訪問の機会を捉えて確認するとともに、教育委員会作成の「学校評価ガイドラ

イン」を基に適正で組織的な評価活動が行われるよう指導・助言していきます。【教育指導課】

学校運営協議会による学校関係者評価を通じて、保護者・地域住民の学校運営への参画を促します。ま

た、学校評価等を各校のホームページに掲載し、学校評価を通じて学校・家庭・地域・行政がつながり

をもち、多摩市の児童・生徒にとってよりよい学校教育の実現を目指します。【教育指導課】

市内全小・中学校に設置した「地域学校協働本部」により、地域と学校が相互にパートナーとして連

携・協働しながら地域の特色を生かした教育活動を推進し、多様な学習支援を行えるよう支援します。

また、学校と地域を結ぶ地域学校協働活動推進員を全小・中学校に配置し、学校・家庭・地域が連携・

協働した教育活動を推進します。【教育指導課】１－（８）ア再掲

地域学校協働活動推進員を対象とした研修等を年２回実施するとともに、各校の地域学校協働活動推進

員が情報交換する場を設定し、学校と地域を結ぶ教育活動を推進するために必要となる知識を高められ

るよう支援します。【教育指導課】

多摩市公式ホームページをはじめとした各種の市広報媒体に、学校と地域の連携・協働に関する具体的

な取り組みを掲載し、市内学校児童・生徒の保護者をはじめとする市民やその他関係者へ向けて周知し

ます。【教育指導課】

　地域には、市民やＮＰＯなどの団体、商店、事業所、企業、大学等、様々な分野において専門性をもっ

た人々が活躍しており、豊かな個性を尊重し、地域と学校で育みたい子ども像の育成に向けては、学校と

の協働を図りその能力を学校教育に生かしていくことが大切です。

　そのため、市の地域教育力支援コーディネーター及び各校の地域学校協働活動推進員を中心に、学校の

要望も踏まえながら地域の人材の確保に努め、児童・生徒に対して多様な教育活動が持続的に行われる環

境を整備します。

　なお、市内の各小中学校にはＰＴＡ及びＰＴＡと同様の活動をしている団体が組織されていますが、社

会環境や労働環境の変化により、運営方法や活動内容の見直しが必要な状況です。そのため、ＰＴＡ等の

連携・情報交換のために組織されている小学校ＰＴＡ連絡協議会及び中学校ＰＴＡ連合会を通じ、運営面

での情報共有や行政情報等の提供をするなど、引き続き支援を継続していきます。

市内公立小・中学校全校に設置した「地域学校協働本部」により、地域と学校が相互にパートナーとし

て連携・協働しながら地域の特色を生かした教育活動を推進し、多様な学習支援を行えるよう支援しま

す。また、学校と地域を結ぶ地域学校協働活動推進員を全小・中学校に配置し、学校・家庭・地域が連

携・協働した教育活動を推進します。【教育指導課】１－（８）ア再掲
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イ 地域、団体、企業、大学との連携による学校教育の実現

○

○

○

○

ウ 公民館、図書館と学校との連携

○

〇

（３）教育相談の充実

ア　教育相談機能の充実

○

○

〇

　教育センターにおいて児童・生徒の情緒的、心理的な問題を的確に把握したうえで教育相談をすすめ、

子ども家庭支援センターや発達支援室等関係機関と連携しながら、相談内容の解決、改善に努めます。特

に、不登校を主訴とする相談や不登校の状態にある児童・生徒の相談件数は年々増加傾向にあります。ま

た、子どもの登校しない・したくてもできない背景に家庭の状況が影響していることもあることから、ス

クールソーシャルワーカー等の福祉専門職が学校と連携し、不登校児童・生徒及びその家庭に対応できる

体制を充実させ、今後も支援を進めていきます。

　また、「発達・教育初回相談窓口」を設置し、児童・生徒や保護者の主訴を確認し、発達支援室や教育

相談室などが連携して対応します。相談内容は時代の変化とともに多様化・複雑化しているため、相談員

の研修なども積極的に活用し、相談者の不安や困りごとに適切に対応できるように取り組みます。

全中学校において職場体験学習を、多摩商工会議所をはじめとする市内公共機関や民間企業からの協力

の下に、実地体験とオンラインでの職業講話を組み合わせるなど工夫して実施します。各中学校におけ

る職場体験の取り組み成果と課題は、進路指導主任会を通じて各学校からの聴き取り等を通じて把握

し、教育委員会が職場体験受入れ事業者の確保に努めます。【教育指導課】

英語教育や特別支援教育、ＩＣＴの活用、不登校対策等、喫緊の教育課題等について、多摩市近隣の大

学や関連企業等の協力を得ながら、研修の実施及び授業等の実践を進めます。【教育指導課】

「多摩市ＥＳＤコンソーシアム連絡会」を１２月までに開催し、多摩市のＥＳＤの目指す方向性や課

題、各校や各団体の取り組みを共有するとともに、学校での地域性を生かした特色ある取り組みを展開

するための支援、並びにＥＳＤを通じた児童･生徒の学びを社会につなぐための方策等について協議し、

協議の結果をＥＳＤ実践事例集に掲載して、各校へ共有します。【教育指導課】１－（２） イ 再掲

各校のＥＳＤの取り組みを学校間や協力機関・団体等で共有できるようＥＳＤ実践事例集やＥＳＤ（Ｓ

ＤＧｓ）啓発用チラシを作成し、多摩市役所のホームページに掲載したり、市内各校やコンソーシアム

各団体に配布したりします。また、多摩市ＥＳＤ推進アドバイザーを市内全校に派遣し、各校のＥＳＤ

の充実を図ります。【教育指導課】１－（２） イ 再掲

公民館と学校との連携により、必要に応じ公民館施設を活用した学校活動の紹介や、イベント事業の場

などを通じて、児童・生徒の学習成果を紹介する機会を設けます。【公民館】

（仮称）第二次多摩市読書活動振興計画に基づき、児童・生徒及び学校図書館の読書活動発表の場の充

実に努めます。【図書館】

教育センターにおける教育相談では、児童・生徒の情緒的・心理的な問題を面談等から的確に把握した

上で、その課題及び背景に着目しながら支援を進めていきます。特に不登校等の環境調整が課題にある

場合や、相談員（心理職）だけで対応が困難な場合には、スクールソーシャルワーカーによるアウト

リーチの機能との連携を充実させ、受け身の相談だけでなく、積極的に介入できる支援にも取り組みま

す。【教育センター】

児童・生徒が自ら相談できる窓口周知のために引き続き「cocoroカード」を配付します。【教育セン

ター】

多様化・複雑化する課題に対応できるように、各相談ラインが実施する研修や相談員全体の研修や事例

の検討を行える機会を設けます。【教育センター】
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イ 関係機関との連携による子育て支援

○

（４）誰一人取り残さない視点に立った支援

ア　教員の特別支援教育における専門性向上

○

イ 家庭と学校が連携した特別支援教育の推進

○

ウ 特別支援教育に関する相談の充実

○

特別な支援が必要な児童・生徒に対して適切な指導と必要な支援が行えるように、管理職研修をはじ

め、特別支援教育コーディネーター研修や初めて特別支援学級等を担当する教員を対象とした研修等を

継続します。また、都立特別支援学校の知識と技術を市内小・中学校へ普及させるため、都立特別支援

学校のセンター的機能を活用し、授業相談等、都立特別支援学校教員を講師とした希望校への講師派遣

の取り組みを推進します。【教育センター】

小学校就学支援シートの全就学予定者保護者ヘの配布、中学校就学支援シートの全就学予定者保護者へ

の周知をするとともに、高等学校等向けの就学支援シートについても全中学校３年生保護者へ周知し、

家庭や学校・関係機関等と連携し、児童・生徒一人ひとりに応じた支援が引き継がれるよう活用を推進

します。【教育センター】

就学相談や転学相談などにより、一人ひとりの子どもに合った学びの場の決定に向けた支援を行いま

す。特別支援教育の適応等に関する課題の相談を巡回相談等の活用により学校と連携しながら推進して

いきます。また、特別支援教育に対するニーズの高まりに併せて、相談内容の多様化・複雑化も進んで

いることから、心理相談員と所員との機能分化と人員体制を整え、さらなる体制の検討を行います。

【教育センター】

　児童・生徒一人ひとりの生活、学習上の困難を改善または克服し、その力を高めるため、それぞれの教

育的ニーズを把握しながら個々に応じた必要な支援と、一人ひとりを大切にした適切な指導や支援を行

い、児童・生徒の生きる力を育成します。

　特別支援教育の推進を担う教職員に対して、学習指導、生活指導、進路指導等学校が抱える教育課題を

踏まえた研修等を実施し、より一層特別支援教育の取り組みが組織的に行えるようにします。

　学校の要請等に応じ、医療や療育・心理の専門家とともに児童・生徒の発達特性に応じた支援方法や配

慮事項等を協議できる場を設けるなど、学校の取り組みを支援します。

　切れ目のない支援の充実に向け、引き続き就学相談や転学相談などの各種相談事業における保護者等と

の面談を丁寧に行い、児童・生徒のアセスメントに必要な検査等をスムーズに行える体制を整えていきま

す。

　ヤングケアラーへの支援として、スクールソーシャルワーカーが福祉専門職として関係機関との連携を

取り、特に子ども家庭支援センターのヤングケアラーコーディネーターと定期的な情報交換を行い、支援

を充実させます。

　第三次多摩市特別支援教育推進計画策定事業において、アンケート実施や、高校生グループディスカッ

ションを行い、様々な意見を計画に反映していきます。

　また、外国語を母語とする日本語指導が必要な児童・生徒は年々増加の傾向にあることから、今後、日

本語指導の指導回数の増加や保護者への支援なども進めます。

近年の課題の多様化・複雑化により、学校が日常的に行っている教育相談だけでは対応しきれない場合

も多く見受けられ、教育センター教育相談など関わる様々な関係機関へのつなぎや連携が欠かせないも

のとなっています。そのため、関係機関との密な連携をより丁寧に進めていきます。引き続き発達教育

初回相談窓口の周知と内容の充実を進めます。また、初回相談につながった相談を円滑に共有し、連

携・面接した情報の適正な管理を徹底するため、教育相談管理システムを構築します。さらに、こども

家庭センターとの連携会議を開始し、支援の役割の明確化と役割の共有を図り、児童・生徒およびその

家庭が支援のはざまに落ちることない体制の構築に努めます。【教育センター】
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エ 特別支援教育推進計画の策定

○

オ 外国人家庭への支援

○

○

カ 特別支援学級の新設

○

（５）学校施設・設備の安全・安心な環境づくり

ア　 計画的な学校施設の改修

○

イ 空調設備の整備

○

（６）児童・生徒への適切な学習環境の整備

ア　適切な学級規模の実現

○

○

外国語図書や日本語学習に役立つ図書（電子書籍を含む）を収集し、日本語を読むことが難しい方にも

図書館で情報を得ることができるように支援します。【図書館】

現在、多摩中学校と青陵中学校の２校に設置している市立中学校の自閉症・情緒障害特別支援学級の入

級希望者が増加していることから、令和８年度に聖ヶ丘中学校に自閉症・情緒障害特別支援学級を新設

し、3校体制で対象生徒の受け入れを行います。令和7年度は開設に向けた準備を進めます。【学校支援

課】

計画的に進めている大規模改修工事について、鶴牧中学校改修工事（２ヶ年工事の２年目）、大松台小

学校改修工事（２ヶ年工事の１年目）を行います。【教育振興課】

聖ヶ丘中学校の普通教室及び情緒固定級職員室及び学級数増加が見込まれる南鶴牧小学校の少人数学習

室へ、空調設備を整備します。また、小学校体育館へ空調設備が設置できるよう、引き続き検討しま

す。【教育振興課】

令和３年４月１日に施行された公立小学校の１学級当たりの上限人数を学年ごとに順次３５人に引き下

げる義務教育標準法の改正、及び都の学級編制基準の改正に基づき、小学校は全学年について３５人で

の学級編制を行い、中学校は加配教員による中１ギャップへの対応を行います。国や東京都の動向を注

視しながら、児童生徒数・学級数の推計を正確に把握することで、施設整備、教員配置などで適宜対応

ができるよう、関係課と連携していきます。【学校支援課】

第二次多摩市特別支援教育推進計画（令和３年度～令和７年度）の期間が終了するため、令和６年度に

立ち上げた有識者会議で、保護者アンケートや高校生グループミーティングなどで把握した現状の課題

を基にして、委員から出た具体的な意見・助言等を踏まえながら、第三次多摩市特別支援教育推進計画

（令和８年～令和１２年度）を策定します。また、令和８年度のスタートに向けた家庭や学校に向けた

周知を行います。【教育センター】

日本語がわからない児童・生徒への取り出し授業による日本語指導のほか、保護者の通訳として、指導

員が保護者会等に同席できる取り組みなど、文化の違いに起因する保護者の不安を解消するための支援

も引き続き行っていきます。指導回数などについてもニーズに合わせた検討を進めます。【教育セン

ター】

　学校施設では、市が定める「第二次多摩市ストックマネジメント計画」に基づき、計画的な学校の改修

工事を実施するとともに、地球沸騰化と言われている気候変動への対応として、校舎や体育館の断熱化・

遮熱化など環境配慮技術の導入や、小学校体育館への空調設備の配備について検討します。

　また、地域の拠点施設として、社会教育施設や他の公共施設等との複合化も検討します。

　児童・生徒が適切な環境で学習できるような学級人数を実現するため、国や東京都の施策に基づいた学

級編制を行い、小１プロブレム、中１ギャップへの対応を進めます。

　併せて、児童・生徒数が減少傾向にある地域等について、今後の推計も踏まえながら、学校規模等の現

状を確認したうえで、より良い教育環境の実現のための学校規模等のあり方について検討を進めます。

多摩市立小・中学校の学校規模の現状と今後について確認をした結果、児童・生徒のより良い教育環境

の実現のために教育的視点と全市的視点をもって検討を開始します。【学校支援課】
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（７）学校における働き方改革の推進

ア　学校における働き方改革の推進

○

○

○

○

○

○

○

（８）ＩＣＴ活用のための環境整備

　学習指導要領の趣旨を踏まえた新たな学びの実現が求められる中、教員の長時間労働の実態は看過でき

ない状況にあります。学校教育の質の向上のためには、教員の健康を守ることはもとより、研修や学ぶ時

間の十分な確保等によって自己の資質・能力を高め、専門性を発揮できるようにすることが重要です。そ

のために、学校における働き方改革推進プランを策定し、教員の適正配置や支援スタッフの配置拡充など

の人的支援のほか、休暇の取得促進や小学校教科担任制の段階的導入などを進め、教員の負担軽減を図

り、生き生きと子どもたちと接することができる環境の整備に取り組みます。

　これまで整備してきた教育用ＩＣＴ機器を授業で効果的に活用する支援を継続していくとともに、教育

用端末等を更新するＧＩＧＡスクール構想第２期では、文部科学省が示す標準スペックを満たしつつ、使

いやすい教育用端末等への更新、より高速なネットワーク環境のための更新を行い、教育用端末のさらな

る利活用の促進に努めます。

　また、教職員が利用する校務支援システムの次期更新では、校務支援システムのクラウド化などによ

り、学校内のみでなく、学校外、例えば在宅勤務が必要な場合でもシステムを使用できるようにするな

ど、多様な働き方の実現に向けた検討を進めていきます。

「多摩市立学校における働き方改革推進プラン」の内容に基づき、タイムレコーダーを通して、管理職

が教員の在校時間を客観的に把握し、現状を踏まえた対応策をはじめ、各校における働き方の改善のた

めの重点目標等を管理職が自己申告書に明記します。また、その取り組み状況について、ヒアリングに

より確認するなどして、管理職及び教員の勤務時間を意識した働き方改革を引き続き推進します。【教

育指導課】

部活動について、市内全中学校へ部活動支援のための「部活動指導員」等を引き続き配置するととも

に、学校に適切な休養日の設定の徹底を定例校長会等で継続して働きかけます。また、部活動の地域連

携・地域移行について、多摩市としての方針策定及び体制構築等について協議・検討するための協議会

を、市長部局と連携して開催し議論を継続します。【教育指導課】

市内全校で学校事務の共同実施を行い、学校事務の見直し及び副校長や教員の事務の負担軽減を図りま

す。また、市内全小・中学校に「スクール・サポート・スタッフ」を、市内全小学校に「エデュケー

ション・アシスタント」を引き続き配置し、授業準備等をサポートして教員を支える人員体制を確保し

ます。【教育指導課】

昇任２年目まで、特に昇任して１年目の副校長の負担軽減をするため、多摩市の会計年任用職員（副校

長補佐）を令和７年度も引き続き配置できるよう職を設置（都の補助限度内での配置）します。【教育

指導課】

各校に長期休業期間中における学校閉庁日を５日間設定させるなど、教員の夏季休暇等の取得の促進を

図ります。また、教育委員会は、家庭・地域へ教員の勤務時間等に係る情報について、教育委員会だよ

りなどを通じて継続して周知し、地域・家庭の理解及び協力を得た取り組みを推進します。【教育指導

課】
働き方改革の観点から、教育委員会の各課及び市役所関連部で実施している教員対象の研修の内容や回

数、時間設定等を精査し、オンラインを効果的に活用するなど実施回数の削減や時間の短縮、移動等の

時間の縮減を推進します。【教育指導課】

教育課程の編成・実施に当たっては、教師の働き改革に配慮し、標準授業時数を大きく上回った授業時

数（余剰時数）を実施することがないよう指導し、学校行事の精選や実施方法の工夫を推進したりする

ことにより、教師の時間外勤務の増加につながらないよう指導します。【教育指導課】
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ア　導入機器の運用及び支援等

○

○

○

イ ＧＩＧＡスクール構想第２期の取り組み

○

○

○

ウ 次期校務支援システム更新に向けた取り組み

○

（９）地域における安全・安心な環境づくり

ア　通学路の安全対策

○

○

○

（１０）家庭の状況を踏まえた経済的な支援

ア　就学援助費等の支給

○

ＧＩＧＡスクール構想に基づき、令和３年度から学校で活用している一人１台の教育用端末及びネット

ワーク環境について適切に管理するとともに、教育用ＩＣＴ機器を効果的に活用してもらうための支援

（ＩＣＴ支援員の派遣・効果的な取り組みの周知）を継続的に実施します。【教育指導課】

校務支援システムの安定稼働を維持し、教員が効率よく校務を進められるよう支援します。【教育指導

課】

学校で取り扱う児童・生徒の個人情報を適切に保護するため、定期の校内点検や教員研修を通じて、教

職員に対する情報モラルやセキュリティ意識の向上に努めます。【教育指導課】

令和６年度に整備した新小学１年生用の教育用端末の活用を開始します。【教育指導課】

　保護者と学校、地域が連携することにより、子どもが安心して学校生活や地域生活を送ることができる

環境づくりを進めます。通学時の子どもが事故や犯罪に遭うことのないよう、通学路に設置した防犯カメ

ラの更新を計画的に進めるとともに、保護者や地域と協力・連携した見守り体制の構築と見守り活動の支

援をしていきます。

　また、学校、警察、道路・公園管理者、教育委員会で通学路の合同点検を実施し、安全対策検討会議に

て改善要望があった箇所について協議のうえ、樹木の剪定や道路標示の再溶着など必要な安全対策を講じ

ます。

　学用品、修学旅行・移動教室・集団宿泊に要する費用など、就学に伴う費用の支援を行うことで、家庭

の経済的な状況に関わらず、児童・生徒が安心して学校生活を送り、学習ができるようにします。

各学校から改善要望があった通学路上の箇所について、関係機関と合同で点検を行い、対応策を協議し

ます。各機関での安全対策の実施状況について、年度内に２回開催する安全対策検討委員会にて確認し

ます。【学校支援課】

要保護世帯（生活保護受給世帯）及び準要保護世帯（前年の収入が認定基準以下の世帯）を対象に、学

用品費、修学旅行・移動教室・集団宿泊に要する費用など、就学に要する費用を支給します。新入学準

備金については、小・中学校入学年度の前年度２月に支給し、入学時の経済的負担の軽減を図ります。

【学校支援課】

令和８年度からの活用を予定している一人１台の教育用端末について、令和７年度に調達や設定などの

準備作業を実施します。【教育指導課】

より高速なネットワーク環境整備のためにネットワーク機器の一部更新とインターネット回線の更新を

実施します。【教育指導課】

文部科学省が進める「次世代の校務デジタル化推進実証事業」や東京都が進める「統合型校務支援シス

テム等の共通化に向けた検討」などの情報収集を行いながら令和１０年度に予定している次期校務支援

システム更新について検討を進めます。【教育指導課】

保護者や地域が主体となって行う見守り活動をサポートします。ＰＴＡ、自治会、老人会、防犯協会、

交通安全協会等による通学路の見守り活動を支援するため、全小学校を対象に、横断旗やベストなど活

動に必要な消耗品を支給します。【学校支援課】

地域での見守り活動の参考にしてもらうため、「つうがくろだより」を通じて、現在それぞれの学校で

行われている見守り活動について紹介します。【学校支援課】
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（１１）教育委員会からの積極的な情報発信と意見交換の場づくり

ア　教育委員会の事業や施策の情報発信

○

イ 教育委員会、学校、保護者との情報交換の実施

○

○

５　「社会教育」と「家庭教育支援」の充実

（１）社会教育の充実

ア　市民活動の支援による生涯学習の振興

○

○

○

○

「多摩市教育委員会だより」を発行（奇数月発行）し、教育施策や学校に関する情報、家庭での生活上

の注意などを、主に市立小・中学校児童・生徒の保護者に対し周知するとともに、自治会や市内企業な

どに配布し、教育委員会の取り組みの発信も行います。また、地域と学校が連携・協働した活動を推進

していくため、うち1回については、たま広報に教育委員会の取り組みについて掲載し、より広く周知

できるよう情報発信に努めます。【教育振興課】

市立小・中学校を教育訪問する際に実施する合同懇談会（教育委員と学校、保護者、地域との対話の

場。令和７年度は３中学校区で実施予定）において、教育上の課題等に関するテーマについて、意見交

換を行います。合同懇談会における意見交換のテーマなどをホームページなどで発信していきます。

【教育振興課】

小学校PTA連絡協議会・中学校PTA連合会において、保護者と市長・教育長の間で意見交換をする「市

長・教育長懇談会」を秋季に開催し、学校や子どもたちに関する身近な話題や今後の教育について、懇

談を通して、子どもたちを取り巻く教育環境の向上を目指します。また、「市長・教育長懇談会」の様

子を教育委員会だよりなどで発信していきます。【教育指導課】

生涯学習の振興を図るため、市民企画講座など市民の学習活動を支援します。また、永山フェスティバ

ル、VITAふれあいまつりなど市民団体が中心となった事業を共催して開催することで、団体間の交流や

地域の活性化につながる支援をしていきます。【公民館】

　広報紙やホームページなどを通じて、教育活動や教育委員会の取り組みに関する情報を積極的に発信し

ます。

　また、教育委員による教育訪問の際や教育委員会とＰＴＡ連合体による意見交換などを通じて、教育委

員会の取り組みや児童・生徒に対する教育などについて保護者の理解、関心を高めるとともに、教育委員

会や学校と保護者との信頼関係を深めていきます。

　社会教育施設において、学習機会、活動場面の提供などで、学習活動の活性化や地域の相互交流を促進

するとともに、公民館、図書館などで実施している講座やイベント情報等を発信し、社会教育活動の充実

を図ります。社会教育事業の実施にあたっては、市民や活動団体、関係部署との連携事業やアウトリーチ

事業を推進し、多様な学びを提供します。

　長野県富士見町にある社会教育施設、多摩市立八ヶ岳少年自然の家では、富士見町や隣接する国有林を

管理する林野庁南信森林管理署の協力を受けながら、八ヶ岳の雄大な自然を利活用した体験活動の提供を

通じて、児童・生徒をはじめ市民の社会教育・生涯学習活動の充実に取り組んでいきます。

　また、これからの社会情勢を踏まえ、社会教育施設や事業運営についても、費用対効果の意識をもって

事業展開をしていきます。

関係課と連携し、地域課題解決のための講座やイベントに関連する図書のテーマ展示を実施するととも

に、関連する図書の購入を積極的に行い市民の理解促進を図ります。【図書館】

（仮称）第二次多摩市読書活動振興計画に基づき、おはなし会ボランティア団体等の活動の支援を行い

ます。【図書館】

市民企画の講座、イベントなどを中央図書館や関戸図書館の活動室やラーニングコモンズの特性を活か

して実施し、市民の生涯学習を振興していきます。【図書館】
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イ 学習情報の効果的な発信

○

○

○

○

ウ 八ヶ岳少年自然の家を活用した社会教育・生涯学習活動の充実

○

○

（２）家庭教育や子どもの理解に関する学習機会の充実

ア　家庭教育、子育て支援に関する事業の実施

○

○

○

イ 読書活動の推進

○

○

中央図書館や関戸図書館等施設内や館外に設置しているデジタルサイネージを活用し、図書館の案内や

講座やイベント情報などの学習情報を効果的に発信していきます。【図書館】

八ヶ岳少年自然の家を利用する児童・生徒や青少年団体に対し、学校や家庭では経験することができな

い移動教室やスキー教室、体験林業、キャンプ、野外体験活動などの機会を提供し、その活動を支援す

ることにより、心身ともに健全な子どもを育成します。【教育振興課】２－（６）エ再掲

八ヶ岳少年自然の家の施設の特徴を生かした自然体験活動や集団宿泊による主催事業を実施するととも

に、団体での利用促進に努めます。【教育振興課】２－（６）エ再掲

小・中学校、幼稚園、保育園、公共施設を活用し「家庭教育学級・講座」を実施します。オンラインを

活用するなど多様な方法での開催を提案し、乳幼児期・小中学生の子どもを持つ保護者の子ども理解に

つながる学びの機会を充実させることで、家庭教育力の向上を図ります。【公民館】２－（６）ア再掲

家庭教育・子育てを支援する講座として、「多摩市子ども・若者の権利を保障し支援と活躍を推進する

条例」も踏まえながら、家族や人との関わり方などが学べる講座や、子育て中の親を主な対象とし、参

加者同士が悩みを共有しながら、これからの生き方などを考える継続した学びの講座などを実施しま

す。【公民館】２－（６）ア再掲

保育室を毎月定期的に開放し、乳幼児の遊び場として自由に利用してもらうことにより、子育て期の親

同士が集い、相互に情報交換ができる場や子育てに関する情報提供を行う場とします。また、コーディ

ネーターによって、日頃の子育ての悩みなどを気軽に話せる場を定期的に作ります。【公民館】２－

（６）ア再掲

関係課が開催する子育てや子どもの理解を深める講座に関連するテーマ展示、図書（電子書籍を含む）

購入を図書館で行い、市民の理解促進を図ります。【図書館】

健康センターにおける３ヶ月健診受診者を対象とした「ブックスタート　多摩市絵本かたりかけ事業」

（月２回）を継続します。また、その後の切れ目ない読書支援の一環として、幼稚園・保育園・児童

館・学童クラブへ本のセット貸出・セレクト貸出(配送・集荷)を継続して実施し、利用促進を図りま

す。【図書館】

　多様化する家庭環境に対して、地域全体で家庭教育を支えることが求められています。子育ての中で保

護者が孤立することのないよう、家庭教育に関する講座を実施し、知識を得るとともに仲間づくりができ

るような場を提供します。また、保護者と学校等が連携して企画実施する家庭教育に関する講座の開催を

支援します。公民館や子育て関係機関等が連携し、課題を共有しながら地域で子どもの理解を図る学習機

会を設け、地域の教育力の向上を図ります。

　絵本の読み聞かせなど親子が一緒に体験できる講座を実施し、豊かな心を育みます。

　さらに、児童・生徒の望ましい生活習慣づくりへの支援のほか、家庭における学習習慣の確立や家庭教

育の支援などについて、広報紙やホームページで情報発信するなど継続的な支援を行います。

「公民館通信」を年６回発行し、公民館で開催する講座やイベント情報、事業の報告などを周知しま

す。また、小学生や保護者が対象となる講座等については「多摩市教育委員会だより」への掲載等をは

じめ、さまざまな媒体を用い周知を図ります。【公民館】

関係課等と連携し、地域課題解決のための図書のテーマ展示、中央図書館の活動室等での講座、イベン

ト実施により、市民への情報提供に取り組みます。【図書館】

図書館の活動を「やまばと通信」等の紙媒体、図書館ホームページ、多摩市公式ＳＮＳなど、様々な手

法により効果的に情報発信します。【図書館】
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○

ウ 生活習慣、家庭教育に関する情報発信

○

○

○

（３）誰もが学べる学習環境の整備・充実

ア　誰もが学べる学習環境の充実

○

○

○

○

（４）文化・歴史学習の充実

中央図書館では、誰もが学べる学習環境の充実を図るため、開架20万冊以上・閉架35万冊を目途に蔵書

の充実を図ります。【図書館】

地域資源を活用し、地域で活動する人たちと協働しながら、学校生活になじめない子どもを対象として

遊んでまなぶ「ULTLAプログラム事業」を日野市と連携して実施します。【公民館】

　多摩ふるさと資料館は、学校教育との連携と市民の「ふるさと多摩」意識の醸成の拠点として利活用を

積極的に進めます。

　また、知の地域創造の中核を担う中央図書館を中心として、市内図書館と行政資料室の図書館ネット

ワーク網により、豊富な資料・情報を揃え、誰もが学べる学習環境のさらなる充実を図ります。

　公民館は、時代や社会的状況の変化やニーズを捉え、地域課題や文化芸術など様々な学びを提供すると

ともに、ＩＣＴ等を活用した遠隔学習環境を整備するなど、誰もがどこでも学べる環境の充実を図りま

す。また、学校へ通いづらい子どもたちや居場所を見つけづらい大人たちなど、多様な人たちが交流しな

がら自分自身を掴み、その能力を発揮できる学びの場づくりにより市民の暮らしを豊かにすることを目的

として、地域住民や活動団体と協働し、地域資源を広域的に活用しながら様々な事業を展開します。

　多摩市で受け継がれてきた有形・無形の文化財や郷土資料、文化財施設を積極的に事業や講座等を通じ

て活用し、伝統文化や郷土の歴史に触れるなど学び親しむ機会を充実させるとともに、多摩市デジタル

アーカイブの充実を図り、誰でも、どこにいても、郷土の文化や歴史学習を可能にすることで、次代を担

う子どもたちをはじめ、郷土の文化に対する市民の理解促進に努め、後世への継承に取り組みます。

　また、多摩市が令和５年度に寄付を受けた国登録有形文化財の保存活用計画を策定し、保存や活用方針

を定めるとともに、市民をはじめ多くの方々と協力しながら有効活用に向けた検討を進めます。

中央図書館は、親子での読み聞かせやお話ししながら本が選べる親子利用のしやすい開架エリアとした

ことから、おはなし会や絵本・児童書の紹介展示などにより、子どもの読書活動を振興していきます。

【図書館】

多摩市公立小学校、中学校それぞれのＰＴＡ連合体の研修会や全体会等の会議に参加することにより、

児童・生徒に関わる課題等の情報を共有するとともに、行政情報を提供します。また、必要に応じて連

合体へ事業費を補助するなど、各連合体で効果的な活動ができるよう支援するとともに、各校ＰＴＡ役

員が交流し学びあえる場を提供します。【教育指導課】３－（６）ウ再掲

家庭教育・子育て関係係長会議を開催し、家庭教育等に関する課題を共有することで、地域子育て支援

拠点をはじめとした関係機関に、広く情報を提供し家庭への支援を行います。【教育振興課・公民館】

３－（６）ウ再掲

家庭教育等に関する課題など、家庭教育・子育て関係係長会議で共有した情報をより地域に発信できる

よう、公民館の場を提供します。【公民館】

過去に撮影した多摩市の貴重な映像記録や文化財映像を多摩市デジタルアーカイブ等を活用して市民に

公開することで、多摩ふるさと資料館等への来館が難しい市民にも多摩市の歴史に触れていただく機会

を提供します。【教育振興課】

多摩ふるさと資料館の見学時、展示説明の補助解説として多摩市デジタルアーカイブの活用を図りま

す。【教育振興課】
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ア　文化・芸術学習の充実

○

イ 郷土の歴史や文化財に対する学習機会の充実

○

〇

〇

〇

〇

○

○

（５）地域活動の支援

ア　地域活動の支援

○

○

　生涯を通して自ら学び、社会参画できる機会の充実を図るとともに、地域コミュニティの維持・活性化

など、新たなまちづくりにつながるよう、社会的課題や地域課題などを啓発する講座・事業等を実施し、

地域の教育力の強化を図ります。

　推進委員会や児童館等の施設との連携事業を拡充し、地域の多様な担い手による地域の支え合い活動を

支援していきます。

　また、地域活動の拠点の一つとして、学校教育に支障のない範囲で学校施設の開放を進め、スポーツ活

動やその他多種多様な活動を行っている地域団体を支援します。

地域の活動団体や学校、児童館等の地域の拠点施設と連携しながら講座を開催します。地域課題等「学

びを共有」する場づくりから、地域活動へのきっかけづくりができるよう支援していきます。【公民

館】

学校開放施設ごとに設置される学校開放施設連絡協議会と学校及び教育振興課が使用時間の調整等を行

い、学校施設等を団体の活動の場として開放することにより、地域活動を支援します。【教育振興課】

東京都埋蔵文化財調査センターとの共催による事業や、旧多摩聖蹟記念館における都立桜ヶ丘公園との

共催による音楽会、多摩市植物友の会との共催による自然観察会など、市民団体や関係機関等と連携し

た事業を実施します。【教育振興課】

古民家や旧多摩聖蹟記念館において歴史的建造物を直に見て郷土の歴史に触れる機会を提供するととも

に、多摩ふるさと資料館において市内で出土した土器や、民俗・生活資料等を間近で見る機会を恒常的

に提供します。【教育振興課】２－（６）オ再掲

多摩ふるさと資料館において、夏休み期間にあわせた子ども向けのイベントや文化財資料等の企画展示

を開催し、地域の歴史・文化への理解促進に努めます。【教育振興課】２－（６）オ再掲

過去に撮影した多摩市の貴重な映像記録や文化財映像を多摩市デジタルアーカイブ等を活用して市民に

公開することで、多摩ふるさと資料館等への来館が難しい市民にも多摩市の歴史に触れていただく機会

を提供します。【教育振興課】５－（３）ア再掲

多摩市にまつわる歴史について、パルテノン多摩学芸員等との連携により、郷土史に係る講座を実施す

るなど、地域の歴史・文化の理解に努め、地域の愛着の醸成に努めます。また、講座を通して市民同士

の交流を図るとともに、ICTを活用した取り組みも行っていきます。【公民館】２－（６）オ再掲

関戸公民館にある茶室を活用した茶道入門講座を実施するほか、子どもたちが身近に音楽や演劇などに

触れる機会ができるよう、市民や地域の団体などと連携し場の提供をおこなっていきます。【公民館】

旧多摩聖蹟記念館や多摩ふるさと資料館等の文化財施設を会場に、多摩市の歴史や地域の文化に直接触

れる機会を市民に提供するため、所蔵している文化財資料等を活用した企画展示や展示解説等を開催し

ます。【教育振興課】

多摩市の貴重な文化財を市民と共有し、後世に継承するために、鶴牧西公園内の国登録有形文化財「旧

川井家住宅主屋」及び「旧川井家住宅土蔵」の保存活用に向けた計画を策定します。【教育振興課】
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Ⅴ 市立小・中学校 教育目標 （令和７年７月１日現在） 

学 校 ・ 校 長 名 教   育   目   標 

 

多摩第一小       

 

 

木下 雅雄 

人権尊重の精神を基調とし、未来を切り拓く資質・能力の育成と

児童の人間として調和のとれた育成を目指し、次の教育目標を設

定する。 

◎自ら考え行動できる子 

○自ら学ぶ子 

○思いやりのある子 

○健康な子 

 

多摩第二小       

 

 

井戸 しのぶ 

人権尊重の精神を基盤として、思いやりと規範意識を高めるとと

もに、社会の変化に対応できる確かな学力を身に付けた、心身と

もに健康で個性と創造力豊かな児童の育成を目指す。 

○考える子…基礎学力を確実に身に付け、自ら学ぼうとする意欲が高い児童  

      自ら考え、他者と意見を交流し、学んだことを実生活で生かすことができる児童 

◎思いやりのある子…優しさと寛容の心をもち、互いの人権及び個人の選択や志向を尊

重できる児童 

○元気な子…健康な心と体をもち、自分の目標に向かってチャレンジする児童 

 

多摩第三小       

 

 

坂野 真貴子 

生きる力としての「確かな学力」「豊かな人間性」「健康・体力」

がバランスよく身に付いた「輝く三小の子」を目指し、以下の目

標を設定する。 

○かしこく [自ら学び考え、行動する個性と協働して解決する創造力豊かな子供] 

◎正しく [互いの人格を尊重し、思いやりと規範意識のある子供] 

○たくましく [心身ともに健康で、人とのかかわりの中で共に生きていく子供] 

 

連 光 寺 小       

 

 

關口 寿也 

人権尊重の精神を基盤とし自ら考え学ぶ力を身に付け、持続可能

な社会の担い手として主体的に生きる人間としての資質・能力・

態度を高めるために、次の目標を設定する。 

◎考えてやりぬく子 

○明るく思いやりのある子 

○たくましくじょうぶな子 

 

北 諏 訪 小       

 

 

板澤 康矩 

憲法・教育基本法の精神を踏まえ、人権尊重と安全第一を基本と

し、知性・感性・徳性に富み、心身ともに健康で生涯にわたって

自ら学び続ける態度と能力の基礎を培う教育を推進する。  

◎考える子ども 

（進んで取り組み、思考力・表現力を高め、最後までやり抜くことのできる確かな学力を育む） 

○思いやる子ども 

（互いの良さを認め、自己を見直し、思いやりのある行動のできる豊かな心を育む） 

○きたえる子ども 

（めあてをもって、取り組み続けることのできる強い意志と健やかな体を育む） 
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学 校 ・ 校 長 名 教   育   目   標 

 

東 寺 方 小       

 

 

向井 美紀 

人権尊重の精神に基づき、これからの社会に主体的に対応し、国

際社会に貢献できる、心身共に健康で人間性豊かな児童の育成を

目指す。この目標を達成するため、次の教育目標を設定する。 

◎たくましい子  ○おもいやる子  ○かんがえる子 

 

南 鶴 牧 小       

 

 

森 信行 

子どもたちの豊かな人間性の伸長を図るとともに、２１世紀を生

きる人間としての資質・能力を高めるために、次の教育目標を設

定する。 

◎かしこく 

○なかよく 

○たくましく 

 

聖 ヶ 丘 小       

 

 

髙藤 浩 

日本国憲法・教育基本法・学校教育法の精神を尊重し、知・徳・

体の調和のとれた人間性豊かな児童を育成する。 

○考える子 自分で選び、判断し、考え、意思決定できる児童 

○助け合う子 自他を大切にし、互いに力を合わせ、支え合うことに喜びを

感じる児童 

○元気な子 心身共に健康で、元気な児童 

 

西 落 合 小       

  

 

久保 明彦 

憲法・教育基本法の精神を尊重し、自主性と創造性に富み、平和

的な国家及び社会の形成者として、人間性豊かで、思いやりのあ

る、心身共に健康な児童を育成する。 

◎考える子 

（自ら学ぶ意欲をもち、社会の変化に適応できる児童：「社会適応力」の育成） 

○助け合う子 

（生命や人格を尊重し、豊かな人間性のある児童：「人間形成力」の育成） 

○元気な子 

（自らすすんで、健康の保持・増進及び体力の向上を図る児童：「行動実践力」の育成） 

 

大 松 台 小       

 

 

齊藤 康人 

憲法及び教育基本法に基づき、人間尊重の精神を基調とし、 

豊かな感性をはぐくみ、生涯にわたって自ら学び続ける態度と能

力の基礎を培う教育を推進するために、次の教育目標を設定する｡ 

○すすんで学ぶ子（自ら学び、課題を追究する子） 

◎思いやりのある子（他者との関わりの中で認め合い、共に生きる子） 

○たくましい子（自分のことを知り、前向きに粘り強く行動する子） 

 

諏 訪 小       

 

 

齋藤 幸之介 

人や自然を愛し、知恵や勇気、強い体を養い、豊かに生きる力を

もつ児童を育成する。 

◎かしこく  広く学び、深く考えよう 

○やさしく  共に感じ合い、認め合おう 

○たくましく 体をきたえ、元気に過ごそう 
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学 校 ・ 校 長 名 教   育   目   標 

 

永 山 小       

 

 

日向 義裕 

人権尊重の精神を基盤とし、多様性を認め、平和な社会の創り手

となるため、社会の変化に応じて生じるさまざまな課題に主体的

に向き合い、感性を働かせ、他者と協働し、新たな解決策を生み

出すことのできる資質・能力の育成を目指し、次の目標を設定す

る。 

「◎学び合い ○心豊かに ○たくましく」 

 

瓜 生 小       

 

 

池田 泰章 

人権尊重の精神を基調とし、主体的に学び、人間性豊かで、心身

ともに健康でたくましく生きる児童の育成を目指し、次の教育目

標を設定する。 

◎すすんで学ぶ子（問題解決力の育成） 

○思いやりのある子（人間関係調整力の育成） 

○きたえる子（実践力の育成） 

 

東 落 合 小       

 

 

大津 嘉則 

人権尊重の精神に基づき、広く国際社会に貢献できる心身共に健康

な児童を育成する。そのために、「協調性」「思考力・主体的に学

ぶ力」「実践力」の資質・能力の育成を目指し、次の教育目標を設

定する。 

２１世紀をたくましく生きる 東落合小学校の子供たち 

○やさしく（心豊かで思いやりや感謝の気持ちをもつ子） 

◎かしこく（自ら学び、考え、表現する子） 

○たくましく（心身共に健康で最後まで頑張る子） 

 

貝 取 小 

 

 

中村 真紀絵 

人権尊重の精神を基調とし、自他の生命を尊び、知・徳・体の調

和のとれた明朗で健康な人間形成を目指して、次の教育目標を設

定する。令和７年度は「考える子」を重点目標とする。 

◎考える子（進んで学び、深く考え、行動できる子） 

○思いやりのある子（互いに理解し合い、多様な他者と協力し合って仲良くする子） 

○努力する子（最後までねばり強くやりとげる子） 

○体力のある子（進んで体力の向上を図り、健康や安全に気をつける子） 

 

豊 ヶ 丘 小 

 

 

佐藤 真澄 

関係法令に基づき、東京都教育委員会及び多摩市教育委員会の教

育目標、並びに第二次多摩市教育振興プラン、地域や保護者の願

い、児童の実態を踏まえ、人権尊重の精神を基調とし、児童の人

間として調和のとれた育成を目指して次の教育目標を設定する。 

◎実行する子 

○思いやりのある子 

○健康な子 

 

 
 

愛 和 小 

 

 

水野 裕司 

人権尊重の精神を基調として、広く社会において信頼と尊敬が得

られる、心身ともに健康で自ら考え判断して実践できる児童の育

成を目指し、以下の教育目標を設定する。 

○考える子  すすんで粘り強く学び 協働し高め合う児童 

◎思いやる子 生命を敬い 心豊かによりよく行動する児童 

○健やかな子 心も体もたくましく 体力向上に努める児童 
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学 校 ・ 校 長 名 教   育   目   標 

 

多 摩 中       

 

 

福田 洋一 

伝統を重んじ、自他を尊重するとともに、新しい価値を創造し、 

グローバル社会で活躍できる人材の育成 

○自立 「確かな学力」の育成 

○共生 「豊かな心」の醸成 

○創造 「実践力」の向上 

 

 

東 愛 宕 中       

 

 

竹田 和彦 

東京都教育委員会及び多摩市教育委員会の教育目標を受け、また

本校の生徒や地域社会の実態を踏まえて学校の教育目標を次の

ように設定する。 

○ 深く考え、みずから学ぶ人 

○ 心ゆたかで、すこやかな人 

◎ 自他を敬愛し、協力する人 

 

和 田 中       

 

 

生田目 将 

「自立と共生」 

～良好な学習集団のもとで、持続可能な社会の創り手を育てる～ 

○自らの決断により、責任ある言動を実践し、たくましく生き抜

く力 

○他者を認め、違いを尊重し、相互に理解し、支え合う力 

 

諏 訪 中       

 

 

 齊木 伸郎 

◆教育目標 
未来を切り拓く諏訪中生 ○意欲  ◎共生  ○健康 

◆目指す生徒像 
「２０５０年の大人づくり」を目指し、２１世紀を生き抜く人
を育てる。 
○自ら学び、探究し、課題を解決しようとする人 
◎豊かな心をもち、自他を尊重する人 
○心身ともに健康で、社会に貢献できる人  

 

 

聖 ヶ 丘 中       

 

 

矢野 尚子 

人権尊重を基調とし、健康で人間として調和のとれた個性豊かな

生徒を育成する。 

○心身ともに健康で実践力のある生徒 

○深く考え進んで学ぶ生徒 

○人や物・自然を大切にする生徒 

 

鶴 牧 中       

 

 

森田 剛 

ゆとりとうるおいのある環境を生かし、心豊かでたくましい人間

の育成を目指す。 

◎創造性に富み実行力ある生徒 

○自他敬愛の心をもち奉仕する生徒 

○心身ともに健康で活気に満ちた生徒 

 

多摩永山中       

 

 

髙橋 篤 

自らを律し、自分の生き方を創造することのできる人間性豊かな

生徒の育成をめざす 

◎よく考え、知性を磨く生徒 

○協力し合い、思いやりのある生徒 

○健康で心身を鍛え合う生徒 

○自ら実践し、創造する生徒 
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学 校 ・ 校 長 名 教   育   目   標 

 

落 合 中       

 

 

権藤 義彦 

社会の変化に柔軟に対応できる、個性豊かな人材を育成するため

に、生徒一人一人に「生きる力」を育む。また、環境や資源を守

り、世界の平和を願う信念を培うとともに、心豊かに成長するこ

とを願い、次の教育目標を定める。 

 

○慈愛  ○自主・自律  ○創造 

    

青  陵  中 

 

 

岩崎 紀美子 

人権尊重の精神に基づき、持続可能な社会の創り手としての生き

る力を育成することを目指し、以下の目標を定める。 

 

◎自ら学ぶ力 ○共に生きる心 ○心身の健康 

※ ◎は重点目標 

 

 

 

 

 乞田にあった多摩小学校の第一分校(多摩幼稚園としても使用していた)の校舎   

 

 
多摩市デジタルアーカイブ（多摩市所蔵資料） 
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Ⅵ 教 育 予 算 

 

１ 教育予算の概要（令和７年度予算） 

 

（１）当初予算 主な事業 

（単位：千円） 

事  業  名 事業費 事  業  概  要 

学校管理運営費 

（小学校） 

※教育振興課 

414,207 小学校１７校の施設維持管理のための機械警備等各種委

託、維持補修工事及び管理上の経常経費として光熱水費・電話

料等の支払により学校管理上の教育環境の整備を図る。 

教育振興運営費 

（小学校） 

82,722 小学校１７校の授業で必要な消耗品及び教科用備品等の購

入により、教育指導上必要な教材等の充実を図る。 

特別支援学級運営費 

（小学校） 

6,115 特別支援教育の充実と発展のため指導上必要な消耗品・備

品等の購入により、特別支援教育指導の教材整備を図る。 

小学校施設整備事業 755,374 

(逓次繰越後) 

943,721 

 

 

大松台小学校改修工事（２ヵ年委託の１年目）、多摩第三小

学校建設用地拡張支援業務委託等を実施する。 

その他、良好な教育環境を整備するため、小規模な改修工事

等を実施する。 

〔継続費＿逓次繰越を伴う事業〕 

国の令和６年度補正予算の国庫補助金の内定を受け、令和６

年度３月追加補正予算へ計上し、全額を令和７年度に繰り越し

たもの（大松台小学校改修工事（２ヵ年工事の１年目）） 

学校管理運営費 

（中学校） 

※教育振興課 

244,778 中学校９校の施設維持管理のための機械警備等各種委託、

維持補修工事及び管理上の経常経費として光熱水費・電話料等

の支払により学校管理上の教育環境の整備を図る。 

教育振興運営費 

（中学校） 

58,523 中学校９校の授業で必要な消耗品及び教科用備品等の購入

により、教育指導上必要な教材等の充実を図る。 

特別支援学級運営費 

（中学校） 

3,710 特別支援教育の充実と発展のため指導上必要な消耗品・備品

等の購入により、特別支援教育指導の教材整備を図る。 

中学校施設整備事業 523,703 

(逓次繰越・ 

繰越明許後) 

659,172 

 

鶴牧中学校改修工事（２ヵ年工事の２年目）、聖ヶ丘中学校

普通教室・情緒固定級職員室空調機設置工事等を実施する。 

その他、良好な教育環境を整備するため、小規模な改修工事

等を実施する。 

〔継続費＿逓次繰越・繰越明許費を伴う事業〕 

国の令和６年度補正予算の国庫補助金の内定を受け、令和６

年度３月追加補正予算へ計上し、全額を令和７年度に繰り越し

たもの（鶴牧中学校改修工事（２ヵ年工事の２年目）、聖ヶ丘

中学校普通教室・情緒固定級職員室空調機設置工事） 

文化財保護審議会費 778 多摩市教育委員会の附属機関として、市指定文化財の指定及

び解除、文化財の保存及び活用に関する重要事項、その他教育

委員会が必要と認める事項等について調査審議し、これらの事

項について教育委員会に建議する。 

文化財保護事業 8,371 

 

文化財の収集・保存・記録化、調査、公開・活用等を図る。 

国登録有形文化財「川井家住宅主屋・旧川井家住宅土蔵」の

保存活用計画を策定する。 

また、指定天然記念物の保存措置、東京都埋蔵文化財セン 

ターとの共催による事業等を実施する。 
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事  業  名 事業費 事  業  概  要 

埋蔵文化財発掘調査事

業 

15,530 市内の埋蔵文化財について保護・保存を図り、記録化等によ

り後世に伝えるとともに、地域の歴史資料として供することを

目的とし、開発行為等に伴う市内遺跡の試掘・確認調査等を実

施する。 

古民家管理運営事業 15,190 一本杉公園内の旧有山家・旧加藤家の管理運営、鶴牧西公園

内の国登録有形文化財の維持管理を行う。 

また、多摩中央公園内の旧富澤家において展示事業を実施す

る。 

旧多摩聖蹟記念館管理

運営事業 

13,560 市指定有形文化財である旧多摩聖蹟記念館の管理運営、展示

会の開催、ギャラリーの貸出を行い、特色ある施設として周知

していく。 

また、市民団体との共催による自然観察会、植物写真展示、

広報誌の発行等の事業を実施する。 

子ども体験事業 12,170 

 

子どもたちが自主的・自発的に自然体験や野外活動ができる

場の提供を目的として、子ども体験事業を実施する。さらに、

子どもたちの野外教育・体験活動の担い手養成を目的としてキ

ャンプインストラクターの資格を取得することができる自然

体験活動指導者養成講座を並行して実施する。 

また、町田市、多摩市、稲城市で組織する子ども体験塾実行

委員会において子ども体験塾を実施する。 

学びあい育ちあい推進

審議会費 

1,218 

 

多摩市教育委員会の附属機関として、社会教育の振興及び社

会教育と学校教育の連携を図るとともに、教育基本法に規定す

る生涯学習の理念を踏まえ、教育活動に関わる全ての市民の心

身ともに健やかな成長に資する教育行政を推進するため、公民

館事業等に対する助言や教育委員会の諮問に応じて調査審議

し答申するほか、必要に応じて教育委員会に提言する。 

多摩ふるさと資料館管

理運営事業 

16,118 多摩ふるさと資料館の管理運営、展示会の開催、文化財資料

の展示を行うとともに、市内小・中学生を中心とした社会科見

学対応を実施する。 

八ヶ岳少年自然の家管

理運営事業 

69,444 八ヶ岳の雄大な自然の中で心身ともに健全な児童・生徒の育

成を図ることを目的として、宿泊及び様々な自然体験学習を提

供する。 

学校開放費 85,526 

 学習、文化及びスポーツなどの活動の場として、学校教育に

支障のない範囲で学校施設等を開放し社会教育の振興を図る。 クラブハウス管理運営

費 

5,899 

永山公民館管理運営費 209,361 

 

永山公民館及びベルブ永山内の公共施設機能を良好に維持

するとともに、市民の広範かつ多様な活動に対応できる拠点施

設としての公民館の機能を発揮する運営を行う。 

関戸公民館管理運営費 175,572 

 

 

関戸公民館及びヴィータ・コミューネ内の公共施設機能を良

好に維持するとともに、市民の広範かつ多様な活動に対応でき

る拠点施設としての公民館の機能を発揮する運営を行う。 

学級・講座等社会教育

事業 

7,219 多様な市民の学習要望や学校教育を支援する各種事業を実

施するとともに、市民の自主的・組織的活動の支援を行う。 
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事  業  名 事業費 事  業  概  要 

図書購入事業 54,912 

 

だれもが気軽に利用できる図書館サービスの実現のため、図

書、雑誌、新聞等の資料を購入する。また、学校図書館への支

援として調べ学習等の資料を充実させる。 

図書館運営経費 313,121 

 

図書館の施設管理を行い、サービスの向上を目指し、効率的

で効果的な運営に努めるとともに、多摩市読書活動振興計画に

基づき、読書活動の振興及び読書活動を支える運営に取り組

む。 

障がい者サービス事業 1,576 図書館利用が困難な障がい者等の読書要求に応え、サービス

を提供する。障がい者等用情報機器の活用を進め、様々な障が

いのある方の読書環境の向上を図る。 

通学路安全対策事業 15,419 児童・生徒の通学上の安全を確保するため、通学路標識表示

板や貼付式道路標示材等の消耗品の購入、防犯カメラの維持

管理や通学路の安全整理業務委託、その他通学路の安全対策

を行う。 

就学援助費 39,971 家庭の経済的な理由により、就学が困難な児童・生徒の保護

者に対し、学用品費等の一部を補助する。 

特別支援教育児童生徒

就学奨励費 

13,725 心身に障がいのある児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減

するため、負担能力の程度に応じて就学奨励費を支給し、障が

い児教育の振興を図る。 

保健管理運営費 

（小中学校保健衛生費） 

124,958 

 

学校教育法、学校保健安全法に基づき、多摩市立小中学校に

おける児童生徒及び教職員の健康診断、環境衛生検査等を実施

し、健康増進と環境衛生の向上を図る。 

学校給食費管理事務経

費 

553,049 多摩市立小・中学校に在籍する児童・生徒を対象に、保護者

の学校給食にかかる経済的負担を軽減するため、学校給食費の

無償化を実施する。また学校給食費の無償化に伴い、食物アレ

ルギー等のやむを得ない理由により学校給食を喫食できず、学

校給食の代替として弁当等を持参する児童・生徒の保護者に対

して、学校給食費相当額を補助する。 

その他、学校給食の申込や学校給食費の納入、口座振替、催

告等にかかる費用の執行、準要保護児童・生徒の学校給食費の

援助を行い、学校給食費会計の適正かつ円滑な運営を図る。 

学校給食センター運営

費 

（南野調理所、永山調

理所、旧永山第一学

校給食センター） 

746,882 児童・生徒の健康増進や食育に資するため、安全安心で栄養

バランスのとれた給食を安定的に提供できるよう、給食センタ

ーの管理運営を行う。また、栄養士による学校における食に関

する指導を積極的に行い、食育の推進をさらに充実させる。 

南野調理所・永山調理所の調理等業務、小・中学校の給食配

膳業務を引き続き民間給食事業者へ一体的に委託する。また、

給食センター建設に向け、候補地の比較検討や基本計画策定す

るための業務委託をする。給食残さ等のリサイクル事業に取り

組む。 

学校情報環境整備事業 1,082,507 「子どもたちにとってわかりやすい授業の提供」、「教員の

校務・教務負担の軽減」を達成するため、小学校・中学校の情

報環境の活用・推進を図るとともに、教員の負担軽減を図る校

務支援システムの管理を行う。 

児童・生徒一人１台のタブレット端末の活用を推進し、ＩＣＴ

を活用して個別最適化された学びの実現を図る。 

また、校務支援システムを管理し、円滑な業務環境の強化と

維持に努める。 
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事  業  名 事業費 事  業  概  要 

教育指導経費 329,585 教育活動指導員(ピアティーチャー)を学校の規模及び実情

に応じ配置し、特別支援教育等に関わる支援のため、児童・生

徒一人一人の実態に即して細かく対応していく。 

また、学校図書館司書を全校に配置し、読書指導を実施する

（予算は人事課で計上）。さらに、スクール・サポート・スタ

ッフ及びエデュケーション・アシスタントを学校規模に応じ配

置し、教員の事務に関わる支援等を実施し、教員の業務負担軽

減を図る。 

専科教員の配置のない小学校の水泳授業について、天候に左

右されない温水プール（公営・民間）を活用し、児童への安全

に配慮するとともに専門指導員による水泳指導を市内小学校

全校で実施する。 

子どもパートナー事業 270 不登校及び学校生活において支援が必要となる児童・生徒に

対して、学校や保護者と関係機関が連携して援助する。 

学校管理運営費 

（小学校） 

※教育指導課 

4,211 学校図書館システムのリース及び保守点検。 

学校管理運営費 

（中学校） 

※教育指導課 

2,524   学校図書館システムのリース及び保守点検。 

地域教育力支援事業 

※教育指導課 

16,859 学校・家庭・地域の連携・協働を推進し、子どもの健やかな

成長と生きる力を育むため、地域学校協働活動推進事業（地域

未来塾を含む）等の施策を展開する。 

統括指導主事の配置 

（人件費） 

― 教育行政の専門職である統括指導主事の人件費。(人事課予

算計上) 

多摩市立教育センター

運営費（教育センター

の運営） 

119,743 教育センターの各種事業(教育相談、就学等相談、巡回相談、

適応教室、適応指導、特別支援教育の推進等)と諏訪複合教育

施設の施設管理を実施し、児童・生徒の健全育成に努め、学校

教育の充実と振興を図る。 
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２ 市一般会計予算の構成（令和７年度）   ３ 教育予算の構成（令和７年度） 

             （単位：百万円）            （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 教育予算の推移（当初予算）                （単位：千円） 

 

       年 度 

項 目 
3 4 5 6 7 

一 般 会 計 63,030,000 63,067,000 58,730,000 61,790,000 68,550,000 

教 育 費 9,010,909 11,400,299  6,982,022 7,758,882 9,817,294 

教 育 総 務 費 1,214,743 1,479,312 1,406,516 1,515,100 2,226,336 

小 学 校 費 908,036 1,451,233 964,303 767,508 1,618,494 

中 学 校 費 1,088,736 625,752 571,895 1,283,672 974,108 

幼 稚 園 費 896,636 898,700 873,939 1,006,341 1,113,763 

社 会 教 育 費 3,395,617 5,417,537 1,578,280 1,554,942 1,599,854 

保 健 体 育 費 1,507,141 1,527,765 1,587,089 1,631,319 2,284,739 

教育費の一般会計 

予算に占める割合 
14.3％ 18.1％ 11.9％ 12.6％ 14.3％ 

百万円未満を四捨五入で計算しているため総計とのずれが生じる場合があります。 

 

民生費
33,989 
49.6%

教育費
9,817 
14.3%

総務費
8,867 
12.9%

土木費
6,240 
9.1%

衛生費
5,063 
7.4%

消防費
1,858 
2.7%

公債費
1,841 
2.7%

その他
875 
1.3%

保健体育費

2,285 

23.3%

教育総務費

2,226 

22.7%

小学校費

1,618 

16.5%

社会教育費

1,600 

16.3%

幼稚園費

1,114 

11.3%

中学校費

974 

9.9%

グラフ タイトル



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デ ー タ 編 
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Ⅰ 事 業 実 績 
 

 

１ 教 育 委 員 会 
 

 

(1) 教育委員会開催状況 

 

ア 月別開催状況 

月 

区分 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

定  例  会 2 1 2 2 2 1 2 2 1 2 2 1 20 

臨  時  会     
 

       0 

協 議 会 2 2 2 2 1 1 2 2 1 2 1 1 19 

計 4 3 4 4 3 2 4 4 2 4 3 2 39 

 

イ 事項別付議状況 

月 

区分 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

条 例 の 制 定 ・ 改 廃 
 

      
 

    0 

規則等の制定・改廃 8  3  8   1 
 

2 2 5 29 

人 事 案 件 4 1 1  1 
 

1   1 1 2 12 

そ の 他 の 案 件 3   1 3 1 3 3 2 1 3 2 22 

請 願 ・ 陳 情             0 

協 議 4  2 1  1 4 1 
 

1 1 1 16 

報 告 12 3 6 6 4 2 9 6 2 6 4 4 64 

計 31 4 12 8 16 4 17 11 4 11 11 14 143 
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ウ 個別審査事項一覧 

年月日・会議名 付  議  事  案 

令和6年4月8日 

第 ６ 回 定 例 会 
教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市教育委員会感謝状の贈呈状況について 

教育長報告３ 令和６年第１回多摩市議会定例会の報告について 

教育長報告４ 第二次多摩市教育振興プランに基づく令和５年度の取り

組みの実施評価について 

教育長報告５ 令和６年度多摩市立図書館事業計画について 

教育長報告６ 多摩市特別支援教育就学奨励費支給要綱の一部改正につ

いて 

承認第５号 多摩市教育委員会における多摩市自治基本条例の施行に

関する規則の一部を改正する規則の制定を教育長の臨時

代理により決定したことの承認を求めることについて 

承認第６号 多摩市教育委員会における多摩市会計年度任用職員の任

用、勤務条件等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則の制定を教育長の臨時代理により決定したことの承

認を求めることについて 

承認第７号 第二次多摩市読書活動振興計画策定委員会設置要綱等の

制定を教育長の臨時代理により決定したことの承認を求

めることについて 

承認第８号 多摩市立学校給食センターの給食費等に関する規則の一

部を改正する規則の制定を教育長の臨時代理により決定

したことの承認を求めることについて 

第２１号議案 多摩市文化財保護審議会委員の委嘱について 

第２２号議案 第三次多摩市特別支援教育推進計画有識者会議設置要綱

の制定について 

協議１ 令和６年度多摩市教育委員会事務点検評価について 

協議２ 国登録有形文化財保存活用計画の策定方針について 

令和6年4月22日 

第 ７ 回 定 例 会 
教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 令和５年度下半期多摩市教育委員会後援名義使用承認に

ついて 

教育長報告３ 令和５年度下半期における多摩市教育委員会関係の市政

情報の公開請求、個人情報の開示請求の状況について 

教育長報告４ 図書館で発生した事案における処分通知書について 

教育長報告５ 令和６年度多摩市立小中学校の教育課程について 

教育長報告６ 令和６年３月多摩市立中学校卒業生の進路状況について 

第２３号議案 多摩市学びあい育ちあい推進審議会委員の委嘱について 

第２４号議案 国登録有形文化財保存活用計画の策定方針について 

第２５号議案 多摩市国登録有形文化財保存活用計画策定委員会設置要

綱の制定について 

第２６号議案 多摩市国登録有形文化財保存活用計画有識者会議設置要

綱の制定について 

第２７号議案 第三次多摩市子どもの読書活動推進連絡会等設置要綱の

一部を改正する要綱の制定について 
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年月日・会議名 付  議  事  案 

第２８号議案 令和７年度使用多摩市立中学校教科用図書の採択にかか

る多摩市立中学校教科用図書選定協議会委員の任命及び

委嘱について 

第２９号議案 令和７年度使用多摩市立小・中学校特別支援学級教科用

図書の採択にかかる多摩市立小・中学校特別支援学級教

科用図書選定協議会委員の任命及び委嘱について 

第３０号議案 令和７年度使用多摩市立中学校教科用図書の採択にかか

る多摩市立中学校教科用図書選定協議会への諮問につい

て 

第３１号議案 令和７年度使用多摩市立小・中学校特別支援学級教科用

図書の採択にかかる多摩市立小・中学校特別支援学級教

科用図書選定協議会への諮問について 

協議１ 令和６年度多摩市教育委員会事務点検評価について 

協議２ 第二次多摩市教育振興プランの更新について 

令和6年5月21日 

第 ８ 回 定 例 会 
教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 令和６年度 児童・生徒数、学級数について 

教育長報告３ 学校給食異物混入（令和５年度分）の状況報告について 

第３２号議案 多摩市みどりと環境審議会委員への教育委員会委員の推

薦について 

令和6年6月11日 

第 ９ 回 定 例 会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 令和６年５月１日現在 児童・生徒数、学級数推計（通

常の学級）について 

教育長報告３ 令和５年度 学校給食費の納付状況について 

第３３号議案 多摩市教育委員会職員の育児及び介護に伴う早出遅出勤

務に関する規程の一部を改正する規程の制定について 

第３４号議案 外国語指導講師業務委託公募型プロポーザル方式に係る

審査委員会設置要領について 

第３５号議案 多摩市立中学校部活動地域連携・地域移行検討協議会設

置要綱の制定について 

令和6年6月24日 

第１０回定例会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 飲用牛乳の停止状況の経過について 

教育長報告３ 熱中症対応の空調服の使用について 

第３６号議案 多摩市学びあい育ちあい推進審議会委員の解嘱及び委嘱

について 

協議１ 令和６年度多摩市教育委員会事務点検評価について 

協議２ 多摩市就学援助費補助要綱の一部改正について 

令和6年7月8日 

第１１回定例会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 令和６年第２回多摩市議会定例会の報告について 

第３７号議案 令和６年度第１回多摩市総合教育会議での報告事項に係

る資料について 

令和6年7月22日 

第１２回定例会 
教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市国登録有形文化財保存活用計画有識者会議委員の

決定について 
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年月日・会議名 付  議  事  案 

教育長報告３ 文化財記録映像作成事業におけるクラウドファンディン

グ型ふるさと納税の実施について 

教育長報告４ 多摩市就学援助費補助要綱の一部改正について 

協議１ 第二次多摩市教育振興プランの更新について 

令和6年8月5日 

第１３回定例会 
教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 令和７年度使用多摩市立中学校教科用図書の採択にかか

る多摩市立中学校教科用図書選定協議会からの答申につ

いて 

教育長報告３ 令和７年度使用多摩市立小・中学校特別支援学級教科用

図書の採択にかかる多摩市立小・中学校特別支援学級教

科用図書選定協議会からの答申について 

承認第９号 多摩市公立学校教員に対する処分について教育長の専決

により東京都教育委員会に内申したことの承認を求める

ことについて 

第３８号議案 多摩市教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執

行に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

第３９号議案 旧多摩聖蹟記念館の管理運営に関する規則の一部を改正

する規則の制定について 

第４０号議案 多摩市古民家の管理運営に関する条例施行規則の一部を

改正する規則の制定について 

第４１号議案 多摩市立学校施設等の開放に関する条例施行規則の一部

を改正する規則の制定について 

第４２号議案 多摩市立八ケ岳少年自然の家の管理運営に関する条例施

行規則の一部を改正する規則の制定について 

第４３号議案 多摩市公民館の管理運営に関する規則の一部を改正する

規則の制定について 

第４４号議案 多摩市営永山複合施設駐車場条例施行規則の一部を改正

する規則の制定について 

第４５号議案 多摩市立図書館の管理運営に関する規則の一部を改正す

る規則の制定について 

令和6年8月26日 

第１４回定例会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

第４６号議案 令和７年度使用多摩市立中学校教科用図書の採択につい

て 

第４７号議案 令和７年度使用多摩市立小・中学校特別支援学級教科用

図書の採択について 

第４８号議案 令和７年度使用多摩市立小学校教科用図書の採択につい

て 

令和6年9月12日 

第１５回定例会 
教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市小中学校情報機器整備事業にかかる各種計画の策

定について 

第４９号議案 多摩市立八ヶ岳少年自然の家の宿泊利用料金の改定につ

いて 

協議１ 第三次多摩市特別支援教育推進計画策定事業の進捗につ

いて 



51 

年月日・会議名 付  議  事  案 

令和6年10月15日 

第１６回定例会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市教育委員会教育長職務代理者の指名について 

教育長報告３ 令和５年度多摩市立図書館事業評価について 

承認第１０号 多摩市教育委員会事務局職員の人事異動について教育長

の臨時代理により決定したことの承認を求めることにつ

いて 

承認第１１号 学校開放事業で発生した事案について教育長の臨時代理

により決定したことの承認を求めることについて 

第５０号議案 令和６年度上半期多摩市教育委員会表彰の被表彰者の決

定について 

協議１ 令和６年度多摩市教育委員会事務点検評価報告書につい

て 

協議２ 第二次多摩市教育振興プランの更新について 

協議３ 多摩市学校給食代替対応補助金交付要綱の制定について 

令和6年10月28日 

第１７回定例会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 令和６年第３回多摩市議会定例会の報告について 

教育長報告３ 令和６年度上半期多摩市教育委員会後援名義使用承認に

ついて 

教育長報告４ 令和６年度上半期多摩市教育委員会関係市政情報の公開

請求、個人情報の開示請求の状況について 

教育長報告５ 令和５年度多摩市立学校給食センター給食費会計決算書

について 

教育長報告６ 令和６年度多摩市立学校給食センター給食費会計補正予

算書について 

第５１号議案 令和６年度多摩市教育委員会事務点検評価報告書につい

て 

協議１ 令和６年度第２回多摩市総合教育会議に提出する申出書

について 

令和6年11月11日 

第１８回定例会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市学校給食代替対応補助金交付要綱の制定につい

て 

第５２号議案 令和７年度教育委員会の重点事項についての意見申出

書について 

第５３号議案 令和６年度第２回多摩市総合教育会議に係る資料につ

いて 

協議１ 第二次多摩市教育振興プランの更新について 

令和6年11月25日 

第１９回定例会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市人財育成基本方針の一部改定について 

教育長報告３ 教員に対する処分について 

教育長報告４ 多摩市立学校におけるいじめの重大事態について 

第５４号議案 第二次多摩市教育振興プラン（改訂版）（素案）につい

て 

第５５号議案 多摩市立学校給食センターの給食費等に関する規則の一

部を改正する規則の制定について 
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年月日・会議名 付  議  事  案 

令和6年12月11日 

第２０回定例会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市立市民活動・交流センター及び多摩市立多摩ふる

さと資料館の管理に関する仮協定の締結について 

第５６号議案 多摩市教育委員会事務局組織等の改正にかかる協議につ

いて 

第５７号議案 多摩市立小・中学校の学校規模の現状と今後について 

令和7年1月14日 

第 １ 回 定 例 会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 令和６年第４回多摩市議会定例会の報告について 

教育長報告３ 多摩市教育委員会事務局組織等の改正の協議回答につい

て 

承認第１号 多摩市教育委員会事務局職員の人事異動について教育長

の臨時代理により決定したことの承認を求めることにつ

いて 

協議１ 多摩市立学校施設等の開放に関する条例施行規則の一部

を改正する規則の制定について 

令和7年1月27日 

第 ２ 回 定 例 会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩中央公園・旧富澤家のリニューアルオープンについ

て 

教育長報告３ 令和６年度「未来へ つなぐ 部活動改革 アンケート」

集計結果について 

第１号議案 多摩市立学校施設等の開放に関する条例施行規則の一部

を改正する規則の制定について 

第２号議案 多摩市立市民活動・交流センター及び多摩市立多摩ふる

さと資料館の管理に関する基本協定について 

第３号議案 多摩市教育委員会家庭学習のための教育ＩＣＴ機器貸与

事業運営要綱の一部を改正する要綱の制定について 

令和7年2月10日 

第 ３ 回 定 例 会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市図書館協議会委員の解任及び任命について 

第４号議案 文化芸術基本法第七条の二第２項に基づく地方文化芸術

推進基本計画の策定の協議について 

第５号議案 令和６年度下半期多摩市教育委員会表彰の被表彰者の決

定について 

第６号議案 令和８年度使用多摩市立小・中学校特別支援学級教科用

図書採択要綱の制定につい 

協議１ 第二次多摩市教育振興プラン（改訂版）（原案）につい

て 

令和7年2月25日 

第 ４ 回 定 例 会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 令和６年度学校におけるＩＣＴ機器と健康に関するアン

ケート結果について 

承認第２号 校長及び副校長の任命について教育長の専決により東京

都教育委員会に内申したことの承認を求めることについ

て  

第７号議案 第二次多摩市教育振興プラン（改訂版）（原案）につい

て 

第８号議案 多摩市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則

の制定について 



53 

年月日・会議名 付  議  事  案 

令和7年3月26日 

第 ５ 回 定 例 会 

教育長報告１ 教育委員会委員の活動実績について 

教育長報告２ 多摩市障がい者活躍推進計画の一部改定について 

教育長報告３ 国登録有形文化財（建造物）の登録について 

教育長報告４ 令和７年度多摩市立学校給食センター給食費会計予算書

について 

承認第３号 令和６年度下半期多摩市教育委員会表彰の被表彰者の決

定について教育長の臨時代理により決定したことの承認

を求めることについて 

承認第４号 多摩市公立学校教職員定期異動、指導主事及び東京都教

育委員会の課長級の人事（令和７年４月１日）を教育長

の専決により処理したことの承認を求めることについて 

第９号議案 多摩市教育委員会事務局職員の人事異動について 

第１０号議案 多摩市教育委員会障がいのある職員の早出遅出勤務に関

する規程の制定について 

第１１号議案 多摩市教育委員会職員の勤務時間、休憩時間等に関する

規程の一部を改正する規程の制定について 

第１２号議案 多摩市教育委員会職員の育児及び介護に伴う早出遅出勤

務に関する規程の一部を改正する規程の制定について 

第１３号議案 多摩中央公園・旧富澤家住宅の管理に関する基本協定に

ついて 

第１４号議案 第三次多摩市子どもの読書活動推進連絡会等設置要綱の

一部を改正する要綱の制定について 

第１５号議案 多摩市立中学校部活動地域連携・地域移行検討協議会設

置要綱の一部を改正する要綱の制定について 

協議１ 第二次多摩市教育振興プラン（改訂版）に基づく令和７

年度の取り組みについて 
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(2) 総合教育会議 
 

年月日・会議名 協議・調整事項 

令和６年７月１１日 

令和６年度第１回多摩市総合教育会議 
報告事項のみ 

令和６年１１月１５日 

令和６年度第２回多摩市総合教育会議 
令和７年度教育委員会の重点事項について 

 

 

(3) 事務点検評価 
 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定により、教育委員会の権限に属する事

務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その報告書を市議会へ提出し、公表し

ている。 

令和６年度は、以下の１０事業の評価を行った。 

・情報教育の推進 

・不登校児童・生徒への支援 

・食育授業の実施 

・通学路の安全対策 

・市民活動の支援による生涯学習の振興 

・英語教育の推進、グローバル人材の育成 

・キャリア教育、体験学習の充実 

・部活動の環境整備 

・学校情報環境整備事業（ICT事業）の充実 

・学習情報の効果的な発信 

 

 

(4) 教育訪問 
 

教育委員が、学校等の教育機関を訪問し、実態を把握することによって教育行政に反映させ

るとともに、教育機関との連携を一層緊密にするため実施している。 

令和６年度は、次のとおり実施した。なお、令和４年度までは１日で１中学校区を訪問（午

前中は二手に分かれて小学校２校、午後は合流して中学校１校を訪問）していたが、令和５年

度からは１中学校区を２日に分けて、午前に小学校１校、午後に中学校１校を訪問し、別日に

小学校もう１校を訪問することに変更した。 

 

回 実施日 訪 問 場 所 

1 
10月21日 

10月28日 

西落合小学校、落合中学校 

東落合小学校 

2 11月18日 多摩第二小学校、和田中学校 

3 
1月20日 

1月27日 

多摩第三小学校、東愛宕中学校 

愛和小学校 
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(5) 教育委員会表彰 

 

年  度 2 3 4 5 6 

表彰者・団体数 

（件） 
18 17 29 23 41 

 

 

令和６年度被表彰者（敬称略） 

№ 氏名（団体名） 業    績 表彰式 

 

1 

上半期表彰 

炭谷 晃男 

 

永年勤続（学びあい育ちあい推進審議会会長） 

 

 

令和6.11.11 

2 鎌倉 佐保 永年勤続（文化財保護審議会委員） 令和6.11.11 

3 浜田 弘明 永年勤続（文化財保護審議会委員） 令和6.11.11 

4 内野 秀重 永年勤続（文化財保護審議会委員） 令和6.11.11 

5 大石 結真 

（多摩第二小３年） 

第１回全日本空手道選手権大会 出場 

第３回極真全日本ジュニアファイナルカップ 出場 

など 

令和6.11.11 

6 大石 結吾 

（多摩第二小５年） 

第３回極真全日本ジュニアファイナルカップ 出場 

第７回空手道選手権２０２４東京大会  

組手 小学５年生男子 初級 優勝 

令和6.11.11 

7 芳賀 千夏 

（西落合小６年） 

２０２４スプリングトロフィー・フィギュアスケート

競技大会 ノービスＡ女子 １位 
令和6.11.11 

8 梅村 悠一郎 

（北諏訪小４年） 

第７３回全日本学生書道展 条幅 学会奨励賞 

第４５回千字文大会 毛筆の部 特選 など 
令和6.11.11 

9 峯岸 葵 

（南鶴牧小２年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上地流系少年少女Ⅰの部 銀賞 
令和6.11.11 

10 長谷川 結依 

（南鶴牧小２年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上地流系少年少女Ⅰの部 ベスト８ 
令和6.11.11 

11 長谷川 栞里 

（南鶴牧小４年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上地流系少年少女Ⅱの部 ベスト８ 
令和6.11.11 

12 安達 穂香 

（南鶴牧小４年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上地流系少年少女Ⅱの部 ベスト１６ 
令和6.11.11 

13 加藤 愛奈 

（南鶴牧小６年） 

東京国際フラフェスティバル  

ケイキ団体の部 優勝 
令和6.11.11 

14 安藤 光寿 

（南鶴牧小４年） 

一般財団法人全国珠算連盟主催第９回全国そろばん

コンクール決勝大会  

フラッシュ暗算競技２部 ９位 

令和6.11.11 
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№ 氏名（団体名） 業    績 表彰式 

15 笹原 和夏 

（大松台小４年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上地流系少年少女Ⅱの部 金賞 

古武道（棒）少年少女Ⅱの部 銅賞 

令和6.11.11 

16 由良 泰羅 

（大松台小６年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上地流系少年少女Ⅲの部 銅賞 

古武道（棒）少年少女Ⅲの部 ベスト８ 

令和6.11.11 

17 小澤 龍 

（西落合小２年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上地流系少年少女Ⅰの部 金賞 
令和6.11.11 

18 中宅間 縁之助 

（瓜生小４年） 

第４３回関東小学生ソフトテニス選手権大会  

低学年男子の部 第３位 
令和6.11.11 

19 中村 優芯 

（永山小４年） 

第４３回関東小学生ソフトテニス選手権大会  

低学年男子の部 第３位 
令和6.11.11 

20 大山 叶泰 

（連光寺小４年） 

第４８回ピティナ・ピアノコンペティション全国大会 

Ｂ級 ベスト３９賞 
令和6.11.11 

21 齋藤 海翔 

（多摩中３年） 

 

第５１回全日本中学校陸上競技選手権大会  

男子四種競技 出場 

第７０回全日本中学校通信陸上競技大会  

男子四種競技 全国４位 

第５２回関東中学校陸上競技大会  

男子共通四種競技 ６位 

令和6.11.11 

22 神尾 星成 

（東愛宕中２年） 

 

第６４回全国中学校水泳競技大会  

男子１００ｍバタフライ 出場 

男子４×１００ｍメドレーリレー 出場 

第４７回全国ＪＯＣジュニアオリンピックカップ 

夏季水泳競技大会 

１３～１４歳男子４×１００ｍフリーリレー７位 

など 

令和6.11.11 

23 峯岸 凜太郎 

（鶴牧中１年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上地流系少年Ⅰの部 ベスト８ 
令和6.11.11 

24 海老根 遙 

（落合中３年） 

第５１回全日本中学校陸上競技選手権大会  

女子１００ｍＨ 出場 
令和6.11.11 

25 栗田 七海 

（落合中３年） 

第６回日本クラブユース女子サッカー大会（Ｕ－１８） 

優勝 
令和6.11.11 

26 栗山 現太 

（落合中３年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

古武道（棒）少年Ⅰの部 銀賞 
令和6.11.11 

27 百井 結香 

（和田中２年） 

第６４回全国中学校水泳競技大会  

女子１００ｍバタフライ ７位 

第４７回全国ＪＯＣジュニアオリンピックカップ 

夏季水泳競技大会 

１３～１４歳女子１００ｍバタフライ ６位 

２００ｍバタフライ ７位 

令和6.11.11 
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№ 氏名（団体名） 業    績 表彰式 

 

28 

下半期表彰 

矢羽野 壮光 

 

永年勤続（学校医） 

 

令和7.3.26 

29 飛田 正俊 永年勤続（学校医） 令和7.3.26 

30 添野 眞一 永年勤続（学校医） 令和7.3.26 

31 多摩市立東落合 

小学校６年生 

多年にわたり地域に住んでいるごみ出しの手伝いを

希望した高齢者の方の自宅に週２回訪問し、ゴミを

受け取り集積所まで持って行くボランティア活動を

実践 

令和7.3.26 

32 宍倉 花芽 

（諏訪小１年） 

学校法人扶桑学園日本書道芸術専門学校主催第４６回

全国公募千字文大会  

毛筆の部 伊豆新聞社賞 

令和7.3.26 

33 多摩ボーイズＡ 

（大松台小・永山小・ 

南鶴牧小・多摩第三小

・東落合小所属児童） 

 

第１３回 赤い羽根少年野球大会 優勝 令和7.3.26 

34 飯髙 実柚 

（東落合小３年） 

第２５回大阪国際音楽コンクール  

ユース部門自由曲インファントＢコース 第６位 
令和7.3.26 

35 鹿島 望愛 

（鶴牧中３年） 

第７７回東京都中学校支部対抗陸上競技選手権大会 

女子共通棒高跳 第１位 
令和7.3.26 

36 山本 創樹 

（永山小６年） 

 

第１３回くらしき吉備真備杯こども棋聖戦 出場 令和7.3.26 

37 佐藤 月咲 

（大松台小３年） 

第２回沖縄空手少年少女世界大会  

上池流系 少年少女Ⅱの部 ベスト１６ 
令和7.3.26 

38 明田 悠弥 

（多摩永山中３年） 

全国道場少年剣道選手権大会 

第４８回中学生男子の部 ベスト８ 
令和7.3.26 

39 森 陽愛 

（和田中３年） 

第３３回関東中学生選抜ハンドボール大会兼第３３回 

Ｕ-１５ジュニアセレクトカップハンドボール大会

関東地区予選会 女子の部 優勝 

第３３回Ｕ-１５ジュニアセレクトカップハンドボール

大会 女子の部 優勝 

令和7.3.26 

40 パネルシアター 

サークルきらきら 

永年にわたり、パネルシアターを通じて地域の人々

の世代間交流やコミュニケーションの場を提供し、

多くの児童の健全育成に大きく寄与 

令和7.3.26 

41 多摩市立和田中学校 

ＰＴＡ 

時代や環境の変化に伴う働き方・暮らし方の多様化

に配慮した運営方法や活動内容が評価され、令和６

年度優良ＰＴＡ文部科学大臣表彰を受賞 

学校と保護者が連携・協力しながら様々な支援を行

い、子どもたちの教育環境の充実に寄与 

令和7.3.26 
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 令和６年度上半期教育委員会表彰受賞者のみなさん  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和６年度下半期教育委員会表彰受賞者のみなさん  

 

 

 

 

 

【 第 １ 部 】 

【 第 ２ 部 】 
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２ 学 校 教 育 
 

 

(1) 学校情報環境整備事業 

 

本事業は、１「子どもにとってわかりやすい授業の提供」、２「教職員の校務・教務の負担軽

減」の２つの目的のため、情報システム及びこれに付随する機器やサポートの提供を行う。 

 

１「子どもにとってわかりやすい授業の提供」については、平成２１年度に国の補正予算に

よる補助金を活用し、デジタルテレビ等の大型提示装置等のＩＣＴ※機器を小・中学校全校に整

備したことを皮切りに、平成２５～２８年度までの４か年で小・中学校の全校へ児童・生徒が

利用する教育用端末の整備を行ってきた。これにより、児童・生徒の情報活用能力の向上を図

るとともに、分かりやすい授業の実現に寄与し、児童・生徒の授業への関心も高まっている。 

平成３０・令和元年度においては、教育用端末の老朽化に伴い機器の更新を行うとともに、

教員用や特別支援学級用など配慮が必要となる児童・生徒に向けての追加整備を行った。また、

大型提示装置は多機能な電子黒板へ更新した。 

令和２年度においては、文部科学省が掲げる国策事業「ＧＩＧＡスクール構想」に対応する

とともに、コロナ禍で子どもたちの学習保障の必要性が高まる中で、平成２９年度に策定した

『多摩市学校情報環境整備方針』を改訂し、児童・生徒一人１台の教育用端末を整備した。ま

た、全普通教室へ大型提示装置（プロジェクター）を整備することで、教育用端末を中心とす

るＩＣＴ機器の活用を促進するための環境を実現した。コロナ禍に伴う臨時休校に対応する際

には、インターネット環境のない家庭へモバイルルーター等の貸し出しを行い、ＩＣＴ機器を

生かした家庭学習の支援についても対応を行った。これらの整備に当っては、国庫及び東京都

の補助金・交付金を活用した。 

教育用端末等を効果的に活用するための支援として、各学校へ専門知識を有するＩＣＴ支援

員の派遣委託を継続して行った。令和３年度から一人１台の教育用端末が本格的に稼働してお

り、令和６年度も引き続き、各学校での活用推進の支援を実施した。（令和６年度の実績は次

頁の表「ＩＣＴ支援員の支援（サポート実績）」のとおり） 

令和６年度においては、保守期限を迎える平成３０・令和元年度導入の教育用端末について、

令和６年度に調達・更新し、令和７年度当初から利用を開始した。令和８年度ごろ保守期限を

迎える令和２年度導入の教育用端末については、令和７年度に調達・更新し、令和８年度当初

から利用を開始する予定である。なお、令和６・７年度に調達する教育用端末は、文部科学省

が進めるＧＩＧＡスクール構想第２期に基づき、補助金の交付要件でもある「都道府県単位の

共同調達」のため、「東京都ＧＩＧＡスクール推進協議会」に参加して共同調達により教育

用端末を調達し、補助金を活用しながら整備している。また、教員の教育用端末も令和８年度

当初から利用開始できるよう併せて準備を進めている。（令和６年度末の総台数は次頁の表「小・

中学校における教育用端末及び大型提示装置の総台数」のとおり） 

一方、文部科学省はＧＩＧＡスクール構想で高速ネットワークが不可欠として「学校のネッ
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トワーク改善ブック」（令和６年４月）において、各学校のネットワーク速度に関し数値目標

として推奨帯域を確保するよう改善を求めており、ネットワーク速度の改善のため令和７年度

中に各学校に設置しているネットワーク機器を一部更新するとともに、インターネット回線契

約の増速を実施予定である。 

 

 

２「教職員の校務・教務の負担軽減」については、同じく平成２１年度の補助金を活用する

ことで、校務支援システムを導入し、小・中学校教職員一人１台のパソコンをはじめとした機

器等の整備を行った。その後、平成２８年度に引き続き、令和４年度にも校務支援システムの

更新を行い、校務事務等をシステムで一括管理することにより、校務事務の軽減や効率化を図

り、教職員の負担の軽減を進め、教職員が子どもと向き合う時間の創出を図っている。令和４

年度の更新では、校務支援システムで使用するパソコンの無線化、インターネットに直結した

システム構成、静脈認証を利用した二要素認証を導入することで、さらなる校務事務の負担を

軽減するための取り組みを行っている。 

 

※ＩＣＴ・・・ 情報通信技術（Information and Communication Technology）。 

  コンピュータを使った情報処理や通信技術の総称 

 

 

 

ＩＣＴ支援員の支援（サポート実績） 

年

度 

業務委託による教職員の授業サポート対応 

回数 時間数 主な内容 

2 1,042 7,295 
・ICT 機器を活用した授業等に関する支援 

・教職員の ICT スキルを高めるための支援 

・ICT 機器、校務支援用 PC 等の不具合時の支援 

・その他業務支援（研究授業、ホームページ支援等） 

3 632 4,428 

4 592 4,141 

5 639 4,469 

6 626 4,384 

 

 

小・中学校における教育用端末及び大型提示装置の総台数 

（令和７年３月末日時点）  

機器名 台数 備考 

令和２年度末導入教育用端末 9,850 教員用・予備機含む 

令和６年度末導入教育用端末 1,000 予備機含む 

大型提示装置（普通教室用） 370 予備機含む 

大型提示装置（特別教室用） 160 各学校の独自調達機器は含まない 

※各校の台数や予備機数は故障や転校等に応じて随時変更している 

 



61 

 

(2) 条件付学校希望制（通常の学級） 

多摩市では住所に基づいて就学する学校を指定している（指定校という）が、一定の条件に

該当する場合には指定校以外の学校へ就学を希望できる条件付学校希望制を、平成２５年度よ

り実施している。 

翌年度の新１年生については、１０月頃に申請受付を行い、希望者が受入上限人数を超えた

学校については、１１月中旬に公開抽選を実施する。在校生については、一定の条件に該当し

た場合（学区が変わる市内転居をしたが、転居前の在籍校に引き続き就学を希望する場合等）

に条件付学校希望制の申請を受け付ける。なお、引き続き就学が可能な期間は学年により異な

る。 

 

令和７年度新１年生の就学状況                （令和７年４月７日時点） 

 
新入学 

児童・生徒数 

内   訳 

学区内 

居住者数 

条件付学校希望制で 

学区外から入学した人数 

区域外就学で 

他市から入学した人数 

小学校 886人 868人 17人 1人 

中学校 898人 872人 25人 1人 

 

(3) 区域外就学 

区域外就学は、市外に転出した児童・生徒が引き続き多摩市の学校に就学することができる

制度で、市立学校に引き続き就学するときは、教育委員会（学校支援課）にて「区域外就学願」

の届出を行う。 

 

令和６年度の区域外就学者数        （令和６年５月１日時点） 

 
他市区町村からの 

区域外就学者数 

他市区町村への 

区域外就学者数 
合計 

小学校 7人 10人 17人 

中学校 6人 9人 15人 

 

(4) 通学路の安全対策 

教育委員会では、学校を通じて児童・生徒が通学する通学路の安全性を確認するとともに、

通学途上の安全を確保するため、各種要望に対し現地調査を行い、通学路の警戒標識・通学路

標識表示板（電柱巻きつけ標識）の設置等を行っている。 

また、平成２４年度から関係部署や多摩中央警察署と一緒に現地を確認する「通学路合同安

全点検」を年１回実施している。 

平成２６年度から東京都通学路防犯設備整備補助金を活用し、小学校の通学路に防犯カメラ

を順次設置し、平成３０年度で全小学校への設置が完了した。 

なお、通学上、特に注意を必要とする箇所において、児童・生徒の安全指導を行う通学路安

全整理業務従事者を委託により配置している。 

 

指 導 員 等 人数 

通学路安全整理業務従事者    8人 
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(5) 学校基本調査 

 

学校教育行政に必要な学校に関する基本事項について文部科学省が行う調査で、毎年５月１

日を基準日として、小学校、中学校、高等学校、大学、幼稚園、専門学校を対象に実施される。

教育委員会では公立小・中学校に関する調査に回答している。 

調査の結果については、国や都の教育上の諸計画を策定するための基礎資料や地方交付税算

定、国庫補助金算定のための基礎数値等として利用されている。 

 

 

(6) 多摩市外国人学校児童・生徒の保護者に対する補助金交付 

 

外国人学校に在籍している在日外国人の児童・生徒の保護者に対し、経済的負担の軽減のた

めに補助金の交付を行っている。 

 

外国人学校児童・生徒保護者補助金交付者数 

年 度 交 付 総 額 交付単価(月額) 申 請 者 数 交 付 者 数 

2 24,000円 1,000円 2人 2人 

3 24,000円 1,000円 2人 2人 

4 24,000円 1,000円 2人 2人 

5 24,000円 1,000円 2人 2人 

6 48,000円 1,000円 4人 4人 

 

 

(7) 小・中学校への転入学及び児童・生徒数・学級数 

 

ア 転入学（転校）の手続き 

多摩市への転入により多摩市立小・中学校に転入学する際や、学区域の変わる市内転居に

伴って転校する際には、市民課での住民票の転入（転居）届とあわせて児童・生徒転（編）

入学届を提出する。その後、教育委員会が発行する「転（編）入学通知書」と前学校が発行

する「在学証明書」と「教科用図書給与証明書」を就学する学校に提出する。 

なお、市内転居により学区域が変わったが、これまでの在籍校に引き続き就学したい場合

には、条件付学校希望制の申請を行う。（項番(2)参照） 

 

イ 多摩市外の学校に転校の手続き 

多摩市外に転出し、学校を転校するときは、在学している学校が発行する「在学証明書」

と「教科用図書給与証明書」を持って、転出先の教育委員会にて必要な手続きを行う。 
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ウ 公立小学校・中学校の児童・生徒数及び学級数(通常の学級) 

 

小学校                                 令和７年５月１日現在 

学校名 

1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計 

児 

童 

数 

学 

級 

数 

児 

童 

数 

学 

級 

数 

児 

童 

数 

学 

級 

数 

児 

童 

数 

学 

級 

数 

児 

童 

数 

学 

級 

数 

児 

童 

数 

学 

級 

数 

児 

童 

数 

学 

級 

数 

多摩第一小 100 3 99 3 99 3 89 3 111 4 102 3 600 19 

多摩第二小 52 2 66 2 52 2 66 2 71 3 94 3 401 14 

多摩第三小 53 2 69 2 63 2 67 2 70 2 50 2 372 12 

連光寺小 52 2 64 2 61 2 52 2 67 2 68 2 364 12 

北諏訪小 55 2 85 3 85 3 72 3 91 3 91 3 479 17 

東寺方小 86 3 85 3 90 3 102 3 84 3 81 3 528 18 

南鶴牧小 79 3 90 3 108 4 87 3 90 3 84 3 538 19 

聖ヶ丘小 39 2 37 2 39 2 52 2 54 2 48 2 269 12 

西落合小 60 2 47 2 67 2 55 2 79 3 76 3 384 14 

大松台小 41 2 61 2 59 2 58 2 66 2 87 3 372 13 

諏 訪 小 42 2 37 2 50 2 73 3 61 2 67 2 330 13 

永 山 小 60 2 59 2 44 2 52 2 57 2 50 2 322 12 

瓜 生 小 34 1 29 1 28 1 26 1 30 1 40 2 187 7 

東落合小 35 1 52 2 56 2 48 2 56 2 67 2 314 11 

貝 取 小 26 1 33 1 27 1 32 1 30 1 38 2 186 7 

豊ヶ丘小 26 1 31 1 31 1 26 1 35 1 34 1 183 6 

愛 和 小 46 2 51 2 44 2 39 2 57 2 61 2 298 12 

小学校合計 886 33 995 35 1,003 36 996 36 1,109 38 1,138 40 6,127 218 

 

中学校                                令和７年５月１日現在 

学校名 
1年 2年 3年 合  計 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

多 摩 中 114 4 122 4 134 4 370 12 

東愛宕中 55 2 63 2 60 2 178 6 

東愛宕中 

(あたごSpace) 
6 1 7 1 5 1 18 3 

和 田 中 134 4 139 4 122 4 395 12 

諏 訪 中 117 4 130 4 109 3 356 11 

聖ヶ丘中 106 4 100 3 88 3 294 10 

鶴 牧 中 127 4 119 3 148 4 394 11 

多摩永山中 72 3 73 2 73 2 218 7 

落 合 中 106 3 98 3 125 4 329 10 

青 陵 中 61 2 82 3 81 3 224 8 

中学校合計 898 31 933 29 945 30 2,776 90 
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エ 特別支援学級・特別支援教室の児童・生徒数   

 

(ｱ) 特別支援学級（固定学級、通級指導学級） 

小学校                              令和７年５月１日現在 

学校名 
児童・生徒数 学級数 

1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計 言語 難聴 知的 情緒 計 

多摩第二小（にじ組） 6 10 13 7 13 12 61 － － － 8 8 

北諏訪小（きこえ） (1) (0) (1) (1) (1) (1) (5) － (1) － － (1) 

（ことば） (3) (16) (10) (9) (5) (4) (47) (3) － － － (3) 

東寺方小（こま） 6 3 5 8 6 5 33 － － 5 － 5 

南鶴牧小（ふたば） 8 6 5 6 10 4 39 － － － 5 5 

諏訪小（なかよし） 3 2 2 4 4 6 21 － － － 3 3 

永山小（わかくさ） 9 8 6 10 6 12 51 － － 7 － 7 

東落合小（さくら 4組） 0 7 5 5 1 2 20 － － 3 － 3 

貝取小（みどり） 2 5 6 7 8 5 33 － － － 5 5 

小学校計 
34 

(4) 

41 

(16) 

42 

(11) 

47 

(10) 

48 

(6) 

46 

(5) 

258 

(52) 

－ 

(3) 

－ 

(1) 

15 

－ 

21 

－ 

36 

(4) 

※カッコ内は通級指導学級 

 

中学校                              令和７年５月１日現在 

学校名 
児童・生徒数 学級数 

1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計 言語 難聴 知的 情緒 計 

多摩中（1組） 16 14 17 － － － 47 － － － 6 6 

和田中（5組） 11 6 10 － － － 27 － － 4 － 4 

諏訪中（5組） 1 5 5 － － － 11 － － 2 － 2 

落合中（5組） 8 10 5 － － － 23 － － 3 － 3 

青陵中（5組） 16 10 11 － － － 37 － － － 5 5 

中学校計 52 45 48 － － － 145 － － 9 11 20 
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(ｲ) 特別支援教室 

 

小学校                               令和７年５月１日現在 

学校名 
児童数 

1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計 

拠点校 多摩第一小学校 5 7 9 6 4 3 34 

巡回校 多摩第二小学校 2 12 5 5 5 3 32 

巡回校 東寺方小学校 5 6 14 16 6 2 49 

拠点校 聖ヶ丘小学校 1 3 3 4 2 4 17 

巡回校 連光寺小学校 3 4 7 6 4 4 28 

拠点校 西落合小学校 2 2 4 11 6 8 33 

巡回校 東落合小学校 2 5 2 4 3 2 18 

拠点校 大松台小学校 3 6 9 2 2 7 29 

巡回校 南鶴牧小学校 3 4 6 6 3 4 26 

拠点校 諏訪小学校 1 2 5 5 6 6 25 

巡回校 北諏訪小学校 4 2 7 2  2 2 19 

拠点校 瓜生小学校 4 1 1 6 4 7 23 

巡回校 永山小学校 4 9 3 2 6 3 27 

拠点校 豊ヶ丘小学校 3 5 8 1 8 7 32 

巡回校 貝取小学校 1 3 3 5 2 5 19 

拠点校 愛和小学校 4 4 3 7 7 8 33 

巡回校 多摩第三小学校 6 2 6 6 8 5 33 

合計 53 77 95 94 78 80 477 

 

中学校                   令和７年５月１日現在 

学校名 
生徒数 

1年 2年 3年 合計 

巡回校 多摩中学校 1 2 1 4 

巡回校 東愛宕中学校 5 4 3 12 

巡回校 和田中学校 2 4 6 12 

巡回校 諏訪中学校 5 5 0 10 

巡回校 聖ヶ丘中学校 4 2 2 8 

巡回校 鶴牧中学校 5 3 3 11 

拠点校 多摩永山中学校 4 7 2 13 

巡回校 落合中学校 5 2 6 13 

巡回校 青陵中学校 6 6 3 15 

合計 37 35 26 98 
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(8) 学校保健 

 

ア 各種検査・健診状況 

児童・生徒の健康管理及び健康の保持・増進を図るための健康診断として、次の検査を実

施している。 

 

(ｱ) 貧血検査 

対 象：女子 中学校２～３年生のうち、保護者の希望する者 

    男子 中学校２～３年生のうち、中学校１（２）年生時に未受診で、保護者の

希望する者 

    （小５・中１については、小児生活習慣病予防健診で実施） 

    ※令和２年度より対象者を変更した 

     変更前：中学校２年生・３年生のうち、保護者の希望のある者 

     変更理由：中学校２年生・３年生の男子の「要受診」判定率が極めて低いた

め。ただし、男子について、小学校５年生、中学校１年生の小児

生活習慣病予防健診時並びに中学校１年生・２年生で未受診の者 

          は希望性とすることで機会を確保する。（多摩市学校保健会理事

会にて決定） 

方 法：前肘部静脈採血により､血色素量､赤血球数､白血球数､ヘマトクリット値､ＭＣ

Ｖ､ＭＣＨ、ＭＣＨＣを調べる。 

目 的：小児期の急激な身体の発育に伴う栄養素（特に鉄分）の不足等による無自覚性

の貧血を早期に発見し、児童・生徒が健全な学校生活を送るための健康管理の

一助とする。 

 

(ｲ) 小児生活習慣病予防健診 

対 象：児童 小学校５年生で保護者が希望した者 

         小学校６年生で次に該当する者で保護者が希望した者 

他地区からの転入者 

 生徒 中学校１年生で保護者が希望した者 

          中学校２・３年生で次に該当する者で保護者が希望した者 

             「中学校２・３年生の次年度経過観察者抽出基準」に該当した者 

          他地区からの転入者 

方 法：身長・体重計測値より肥満度の算出、血液検査（総コレステロール、ＨＤＬコ

レステロール、ＬＤＬコレステロール、貧血）､血圧測定 

目 的：子どもの生活習慣病のうち、動脈硬化、高血圧、高脂血症、肥満、痩せすぎ等

の恐れのある児童・生徒を早期に発見し、健全な学校生活を送るための一助と

する。 
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児童・生徒各種健康診断結果の年度別推移 

年 

度 
検 査 項 目 

小  学  校 中  学  校 

検査 

人員 

人 

陽性 

者数 

人 

率 

 

％ 

検査 

人員 

人 

陽性 

者数 

人 

率 

 

％ 

2 
貧 血 検 査 

小 児 生 活 習 慣 病 予 防 健 診 

1,009 

1,011 

10 

－ 

0.99 

－ 

1,620 

937 

87 

－ 

5.37 

－ 

3 
貧 血 検 査 

小 児 生 活 習 慣 病 予 防 健 診 

881 

884 

9 

－ 

1.02 

－ 

1,587 

891 

88 

－ 

5.55 

－ 

4 
貧 血 検 査 

小 児 生 活 習 慣 病 予 防 健 診 

856 

862 

15 

－ 

1.75 

－ 

1,534 

914 

116 

－ 

7.56 

－ 

5 
貧 血 検 査 

小 児 生 活 習 慣 病 予 防 健 診 

812 

818 

14 

－ 

1.72 

－ 

1,382 

822 

95 

－ 

6.87 

－ 

6 
貧 血 検 査 

小 児 生 活 習 慣 病 予 防 健 診 

862 

865 

17 

－ 

1.97 

－ 

1,377 

792 

94 

－ 

6.83 

－ 

 

 

イ 腎臓病検診（糖尿病検診） 

若年者の無症候性の尿異常及び腎疾患並びに糖尿病の早期発見と定期的に健康状態を管理

し、かつ、異常者を早期治療に導くために、昭和６２年度から尿検査の一次、二次検査に三

次検査を追加し、腎臓病検診（糖尿病検診）として検査を充実し、学校集団生活における健

康管理に努めている。 

対 象：児童・生徒 

方 法：一次－蛋白、糖、潜血、ｐＨ（試験紙法） 

       ※必要により、蛋白/クレアチニン比（定量） 

二次－蛋白、糖、潜血、ｐＨ（試験紙法） 

   蛋白/クレアチニン比（定量）、尿検査（鏡検法） 

三次－腎臓病……（ア）専門医による問診・診察、身長・体重・血圧の測定 

        （イ）検尿 早朝第一尿、随時尿 

        （ウ）血液検査 

           ヘモグロビン、ヘマトクリット、赤血球数、白血球数、

ＣＲＰ、総蛋白、Ａ／Ｇ比、アルブミン、総コレステ

ロール、尿素窒素（ＢＵＮ）、クレアチニン、ｅＧＦ

Ｒ、補体（Ｃ３） 

（エ）必要により、腎臓超音波検査 

 

    糖尿病……専門医による診察、尿糖検査、血糖、ＨｂＡ１ｃ、ＧＡＤ、

ＧＰＴ、トリグリセライド、インスリン、ブドウ糖負荷試験

（医師の指示による） 
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児童・生徒腎臓病検診の年度別検診結果の推移 

校 
 

種 

年 
 

度 

第一次検査受診者 第二次検査受診者 
三
次
検
査
対
象
者 

人 

有所見者 

有   所   見   者   内   訳 

人 

陽性者 

人 

陽性者 腎 炎 腎炎の疑い 血 尿 微小血尿 蛋白尿 尿路感染症 

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

小 

学 

校 

2 6,972 169 2.42 161 60 0.86 48 34 0.49   1 0.01 17 0.24 11 0.16 4 0.06 1 0.01 

3 6,908 231 3.34 222 124 1.80 108 53 0.77   
  

20 0.29 26 0.38 3 0.04 3 0.04 

4 6,668 196 2.94 183 77 1.15 61 49 0.73   4 0.06 13 0.19 20 0.30 5 0.07 6 0.09 

5 6,584 206 3.13 191 98 1.49 78 60 0.91   2 0.03 13 0.20 38 0.58 7 0.11     

6 6,483 97 1.50 87 19 0.29 12 9 0.14   2 0.03 3 0.05   4 0.06   

中 

学 

校 

2 3,013 221 7.33 205 61 2.02 49 26 0.86     7 0.23 9 0.30 8 0.27 1 0.03 

3 3,086 217 7.03 209 73 2.37 58 11 0.36     2 0.06 2 0.06 5 0.16 1 0.03 

4 3,080 220 7.14 207 70 2.27 59 30 0.97   2 0.06 2 0.06 5 0.16 21 0.68 
  

5 3,030 259 8.55 243 81 2.67 60 31 1.02     3 0.10 13 0.43 14 0.46 
  

6 2,937 152 5.18 136 19 0.65 12 5 0.17     2 0.07   3 0.10   

※令和 6 年度より「学校検尿のすべて」（日本学校保健会発行）に基づき、検診方法を変更した 

児童・生徒糖尿病検診の年度別検診結果の推移 

校 

種 

年 
度 

第一次検査対象者 第二次検査対象者 三

次

検

査 

対
象
者 

人 

有所見者 
有所見者の内訳 

人 
陽性者 

人 
陽性者 糖尿病 糖尿病の疑い その他 

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

小 

学 

校 

2 6,972 6 0.09 5 1 0.01 1 0 0.00       

3 6,908 6 0.09 5 3 0.04 3 0 0.00       

4 6,668 7 0.10 6 1 0.01 0 0 0.00       

5 6,584 4 0.06 4 0 0.00 0 0 0.00       

6 6,483 5 0.08 4 1 0.02 1 0 0.00       

中 

学 

校 

2 3,013 5 0.17 4 2 0.07 2 1 0.03 1 0.03     

3 3,086 5 0.16 5 2 0.06 1 0 0.00       

4 3,080 4 0.13 3 1 0.03 1 0 0.00       

5 3,030 4 0.13 4 0 0.00 0 0 0.00       

6 2,937 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00       
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ウ 心臓検診 

潜在的な心疾患を有する児童・生徒の発見及び手術済あるいはまだ管理されていない心疾

患を有する児童・生徒の発見をし、正確適正な管理指導を行い、児童・生徒が健全な学校生

活を送るための一助とする。 

対 象：① 小学校１年生及び中学校１年生 

② その他の学年の児童・生徒で、次に該当する者 

 イ 前年度以前の検診の結果で、次年度再検の指示があった者 

 ロ 学校医の指示のある者 

 ハ 他地区からの転入者で心臓検診未実施の者 

 

心臓検診の検診結果の年度別推移 

校 

種 

年 

度 

一次検査 

受 診 者 

人 

二次対象者 有所見者 
有所見者内訳（人） （％） 

先天性心疾患 後天性心疾患 その他の心疾患 心電図異常  

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

小 

学 

校 

2 1,194 17 1.42 20 1.68 6 0.50 1 0.08 2 0.17 11 0.92 

3 1,155 22 1.90 20 1.73 9 0.78 1 0.09 
  

10 0.87 

4 1,043 33 3.16 18 1.73 10 0.96 
    

8 0.77 

5 1,047 20 1.91 14 1.34 7 0.67 
    

7 0.67 

6 1,037 30 2.89 15 1.45 6 0.58     9 0.87 

中 

学 

校 

2 1,036 32 3.09 15 1.45 9 0.87     6 0.58 

3 1,030 32 3.10 25 2.43 12 1.17 1  0.10 
  

12 1.17 

4 1,070 38 3.55 18 1.68 7 0.65 
    

11 1.03 

5 983 35 3.56 22 2.24 7 0.71 
    

15 1.53 

6 969 44 4.54 12 1.24 2 0.21     10 1.03 



70 

 

エ 結核健診 

 

(ｱ) 目的 

児童・生徒が万が一結核に罹患した場合、健康上だけでなく教育上の重大な影響があるた

め、平成２４年３月に文部科学省が策定した「学校における結核対策マニュアル」に基づき

結核健診をおこなう。問診票による調査を実施し、学校医の判断及び保健所や結核の専門医

の助言を受けた上で、結核の精密検査の対象者を教育委員会が決定し、検査を実施する。 

※平成１４年度まで・・小学校１年生、中学校１年生にツベルクリン反応検査実施 

※平成１５年度以降・・児童・生徒全員に対する問診票による調査実施 

 

(ｲ) 健診の実施 

結核健診は、全学年に対して行う。 

ａ 問診票による調査 

学校長は、全学年の児童・生徒に対し結核に関する健康調査として「結核健診問診

票」を保護者宛に配付し、結核罹患歴、予防内服歴、家族等の結核罹患歴、高まん延

国での居住歴、自覚症状（２週間以上の咳や痰）、ＢＣＧ接種状況歴の調査を行う。 

ｂ 学校医による内科健診及び報告 

学校医による内科健診に際して、結核健診問診票の記載事項と診察により精密検査

の必要があると指示があった場合には、学校長は必ず把握し、教育委員会に報告する。 

ｃ 精密検査対象者の決定 

教育委員会は、学校長より報告のあった児童・生徒の結核健診問診票及び内科健診

の所見に基づき、結核専門医及び保健所の助言を得て、精密検査が必要と認められる

対象者を決定する。 

ｄ 精密検査の実施 

教育委員会は、精密検査対象者に対し胸部エックス線撮影による精密検査を健診機

関に委託して実施する。 

ｅ 精密検査の事後措置 

教育委員会は、精密検査の結果を検査実施機関から受け、要医療、経過観察、異常

なしの児童・生徒に分け、学校等に報告する。 

要医療、経過観察の児童・生徒に対しては、本人及び保護者に対して、治療や検診、

定期的な管理について説明を行い、その後の保健管理、保健指導及び健康相談等が、

学校医の指導を受けながら適切に行われるようにする。 
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結核健診の健診結果の年度別推移 

校 

種 

年 

度 

X  線  直  接  撮  影 

       

人 
人  

要医療（予防内服含む） 

％  人  ％  

小 

学 

校 

2 32（※1） 0 0.00 

3 16 0 0.00 

4 15（※2） 0 0.00 

5 11 0 0.00 

6 13 0 0.00 

中 

学 

校 

2 7 0 0.00 

3 6 0 0.00 

4 0 0 0.00 

5 4 0 0.00 

6 0 0 0.00 

※1 問診のみの人数（２人）を含む 
※2 問診のみの人数（１人）を含む 

 

 

オ 脊柱側わん検診 

側わん症とは、脊柱が横に曲がり、さらにねじれてしまう病気で、進行すると種々の障害

を引き起こす原因となる。 

さらに、この病気は原因がまだはっきりしない特発性側わん症が非常に多く、また、発症

年齢は思春期、すなわち小学校上級生（５・６年生）頃から中学生にかけて最も多く、女子

に多いのが特徴である。 

当市では、科学的検査方法を導入し、その早期発見に努めている。 

 

対 象：次のうち、保護者の希望のある者 

① 小学校５年生・中学校１年生 

② その他の学年の児童・生徒で、学校医、学校長等による抽出者 

③ その他の学年の児童・生徒で、前年度の検診結果により、次年度再検査と

指示されている者    

方 法：一次検診－モアレ写真撮影 

 二次検診－専門医の診察（コブ度数の計測・指導） 

  直接エックス線撮影(立位全脊柱) 

  身長・体重計測 

  医師の指示による検査 
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脊柱側わん検診結果の年度別推移（小学校） 

 
性 

別 

一次検診・モアレ撮影 二次検診・専門医の診察／直接 X 線撮影 

受診者 要二次検査 病院管理 次年度再検診 受診者 要治療 
要観察イ 

(3～6 ヵ月後） 

要観察ロ 

(1 年後) 

次年度 

Ｘ－Ｐ再検査 

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

2

年 

度 

5
年
生 

男
女
計 

622 

584 

1,206 

1 

6 

7 

0.2 

1.0 

0.6 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

19 

34 

53 

3.1 

5.8 

4.4 

1 

6 

7 

0.2 

1.0 

0.6 

0 

1 

1 

0.0 

0.2 

0.1 

0 

3 

3 

0.0 

0.5 

0.2 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

2 

2 

0.0 

0.3 

0.2 

他
学
年 

男
女
計 

19 

49 

68 

1 

12 

13 

5.3 

24.5 

19.1 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

3 

17 

20 

15.8 

34.7 

29.4 

1 

9 

10 

5.3 

18.4 

14.7 

0 

2 

2 

0.0 

4.1 

2.9 

0 

5 

5 

0.0 

10.2 

7.4 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

1 

2 

3 

5.3 

4.1 

4.4 

3

年 

度 

5
年
生 

男
女
計 

540 

552 

1,092 

1 

5 

6 

0.2 

0.9 

0.6 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

17 

44 

61 

3.2 

8.0 

5.6 

1 

5 

6 

0.2 

0.9 

0.6 

1 

1 

2 

0.2 

0.2 

0.2 

0 

1 

1 

0.0 

0.2 

0.1 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

3 

3 

0.0 

0.5 

0.3 

他
学
年 

男
女
計 

24 

39 

63 

1 

9 

10 

4.2 

23.1 

15.9 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

9 

13 

22 

37.5 

33.3 

34.9 

1 

9 

10 

4.2 

23.1 

15.9 

0 

1 

1 

0.0 

2.6 

1.6 

1 

2 

3 

4.2 

5.1 

4.8 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

5 

5 

0.0 

12.8 

7.9 

4

年 

度 

5
年
生 

男
女
計 

563 

525 

1,088 

0 

17 

17 

0.0 

3.2 

1.6 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

14 

42 

56 

2.5 

8.0 

5.2 

0 

16 

16 

0.0 

3.0 

1.5 

0 

3 

3 

0.0 

0.6 

0.3 

0 

8 

8 

0.0 

1.5 

0.7 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

5 

5 

0.0 

1.0 

0.5 

他
学
年 

男
女
計 

22 

44 

66 

0 

9 

9 

0.0 

20.5 

13.6 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

4 

12 

16 

18.2 

27.3 

24.2 

0 

9 

9 

0.0 

20.5 

13.6 

0 

2 

2 

0.0 

4.5 

3.0 

0 

2 

2 

0.0 

4.5 

3.0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

5 

5 

0.0 

11.4 

7.6 

5

年 

度 

5
年
生 

男
女
計 

554 

485 

1,039 

2 

10 

12 

0.4 

2.1 

1.2 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

9 

38 

47 

1.6 

7.8 

4.5 

2 

9 

11 

0.4 

1.9 

1.1 

0 

1 

1 

0.0 

0.2 

0.1 

2 

5 

7 

0.4 

1.0 

0.7 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

3 

3 

0.0 

0.6 

0.3 

他
学
年 

男
女
計 

20 

39 

59 

0 

14 

14 

0.0 

35.9 

23.7 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

5 

11 

16 

25.0 

28.2 

27.1 

0 

13 

13 

0.0 

33.3 

22.0 

0 

2 

2 

0.0 

5.1 

3.4 

0 

4 

4 

0.0 

10.3 

6.8 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

4 

4 

0.0 

10.3 

6.8 

6

年 

度 

5
年
生 

男
女
計 

585 

543 

1,128 

1 

3 

4 

0.2 

0.6 

0.4 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

11 

39 

50 

1.9 

7.2 

4.4 

1 

3 

4 

0.2 

0.6 

0.4 

0 

3 

3 

0.0 

0.6 

0.3 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

他
学
年 

男
女
計 

17 

43 

60 

2 

10 

12 

11.8 

23.3 

20.0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

3 

16 

19 

17.6 

37.2 

31.7 

2 

10 

12 

11.8 

23.3 

20.0 

1 

0 

1 

5.9 

0.0 

1.7 

1 

5 

6 

5.9 

11.6 

10.0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

4 

4 

0.0 

9.3 

6.7 

（注） 率（％）は一次受診者数に対してのものである 
《共通》要 治 療：専門の整形外科医による治療が必要な人 
    要観察イ：専門の整形外科医のもとで３～６ヶ月後にもう一度、診察を受けることが必要な人 
    要観察ロ：専門の整形外科医のもとで１年後にもう一度、診察を受けることが必要な人 
    次年度Ｘ－Ｐ再検査：次年度の検診時、直接Ｘ線撮影を受けることが必要な人 
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脊柱側わん検診結果の年度別推移（中学校） 

 
性 

別 

一次検診・モアレ撮影 二次検診・専門医の診察／直接 X 線撮影 

受診者 要二次検査 病院管理 次年度再検診 受診者 要治療 
要観察イ 

(3～6 ヵ月後） 

要観察ロ 

(1 年後) 

次年度 

Ｘ－Ｐ再検査 

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

2 

年 

度 

1
年
生 

男
女
計 

511 

488 

999 

1 

25 

26 

0.2 

5.1 

2.6 

1 

2 

3 

0.2 

0.4 

0.3 

33 

64 

97 

6.5 

13.1 

9.7 

1 

16 

17 

0.2 

3.3 

1.7 

0 

3 

3 

0.0 

0.6 

0.3 

0 

4 

4 

0.0 

0.8 

0.4 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

1 

9 

10 

0.2 

1.8 

1.0 

他
学
年 

男
女
計 

61 

91 

152 

20 

33 

53 

32.8 

36.3 

34.9 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

15 

28 

43 

24.6 

30.8 

28.3 

13 

22 

35 

21.3 

24.2 

23.0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

2 

7 

9 

3.3 

7.7 

5.9 

4 

5 

9 

6.6 

5.5 

5.9 

5 

4 

9 

8.2 

4.4 

5.9 

3 

年 

度 

1
年
生 

男
女
計 

496 

458 

954 

0 

22 

22 

0 

4.8 

2.3 

0 

1 

1 

0.0 

0.2 

0.1 

36 

50 

86 

7.3 

10.9 

9.0 

0 

15 

15 

0.0 

3.3 

1.6 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

8 

8 

0.0 

1.8 

0.8 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

6 

6 

0.0 

1.3 

0.6 

他
学
年 

男
女
計 

60 

107 

167 

13 

38 

51 

21.7 

35.5 

30.5 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

6 

26 

32 

10.0 

24.3 

19.2 

9 

28 

37 

15.0 

26.2 

22.2 

0 

2 

2 

0.0 

1.9 

1.2 

1 

7 

8 

1.7 

6.5 

4.8 

1 

7 

8 

1.7 

6.5 

4.8 

3 

8 

11 

5.0 

7.5 

6.6 

4 

年 

度 

1
年
生 

男
女
計 

536 

466 

1,002 

7 

22 

29 

1.3 

4.7 

2.9 

0 

1 

1 

0.0 

0.2 

0.1 

25 

72 

97 

4.7 

15.5 

9.7 

3 

16 

19 

0.6 

3.4 

1.9 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

3 

6 

9 

0.6 

1.3 

0.9 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

8 

8 

0.0 

1.7 

0.8 

他
学
年 

男
女
計 

61 

83 

144 

6 

29 

35 

9.8 

34.9 

24.3 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

16 

13 

29 

26.2 

15.7 

20.1 

5 

18 

23 

8.2 

21.7 

16.0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

8 

8 

0.0 

9.6 

5.6 

1 

4 

5 

1.6 

4.8 

3.5 

2 

1 

3 

3.3 

1.2 

2.1 

5 

年 

度 

1
年
生 

男
女
計 

449 

451 

900 

3 

22 

25 

0.7 

4.9 

2.8 

0 

3 

3 

0.0 

0.7 

0.3 

30 

52 

82 

6.7 

11.5 

9.1 

2 

17 

19 

0.4 

3.8 

2.1 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 

5 

5 

0.0 

1.1 

0.6 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

2 

9 

11 

0.5 

2.0 

1.2 

他
学
年 

男
女
計 

47 

105 

152 

17 

24 

41 

36.2 

22.9 

27.0 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

5 

33 

38 

10.6 

31.4 

25.0 

11 

18 

29 

23.4 

17.1 

19.1 

0 

3 

3 

0.0 

2.9 

2.0 

0 

7 

7 

0.0 

6.7 

4.6 

2 

1 

3 

4.3 

1.0 

2.0 

3 

1 

4 

6.4 

1.0 

2.6 

6 

年 

度 

1
年
生 

男
女
計 

476 

428 

904 

4 

14 

18 

0.8 

3.3 

2.0 

0 

2 

2 

0.0 

0.5 

0.2 

25 

52 

77 

5.3 

12.1 

8.5 

2 

6 

8 

0.4 

1.4 

0.9 

0 

2 

2 

0.0 

0.5 

0.2 

1 

0 

1 

0.2 

0.0 

0.1 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

1 

3 

4 

0.2 

0.7 

0.4 

他
学
年 

男
女
計 

44 

100 

144 

1 

37 

38 

2.3 

37.0 

26.4 

0 

0 

0 

0.0 

0.0 

0.0 

10 

22 

32 

22.7 

22.0 

22.2 

1 

25 

26 

2.3 

25.0 

18.1 

0 

1 

1 

0.0 

1.0 

0.7 

0 

10 

10 

0.0 

10.0 

6.9 

0 

5 

5 

0.0 

5.0 

3.5 

0 

4 

4 

0.0 

4.0 

2.8 

（注）  率（％）は一次受診者数に対してのものである 
《共通》 要 治 療：専門の整形外科医による治療が必要な人 
     要観察イ：専門の整形外科医のもとで３～６ヶ月後にもう一度、診察を受けることが必要な人 
     要観察ロ：専門の整形外科医のもとで１年後にもう一度、診察を受けることが必要な人 
     次年度Ｘ－Ｐ再検査：次年度の検診時、直接Ｘ線撮影を受けることが必要な人 
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カ 就学時健康診断 

小学校の就学予定者に対し、あらかじめ健康診断を行うことにより、その栄養状態や健康

状態を把握する。この結果に基づき、治療を勧告し、保健上必要な助言や就学に関する指導

等を行う。 

対 象：学校教育法施行令第２条の規定によりあらかじめ作成された学齢簿に記載され

た就学予定者 

 

キ 学校環境衛生 

(ｱ) 飲料水の検査 

小・中学校における飲料水の衛生管理（給水設備の管理、水質検査の実施等）の徹底を図

り、飲料水を起因とする赤痢等消化器系感染症の事故防止について万全を期する。 

塩化物イオン、有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）、一般細菌、大腸菌、水素イオン濃度、

臭気、味、色度、濁度、残留塩素濃度の１０項目の定期検査を実施する。必要に応じて臨時

検査を実施する。 

(ｲ) プール水の水質検査 

中学校におけるプールの水質を保持するため、水質検査を実施する。 

プール実施期間に毎月１回、ｐＨ値、有機物（過マンガン酸カリウム消費量）、一般細菌、

大腸菌、濁度、遊離残留塩素濃度の検査を行い、プール開催期間中１回、総トリハロメタン

の検査を実施する。必要に応じて臨時検査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 多摩中学校 可動式屋根のプール（体育館棟）  

(ｳ) 教室の環境衛生検査 

小・中学校において、教室の環境検査を実施する。快適な教室環境を保持し、学習能率の

向上と児童・生徒及び教職員の健康の保持増進を図る。 

学校薬剤師により、夏季にホルムアルデヒド・トルエン等、冬季にホルムアルデヒド・ 

ＣＯ・ＣＯ２・照度等の検査を全校で実施する。 

 

ク 多摩市学校保健会 

多摩市学校保健会は、多摩市立学校児童・生徒及び、教職員の健康保持増進と学校保健活

動の充実発展並びに会員の資質向上を目的とする団体である。この活動を支援し、多摩市の

学校保健の水準向上を図る。 
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ケ 学校保健委員会の活動促進 

学校保健委員会は、学校保健計画を策定し、学校における健康の問題に対して、学校と家

庭・地域が連携して研究協議し、対策を実施するための、校長の諮問機関である。 

平成１８年度から多摩市立小・中学校全校に設置されており、今後は委員会活動の活性化

を促進していく。 

学校保健委員会設置状況 

小学校 全校（１７校）  中学校 全校（９校） 

 

(9) 独立行政法人 日本スポーツ振興センター災害共済給付 

独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付は、児童・生徒が学校の管理下（授

業中、校外活動、登下校中等）において事故等にあった場合において、医療費の４割が支給さ

れる制度であり、また万一障害を残したり、あるいは死亡した場合は、その程度により見舞金

が支給される制度である。 

掛金及び給付状況 

        年 度 
 区 分 

2 3 4 5 6 

児童・生徒一人当たり掛金 935 円 935 円 935 円 935 円 935 円 

掛 金 総 額 9,225,040 円 9,239,225 円 9,049,505 円 8,935,915 円 8,714,645 円 

契約幼児･児童･生徒総数 10,070 人 10,079 人 9,867 人 9,717 人 9,579 人 

医 療 費 給 付 件 数 621 件 672 件 710 件 736 件 673 件 

給 付 総 額 6,037,476 円 4,883,806 円 5,334,058 円  

円 

5,789,786 円  

円 

5,264,526 円  

円 給 付 率 65.4％ 52.9％ 58.9％ 64.8％ 60.4％ 

 

(10) 就学援助制度 

就学援助制度とは、経済的理由により就学が困難と認められる児童・生徒の保護者に対して、

教育費の一部を多摩市が援助する制度である。 

ア 就学援助費支給対象児童・生徒数及び援助額（給食費援助は除く） 

※年度内の認定者等の総数 

(ｱ) 就学予定児童 

年度 援助対象就学予定児童数 援助額（新入学準備金） 

2 84 人 4,289,040 円 

3 61 人 3,114,660 円 

4 69 人 3,730,140 円 

5 74 人 4,000,440 円 

6 63 人 3,594,780 円 
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(ｲ) 小学校 

年度 
援助対象児童数 

申請者数 
援助額 

（新入学準備金を含む） 

を含む） 

要保護児童数 準要保護児童数 

2 61 人 586 人 1,076 人 20,595,927 円 

3 54 人 558 人 1,002 人 20,307,696 円 

4 49 人 525 人 913 人 20,389,487 円 

5 41 人 506 人 850 人 20,109,935 円 

6 49 人 483 人 845 人 19,417,936 円 

 

(ｳ) 中学校 

年度 
援助対象生徒数 

申請者数 援助額 
要保護生徒数 準要保護生徒数 

2 56 人 380 人 732 人 11,499,198 円 

3 56 人 347 人 686 人 13,047,859 円 

4 48 人 331 人 619 人 17,746,723 円 

5 38 人 307 人 549 人 16,142,574 円 

6 28 人 290 人 490 人 15,360,501 円 

 

(11) 就学奨励制度 

就学奨励制度とは、心身に障がいのある児童・生徒の就学を奨励するため、保護者に対して、

教育費の一部を多摩市が補助する制度である。 

 

ア 特別支援教育就学奨励費支給対象児童・生徒数及び援助額 

(ｱ) 小学校 

年度 援助対象児童数 援助額 

2 123 人 2,429,488 円 

3 112 人 2,411,424 円 

4 125 人 2,736,630 円 

5 146 人 3,749,068 円 

6 159 人 4,508,753 円 

(ｲ) 中学校 

年度 援助対象生徒数 援助額 

2 86 人 3,791,297 円 

3 94 人 4,809,722 円 

4 98 人 4,735,166 円 

5 98 人 4,805,635 円 

6 96 人 5,374,470 円 
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(12) 学校災害賠償補償保険  

全国市長会学校災害賠償補償保険は、学校管理下において児童・生徒・保護者等が急激かつ

偶然な事故により死亡や傷害の事故が発生した場合において、入院・通院補償保険金（お見舞

金）が日数（入院１日・通院６日以上）に応じて保険会社から支払われるものである。 

多摩市立小中学校の児童・生徒に対して、公費により加入している。 

年 度 

区 分 
2 3 4 5 6 

一人当たりの掛金 198.53 円 198.53 円 198.53 円 198.53 円 198.53 円 

掛 金 総 額 1,982,122 円 2,000,189 円 2,000,983 円 1,958,895 円 1,929,115 円 

契約児童・生徒数 9,984 人 10,075 人 10,079 人 9,867 人 9,717 人 

事故報告件数 31 件 19 件 27 件 29 件 21 件 

保険請求件数 24 件 24 件 24 件 32 件 20 件 

給 付 総 額 805,000 円 860,000 円 705,000 円 1,305,000 円 610,000 円 

※「事故報告件数」、「保険請求件数」、「給付総額」については、当該年度中の報告、請求件数
及び金額を集計しており、前年度以前に発生した事故に関するものも含まれる 

 

(13) 学校給食 

ア 学校給食用物資の購入 

学校給食用の食材については、学校給食物資取扱要項により、その規格基準を定め、安全

で新鮮な食材料の購入に努めている。 

食材料の納入業者は２年毎に業者登録を行い、入札により納入業者を決定し購入をしている。 

令和７年５月１日現在 登録業者数 ２８業者  

令和６年度物資購入額 約５億８千８６８万５千円 

 

イ 学校給食センター運営委員会 

多摩市立学校給食センターの運営に関し、重要な事項について教育委員会から諮問を受け、

審議及び必要に応じ調査、研究等を行い、学校給食センターの運営を適正かつ円滑に行うた

め、学校給食センター運営委員会を設置している。 

令和６年度に教育委員会から諮問等を受け、答申及び提言等を行ったものは、以下の通り

である。 

令和６年 ７月  今年度の学校給食センター運営委員会について 

令和６年１０月  令和５年度多摩市立学校給食センター給食費会計決算書（案）について 

令和６年１１月  学校給食費の改定について(案)（書面開催） 

令和７年 ２月  令和７年度多摩市立学校給食センター給食費会計予算書（案）について 

委 員 １３人 

 市立小中学校長代表 ２人 市立小中学校給食主任代表 ２人 

 市立小中学校保護者代表 ２人 公募市民 ２人 

 所轄保健所長が指名した者 １人 関係行政機関の職員 １人 

 学識経験者 ３人 

任 期 ２年 
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ウ 学校給食実施状況 

（給食対象者は各年度５月１日現在） 

年度 センター（調理所）別 
給食対象人員

（人） 
給食延べ食数（食） 

2 

南野調理所 
 (内 学校法人帝京大学小学校) 

5,716 
(322) 

960,357 
(38,062) 

永山調理所 5,669 968,132 

合  計 11,385 1,928,489 

3 

南野調理所 
 (内 学校法人帝京大学小学校) 

5,756 
(331) 

1,039,148 
(55,624) 

永山調理所 5,687 1,057,405 

合  計 11,443 2,096,553 

4 

南野調理所 
 (内 学校法人帝京大学小学校) 

5,480 
(322) 

1,054,006 
(59,660) 

永山調理所 5,553 1,075,466 

合  計 11,033 2,129,472 

5 

南野調理所 
 (内 学校法人帝京大学小学校) 

5,338 
(320) 

1,057,640 
(60,862) 

永山調理所 5,520 1,036,971 

合  計 10,858 2,094,611 

6 

南野調理所 
 (内 学校法人帝京大学小学校) 

5,215 
(309) 

1,023,067 
(58,973) 

永山調理所 5,503 1,066,449 

合  計 10,718 2,089,516 
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エ 学校給食費の推移  

区分 

改定年月 

小   学   校 中  学  校 

低学年月額(円) 中学年月額(円) 高学年月額(円) 中学校月額(円) 

平成 31 年 4 月 
1 年生 2 年生 

4,240 4,510 
1･2 年生 3 年生 

3,930 4,020 4,650 5,000 

 

改定年月 区   分 
牛乳あり 牛乳なし 牛乳(飲料)のみ 

月額 月額 月額 

令和 2年 4月 

小学校 

1年生 
4,050円 

（4,420円） 

3,040円 

（3,320円） 

1,040円 

（1,130円） 

2年生 
4,140円 

（4,420円） 

3,090円 

（3,320円） 

1,060円 

（1,130円） 

3・4年生 
4,360円 

（4,650円） 

3,330円 

（3,540円） 

1,060円 

（1,130円） 

5・6年生 
4,630円 

（4,920円） 

3,590円 

（3,820円） 

1,060円 

（1,130円） 

中学校 

1・2年生 
4,760円 

（5,410円） 

3,810円 

（4,310円） 

 980円 

（1,130円） 

3年生 
5,110円 

（5,260円） 

4,100円 

（4,190円） 

1,050円 

（1,100円） 

令和 5年 4月 

小学校 

1年生 4,300円 3,210円 1,110円 

2年生 4,390円 3,280円 1,130円 

3・4年生 4,650円 3,540円 1,130円 

5・6年生 4,940円 3,830円 1,130円 

中学校 
1・2年生 5,070円 4,050円 1,040円 

3年生 5,450円 4,360円 1,120円 

令和 7年 1月 

小学校 

1年生 4,930円 3,790円 1,160円 

2年生 5,030円 3,870円 1,190円 

3・4年生 5,360円 4,200円 1,190円 

5・6年生 5,720円 4,560円 1,190円 

中学校 
1・2年生 5,900円 4,830円 1,090円 

3年生 6,340円 5,200円 1,170円 

※令和２年度より「牛乳あり・なし、牛乳のみ」の３種類に費用体系を細分化した 
※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため４・５月は学校休業。６月・８月の
簡易給食については市費負担。７月分及び９～３月分の８カ月を保護者より徴収した 

※令和５年度までは給食費の一部を保護者負担としていたが、令和６年４月より児童・生徒の学
校給食費は全額公費負担とした 
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オ 令和６年度学校・家庭連携事業 

学校給食を通して学校、地域の保護者等との交流を深め、児童生徒の食生活の改善を図る

とともに、学校給食への理解と協力を得ることに努めた。また、栄養士による学校訪問等を

行い、授業参加を通じ、給食時間に食に関する指導を積極的に行うとともに食育の推進をさ

らに充実させた。 

(ｱ) 試食会 

保護者及び市民等を対象として、当日の給食を試食してもらい、多摩市の学校給食の現在

の状況や食品の安全衛生及び栄養所要量等について説明を行うなど、学校給食に対する理解

とＰＲに努めた。 

小学校 ９回   延べ ２５２人 

中学校 ０回  ０人 

その他 ３回  ７０人 

計 １２回  ３２２人 

 

(ｲ) 施設見学会 

学校、保護者及び市民などを対象として、実際の調理作業を見てもらいながら、給食セン

ターの施設概要、調理工程や衛生管理、食品ロス削減等について説明し、安全かつ衛生的な

学校給食のＰＲに努めた。 

小学校 ９回 延べ ５８５人 

中学校 ２回  ２５人 

その他 ０回  ０人 

計 １１回  ６１０人 

(ｳ) 食育授業・給食指導（クラス訪問） 

学校での学級活動や生活科等における食育の授業において、担任教諭、栄養教諭及び学校

給食センター栄養士が連携し、食に関する指導を行い、積極的に食育の推進を図る。また、

給食指導（クラス訪問）では、給食時間中に献立を題材にした食に関する指導や食品ロス削

減に向けて講話を行った。また、配食･喫食状況の確認、児童からの意見を聴取し、献立作

成に役立てた。 

食育授業（見学）   ４回 ４校 延べ授業時間５時間 

給食指導（クラス訪問） ３９回 １９校 延べ２９４クラス 

 

カ 地場農産物供給実績 

年  度 2 3 4 5 6 

品目数（品目） 15 17 16 14 13 
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キ 学校給食における地場農産物供給実績 

  

年 度 
品 名 

2 3 4 5 6 

長 葱 
625 ㎏ 

25 回／年 

72 ㎏ 

4 回／年 

89 ㎏ 

6 回／年 

35 ㎏ 

3 回／年 

204kg 

9 回／年 

大 根 
2,034 ㎏ 

30 回／年 

2,145 ㎏ 

31 回／年 

1,776 ㎏ 

24 回／年 

1,336 ㎏ 

20 回／年 

731kg 

10 回／年 

じゃがいも 
372kg 

3 回／年 

536kg 

8 回／年 

371 ㎏ 

5 回／年 

362 ㎏ 

4 回／年 

303kg 

5 回／年 

玉ねぎ 

 
1,425kg 

16 回／年 

2,143 ㎏ 

27 回／年 

1,950 ㎏ 

24 回／年 

1,416kg 

23 回／年 

な す 

 
30kg 

3 回／年 

47 ㎏ 

4 回／年 

50 ㎏ 

5 回／年 

15kg 

3 回／年 

トマト 

   
  

きゅうり 
 20kg 

2 回／年 

10 ㎏ 

1 回／年 

40 ㎏ 

5 回／年 

16kg 

2 回／年 

かぼちゃ 
251kg 

4 回／年 

305kg 

4 回／年 

139 ㎏ 

2 回／年 

210 ㎏ 

4 回／年 

240kg 

4 回／年 

かぼちゃ 
（ｺﾛｯｹ） 

22,780 個 

8 回／年 

10,820 個 

12 回／年 

   

ブロッコリー 
30kg 

1 回／年 

    

カリフラワー 
30kg 

1 回／年 

    

人 参 

 
66kg 

4 回／年 

 

45 ㎏ 

2 回／年 

67 ㎏ 

2 回／年 

 

小松菜 
65kg 

7 回／年 

179kg 

16 回／年 

69 ㎏ 

7 回／年 

30 ㎏ 

4 回／年 

20kg 

4 回／年 

ほうれん草 
75kg 

10 回／年 

40kg 

5 回／年 

17 ㎏ 

2 回／年 

20 ㎏ 

2 回／年 

5kg 

1 回／年 

白 菜 
965kg 

10 回／年 

629kg 

10 回／年 

767 ㎏ 

13 回／年 

866 ㎏ 

13 回／年 

323kg 

5 回／年 

生しいたけ 
39kg 

8 回／年 

20kg 

4 回／年 

   

干椎茸 
13kg 

14 回／年 

22kg 

20 回／年 

33 ㎏ 

32 回／年 

36 ㎏ 

28 回／年 

24kg 

28 回／年 

み そ 
173kg 

10 回／年 

63kg 

4 回／年 

116 ㎏ 

8 回／年 

  

ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ 
（ｼﾞｬﾑ） 

11,401 個 

4 回／年 

11,401 個 

4 回／年 

10,905 個 

4 回／年 

 22,200 個 

8 回／年 

ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ 
（ｾﾞﾘｰ） 

  10,521 個 

4 回／年 

10,072 個 

4 回／年 

 

甘夏みかん 
（ｼｬｰﾍﾞｯﾄ） 

11,382 個 

4 回／年 

     

甘夏みかん 
（ｾﾞﾘｰ） 

 22,168 個 

8 回／年 

   

みかん 
       

ぶどう 
    4,948 粒 

2 回／年 

4,400 粒 

2 回／年 

5,430 粒 

3 回／年 

※かぼちゃは一部コロッケに、ブルーベリーはジャムとゼリーに加工して提供 
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(14) 教育センター 

教育センターでは、主に多摩市立小・中学校に在籍する児童・生徒・その保護者及び教職員

を対象に、公認心理士・社会福祉士等が、各種事業を行っている。 

ア 教育相談 

教育相談では、子供が成長する過程で生じる様々な心理的・発達的な問題を、子ども自身

が解決し、乗り越えていけるようになること、また保護者がそれをよりよく支えていけるよ

うになることを目指して取り組んでいる。相談の内容としては、子どもの情緒面での課題や

不登校等についての心配、学校での悩みやいじめに関する事など、広く教育に関するもので

あった。令和２年９月からは、発達支援室と教育相談室の窓口を発達・教育初回相談窓口に

一元化し、相談者が速やかに支援を受けられる体制づくりを行った。 

年  度 
項  目 2 3 4 5 6 

教育相談（来所）件数 259 215 273 266 327 

教育相談（来所）面接・連携回数 2,416 2,658 3,005 2,833 2,915 

電話教育相談件数 5 9 9 12 25 

インターネット・携帯相談件数 7 ― ― ― ― 

スクールソーシャルワーカー相談件数 34 46 31 36 60 

スクールソーシャルワーカー面接・連携回数 1,024 1,245 957 1,146 1,889 

 ※インターネット・携帯相談は令和２年度に発達・教育初回相談窓口に統合された。元年度まで
は講師派遣依頼も含めた件数 

イ 特別支援教育マネジメントチーム 

市内小・中学校の就学相談、転学相談、心理や医療の専門家による巡回相談等、通級入級・

特別支援教室利用相談等の業務にあたり、特別支援教育の充実と発展を図るための活動を

行った。 

年  度 
項  目 

2 3 4 5 6 

就学相談件数 224 243 255 248 229 

転学相談件数 42 66 72 52 43 

巡回相談件数 36 50 53 40 41 

通級入級 

相談件数 

特別支援教室 114 135 111 129 125 

難聴・言語 22 15 18 19 17 

第二次多摩市特別支援教育推進計画に基づく、行政・学校・保護者・関係機関の連携の強

化についても各種会議への参加等、連携強化を行った。第二次多摩市特別支援教育推進計画

の計画期間が終了することに伴い、第三次多摩市特別支援教育推進計画の策定に着手し、有

識者会議を発足させ、会議を実施した。計画策定にあたって、実態調査のアンケートや子ど

もの意見聴取などを行い、素案の検討を行った。  
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ウ 適応教室（ゆうかり教室）、ＶＬＰ事業、適応指導（日本語指導） 

適応教室では、市内の公立小・中学校に在籍し、何らかの理由により学校に登校しない・

できない児童・生徒を対象に、様々な個別指導や集団活動を通して、集団生活への適応力を

高め、早期の学校復帰に向けた支援を行った。 

ＶＬＰ事業では、学校に登校しない・できない児童・生徒や日本語指導が必要な児童・生

徒に対して、オンライン上の３Ｄ仮想空間「ＶＬＰ（バーチャル・ラーニング・プラットフォー

ム）」を活用し、従来の対面での支援に加え、オンラインでの学習支援や相談場所・居場所

づくりを行った。現実社会での支援だけでなく、仮想空間での支援を行うことは、学校とい

うリアルな場を活用できない児童・生徒にとっての、居場所としての選択肢の広がりにつな

がっている。オンライン上での学習支援として学習支援システム「デキタス」を導入し、ゆ

うかり教室や校内別室などでも利用をすすめた。こうしたオンライン上の支援についての理

解を深め、必要な児童・生徒へサービスが届くように、市内小中学校の教員へ向けて出前説

明会として、希望のあった14校に操作説明などを実施した。 

適応指導（日本語指導）では、帰国児童・生徒や外国籍などで、日本語の指導が必要な児

童・生徒に対して、市立小・中学校へ指導員を派遣し、日本語や生活習慣について指導や支

援を行った。 

 
     

2 3 4 5 6 

ゆうかり教室通室者数 32 49 73 76 46 

ゆうかり教室週1日以上の定期通室者数 ― ― 31 35 30 

プログラム改善事業
（コアラタイム） 

回数 ― ― 33 43 43 

参加人数 ― ― 276 303 278 

適応指導（日本語指導）実施人数 18 19 17 24 27 

VLP 
不登校支援 ― ― ― 28 38 

日本語指導 ― ― ― 3 3 

・適応教室プログラム改善事業（コアラタイム） 

令和４年度から開始した、学習指導、生活指導以外の学びのプログラムで児童・生徒の社会

的自立を支援するプログラム（事業）である。ボードゲーム、モノづくり、自分たちで企画を

考えるなど、子どもたちにとって魅力のあるコンテンツを提供し、意欲を高め自己肯定感を育

むこと、また、個別の関わりが多い子どもたちがプログラムの中で自然と他者と関わり、コミュ

ニケーションできる機会をつくることを目的としている。 

・ゆうかり教室保護者交流会 

「コアラタイム」の導入等により、通室する児童・生徒が増加していることを踏まえ、ゆう

かり教室で子どもたちがどのように過ごしているのかを知る機会を作ること、また保護者同士

の交流・情報交換等ができるようにすることを目的とし、令和５年度から、「ゆうかり保護者

交流会」を開始した。今年度は２回開催し、第１回目９名、第２回目８名の参加があった。参

加者からは、開催継続の要望があったため、令和７年度も２回実施予定である。 

・ゆうかり教室「スポーツの時間」の取組 

令和６年度から、体を動かす集団活動を週に２回実施する取り組みを導入した。家で過ごす

時間が多くなりがちな児童・生徒にとって、体を動かす貴重な時間となり、複数の子どもが、

積極的に参加し、多くの笑い声が聞こえる有意義な時間となっている。 

年  度 
項  目 
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３ 社 会 教 育 
 

 

(1) 多摩市学びあい育ちあい推進審議会 

 

教育委員会組織が連携し効果的に社会教育行政が推進できるよう、社会教育委員の会議と

公民館運営審議会を統合し、図書館協議会や文化財保護審議会の委員等も加え平成２４年４月

１日に設置した。 

本審議会は社会教育の振興及び社会教育と学校教育の連携を図るとともに、生涯学習の理

念を踏まえ、教育活動に関わる全ての市民の心身ともに健やかな成長に資する教育行政を推

進するため、教育委員会の諮問に応じて調査審議し答申するほか、必要に応じて教育委員会

に提言することができるものである。学びあい育ちあい推進審議会委員は、社会教育行政等

に市民の意見を反映させるための、地域住民と行政のパイプ役を担っている。 

 

令和６年度学びあい育ちあい推進審議会審議状況等              単位：回 

            月別 
 区別 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

定  例  会 1 1  1   1   1 1  6 

東京都市町村社会教育委員 
連絡協議会関係 会議・大会等 

1 1  2   2  1  1  8 

計 2 2 0 3 0 0 3 0 1 1 2 0 14 

 

令和６年度学びあい育ちあい推進審議会活動内容 

会 議 名 年 月 日  内             容 

定 例 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定 例 会 

 

令和6年4月15日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年5月20日 

 

(協議) 

 

 

 

 

 

 

(報告) 

 

 

 

 

 

 

(連絡) 

 

(報告) 

 

①会長・副会長の選出について 

②第二次多摩市教育振興プランの更新に関する意見照会

(案)について 

③東京都市町村社会教育委員連絡協議会第３ブロック研修

会について 

④令和６年度多摩市文化団体連合への補助金交付について 

⑤令和６年度社会教育関係団体補助金の交付について 

①「遊々の森」の協定面積の変更について 

②公民館事業進捗状況について 

③令和６年度公民館年間事業計画について 

④令和６年度多摩市立図書館事業計画について 

⑤図書館システム機器入替に伴う休館について 

⑥多摩市本のまちプロジェクトについて 

⑦令和５年度地域学校協働活動研修の実施について 

①令和６年度東京都市町村社会教育委員連絡協議会定期総

会について 

①東京都市町村社会教育委員連絡協議会定期総会について 

②公民館事業進捗状況について 
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会 議 名 年 月 日  内             容 

 

 

 

 

 

 

 

定 例 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定 例 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定 例 会 

 

 

 

 

定 例 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年7月29日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年10月21日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和7年1月20日 

 

 

 

 

令和7年2月19日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(協議) 

 

 

(報告) 

 

 

 

 

 

 

 

(協議) 

 

 

 

 

 

 

(連絡) 

 

(報告) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(協議) 

(報告) 

 

 

(協議) 

 

(報告) 

 

 

 

 

(連絡) 

③日野市・多摩市の「多様な学びの場構築広域連携事業」

について 

④第１５回子ども読書まつり《ほんともフェスタ》について 

⑤令和６年度の生涯学習推進計画の進め方について 

①第二次多摩市教育振興プランの更新について 

②東京都市町村社会教育委員連絡協議会第３ブロック研修

会について 

①令和６年度東京都市町村社会教育委員連絡協議会 

第１回理事会について 
②「国登録有形文化財保存活用計画」策定方針について 

③公民館事業進捗状況について 

④令和５年度公民館事業報告書について 

⑤教育部所管施設におけるキャッシュレス決済の導入につ

いて 

⑥令和５年度地域学校協働活動の取り組みについて 

①多摩市使用料等審議会委員の推薦について 

②第４次多摩市生涯学習推進計画の令和５年度内部評価に

ついて 

③第二次多摩市教育振興プランの更新に関する意見につい

て 

④東京都市町村社会教育委員連絡協議会第３ブロック研修

会について 

①多摩市立中央図書館開館１周年記念イベントの開催につ

いて 

①公民館事業進捗状況について 

②令和６年度東京都市町村社会教育委員連絡協議会第３ブ

ロック研修会の報告について 

③多摩市立八ヶ岳少年自然の家の宿泊利用料金の改定につ

いて 

④令和５年度多摩市立図書館事業評価について 

⑤第４次多摩市生涯学習推進計画の令和５年度内部評価報

告及び中間見直しのスケジュールについて 

⑥第４７回多摩市民文化祭について 

①多摩市文化芸術振興計画の策定について 

①令和６年度東京都市町村社会教育委員連絡協議会交流大

会・社会教育委員研修会について 

②公民館事業進捗状況について 

①(仮称)第二次多摩市読書活動振興計画への意見照会につ

いて 

①(仮称)多摩市文化芸術振興計画原案について 

②公民館事業進捗状況について 

③令和６年度公民館等利用者懇談会の報告について 

④ベルブ永山及びヴィータ・コミューネにおける 

Open Roaming 対応公衆 Wi-Fi 提供開始について 

①第１６回子ども読書まつり《ほんともフェスタ》の開催

について 
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令和６年度東京都市町村社会教育委員連絡協議会関係 

研 修 名 年 月 日 内       容 

定 期 総 会 
社会教育委員 
研 修 会 

令6年4月20日 【社会教育委員研修会】 
演 題：共に学びあう社会教育の実現に向けて 

～ 社会教育行政に求められる障がいをもつ人への 
生涯学習支援 ～ 

講 師：明治大学文学部教授 小林 繁 氏 

役 員 会・ 
拡大役員会 

令6年5月21日 （報告事項） 
令和５年度(一社)全国社会教育委員連合 第３回総会について 
他１件 

（協議事項） 
令和６年度都市社連協役員会等事業日程表(案)について 
他２件 

役 員 会・ 
拡大役員会 

令 6年 7月 9日 （報告事項） 
令和６年度役員・理事名簿および輪番表他について 他４件 

（協議事項） 
令和６年度都市社連協ブロック研修会について 他２件 

理 事 会 令和6年7月9日 （報告事項） 
令和６年度役員・理事名簿および輪番表他について 他４件 

（協議事項） 
令和６年度都市社連協ブロック研修会について 他２件 

第３ブロック 
研 修 会 

令和6年10月5日 統一テーマ：自ら学び、あなたと考え、ともに創るわたしたちの
まちと未来 

研修テーマ：自ら学び、あなたと考え、ともに創るわたしたちの
まち「多摩市」と未来 

第１部 
基調講演 
演題：学びあい育ちあいの縁から生まれる人づくりと街づくり 
講師：大妻女子大学教授・前多摩市学びあい育ちあい推進審議

会会長 炭谷 晃男 氏 
第２部 
多摩市立中央図書館施設見学（説明・見学） 

役 員 会・ 
拡大役員会 

令和6年10月15日 （報告事項） 
令和６年度都市社連協ブロック研修会について 他３件 

（協議事項） 
令和６年度都市社連協交流大会・社会教育委員研修会について 

他２件 

交 流 大 会 
社会教育委員 
研 修 会 

令和6年12月14日 第１部 交流大会 
・式典 
第２部 
・各ブロック研修会実施報告 
第３部 社会教育委員研修会 
演題：生涯学習と学校教育の連携について 
内容：事例紹介及びパネルディスカッション 

理 事 会 令和7年2月18日 （報告事項） 
令和６年度 (一社)全国社会教育委員連合第２回総会について 

他２件 
（協議事項） 

令和６年度東京都市町村社会教育委員連絡協議会表彰について 

他２件 
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(2) 家庭教育支援事業 

  

核家族化や少子化が進む中、保護者等は様々な子育ての課題に直面している。このような保

護者等の悩みに寄り添い不安の解消を図るため、乳幼児期や小中学生の子どもを持つ保護者等

を対象として、以下の事業を実施した。 

 

 

ア 家庭教育学級の実施 

子育てなど、家庭教育に関する学習の場の設定及び情報の提供を行い、家庭の教育力の向

上を図ることを目的とした「家庭教育学級」事業を実施した。 

年度ごとに、小学校・中学校・幼稚園・保育園の中から開催を希望する学校、園でＰＴＡ

や保護者会を含む実行委員会を組織し、家庭教育に関する学習会を開催している。（令和６

年度は７校で実施） 

 

 

イ 家庭教育講座の実施 

子育て期の保護者が気軽に参加しやすい講座として、公民館や児童館を会場に「家庭教育

講座」を実施した。講座への参加を通じて、家庭教育に関する学習機会の提供や参加者同士

の交流、地域施設とのつながりができるような場となるとともに、家庭教育について新たな

気付きを持ってもらうことを目的として実施した。（令和６年度は４施設４講座実施） 

 

 

(3) 社会教育団体への支援 

 

社会教育団体（成人教育に関する団体で構成される連合体）である、多摩市公立小・中学校

ＰＴＡそれぞれの連合体に対し、定例会や市長・教育長懇談会などの会議運営の支援を行っ

ている（補助金については、いずれの連合体も令和６年度は交付なし）。また、各学校単

位で組織しているＰＴＡ及びＰＴＡと同様の活動をしている団体の見直しが進んでいるこ

とから、それぞれの連合体でも負担軽減のため、活動内容の見直しを行っている。 

 

ア 多摩市立小学校ＰＴＡ連絡協議会（小Ｐ連） 

市内には１７校の小学校があり、各校のＰＴＡ及びＰＴＡと同様の活動をしている団体

（父母会・世話人会）は、組織形態にこだわらず小Ｐ連に参加することができ、令和６年度

は１５団体（うち休会３団体）が加盟している。これらの団体同士が連絡を取り合い、「今

後のＰＴＡのあり方について」をテーマに市長・教育長懇談会の開催や「小Ｐ連だより」の

発行を通じて、各校ＰＴＡ組織の活動の活性化や家庭の教育力の向上に貢献している。 
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イ 多摩市立中学校ＰＴＡ連合会（中Ｐ連） 

市内には９校の中学校があり、各校のＰＴＡ及びＰＴＡと同様の活動をしている団体で構

成されており、令和６年度は全９団体（うち休会１団体）が加盟している。コロナ禍で中止

としていた高校説明会については形式を変更して再開、定例の運営委員会において各ＰＴＡ

間の情報交換等を行うほか、災害対策、ＰＴＡ、部活動についての３つをテーマに市長・

教育長懇談会の開催や「中Ｐ連だより」を発行して活動内容の情報発信を行った。 

 

 

(4) 地域学校協働活動 

 

地域教育力の低下が指摘され、子どもを取り巻く状況が様々に変化する中で、平成２０年度

から地域教育力支援コーディネーターを配置し、学校支援の手法や課題等の分析、支援策の試

行実施及び成果の検証を経て、平成２３年度から教育連携支援事業を開始した。 

平成３０年度に市内公立小・中学校全校で教育連携支援事業を展開したことを受けて、令和

元年度から学校・家庭・地域の連携・協働を推進するため、段階的に地域学校協働活動への移

行を開始し、令和３年度に市内公立小・中学校全校の移行が完了した。 

また、地域の団体等と連携し、子どもたちの学びの提供を行っている。 

 

ア 協働活動推進の担い手 

(ｱ) 地域教育力支援コーディネーター 

市内小・中学校に配置している地域学校協働活動推進員を統括するとともに、学校の課題

や要望に対して、地域の人材やＮＰＯ、大学、企業等と連携を図りながら支援するために、

教育委員会に配置している専門スタッフ 

 

(ｲ) 地域学校協働活動推進員 

学校・家庭・地域が連携・協働し、地域の特色を生かして、子どもの成長を育む体制を整

えることを目的に活動し、学校と地域学校協働活動ボランティアとの間に立ち、相互の適切

な連携関係を作り、総合的な連絡・調整を行う役割を担う人材 

 

イ 地域の力を生かした学習支援の推進 

各学校に地域学校協働活動推進員を配置し、保護者、地域住民や大学生等による学習の補

助、基礎学力の定着及び学習習慣の確立に向けた授業時間以外での補習（地域未来塾）、様々

な体験活動の機会の提供等に取り組んだ。 

 

○対象学校数：２６校 

○地域学校協働本部設置数：２３か所 

○参加ボランティア人数：６，４７７人（延べ） 
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(5) 子ども体験事業 

 

子どもたちが豊かな自然に親しみ、自主的・自発的に遊ぶことのできる場を提供することに

より、遊びを通して、心身や情緒を成長・発達させ、また社会性を身につけることを目的とし

て、主旨に賛同する市内大学との市民協働委託により大谷戸プレーパークＴＡＭＡを実施した。 

また、野外活動の必要性、自然体験活動、子どもとの関わり方など技術を学び、子どもたち

のさまざまな体験活動をサポートする自然体験活動指導者養成講座を年間通して開催し、４人

の参加があった。 

   

○実施期間：令和６年４月～令和７年３月の毎月１回土曜日に実施 

○実施日数：１２日 

○参加人数：１，６７８人（年間） 

 

大谷戸プレーパークＴＡＭＡ 

 

 



90 

 

(6) 学校開放 

 

多摩市における社会教育の振興を図るため、学校教育に支障のない範囲内で、社会教育活動

を行っている団体に昭和５０年１２月から市立小・中学校全校の学校開放を実施している。 

また、社会教育活動をさらに充実させるために、市立中学校全校に設置したクラブハウスを

軽スポーツ等の活動を中心に市民の利用に供している。 

学校開放事業は、平成２６年４月１日から有料化した。使用料は、１時間あたり校庭３００円、

体育館４００円、クラブハウス・特別教室２００円、テニスコート３００円、校庭夜間照明設

備９００円（別に校庭使用料３００円が加算）、陶芸窯は１回あたり１，０００円としている。

使用料の徴収は、団体が事前に使用券を購入し、使用後に使用終了報告書に貼付する方式で徴

収している。 

 

ア 開放施設及び開放時間 

※ ただし、学校教育に支障のない範囲とする。 
※ 学校開放の期間は、１月４日から１２月２８日までとする。 

 

イ 開放施設の使用対象団体 

原則として、多摩市に在住、在勤又は在学するものが半数以上を占める１０人以上からな

る団体で、当該団体の責任者として成人が含まれていること。（多摩市に在住、在勤又は在

学する者が半数未満の場合は、市外団体とする。） 

 

ウ クラブハウス 

中学校全校に設置している施設で、主に軽スポーツ等に使用でき、社会教育施設として地

域での活動の場となっている。 

開放施設 

 

 

開放日 

開     放     時     間 

校庭 

テニスコート(全中学校) 

体育館 
教室 

多目的ホール 

夜間照明設備 

(3 中学校) 

クラブハウス 

(全中学校) 
陶芸窯 

土 曜 日 
日 曜 日 
国民の祝日 
長期休業日 

夏期(4 月～9 月) 
8:30～18:00 

冬期(10 月～3 月) 
8:30～17:00 

8:30～21:30 日没～21:30 8:30～21:30 8:30～21:30 

平 日 

夏期(4 月～9 月) 
下校時刻～18:00 

冬期(10 月～3 月) 
下校時刻～17:00 

下校時刻～21:30 下校時刻～21:30 
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エ 校庭夜間照明設備 

和田中学校、多摩永山中学校、鶴牧中学校の校庭に設置してあり、スポーツ・レクリエー

ション活動の振興を図っている。主に野球、ソフトボール、サッカー等に使用できる。（た

だし、天候及びグランドコンディションの悪い場合を除く。） 

 

オ 開放状況（令和６年度開放施設） 

小学校 １７校（全校） ・ クラブハウス  ９校（中学校全校） 

中学校   ９校（全校）  ・  夜間照明    ３校（和田中・多摩永山中・鶴牧中） 

 

カ 使用団体 

※この外、自治会等を単位とした団体が、主にスポーツ・レクリエーション活動に利用している 

 

 夜間照明設備付き校庭を使用したサッカー練習   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学校校舎大規模改修にあわせて改修された和田中学校クラブハウス   

 

スポーツ団体 
野球・ソフトボール・サッカー・テニス・バレーボール・バスケットボール・ 

バドミントン・剣道・空手・卓球・社交ダンス・体操など 

そ の 他 
子ども会・青少年問題協議会地区委員会・音楽活動（器楽演奏、合唱他）・ 

保育園行事など 
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(7) 文化財保護審議会  

 

多摩市文化財保護審議会は、教育委員会の諮問に応じて、文化財の保護及び活用に関する重

要事項を調査審議し、これらの事項について教育委員会に建議するために設置された。審議会

委員の任期は２年、令和６年度の委員総数は９人（定数１０人）である。 

 

令和６年度開催状況 

回 開催日 内 容 

1 令和6年6月21日 ⑴ 協議 

① 会長・副会長の選出 

② 第二次多摩市教育振興プランの更新に関する意見について 

③ 文化財記録撮影フィルム・ビデオ等の処分について 

⑵ 報告 

① 多摩市文化財保護審議会の協議予定等について 

② 令和６年度文化財保護事業の予定について 

③「国登録有形文化財保存活用計画」策定方針について 

④ 文化財保存及び活用事業費補助金の考え方について 

⑤ 都指定史跡「稲荷塚古墳」暫定整備について 

⑥ 都・市指定天然記念物の保存処置について 

⑦ 旧多摩聖蹟記念館事業について 

⑧ 多摩ふるさと資料館事業について 

⑶ その他 

2 令和6年8月2日 ⑴ 協議 

① 副会長の選出 

② 第二次多摩市教育振興プランの更新に関する意見について 

③「国登録有形文化財保存活用計画」策定に向けた進捗状況について 

⑵ 報告 

① 文化財記録撮影フィルム・ビデオ等の取扱いについて 

② 多摩市文化財保存及び活用事業費補助金の近年の状況について 

③ 旧富澤家住宅の修繕等について 

④ 多摩市立市民活動・交流センター及び多摩市立多摩ふるさと資料館

の指定管理者の選定について 

⑶ その他 

3 

 

 

 

 

 

令和6年11月1日 

 

 

 

 

 

⑴ 協議 

①「国登録有形文化財保存活用計画」の策定状況及びサウンディング

調査について 

② 文化財施設劣化度調査の実施について 

⑵ 報告 

① 第二次多摩市教育振興プランの更新に関する意見について 
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回 開催日 内 容 

 

 

 

 

② 文化財記録映像制作事業について 

③ 都・市指定天然記念物の保存処置について 

④ 旧多摩聖蹟記念館事業について 

⑤ 旧富澤家の修繕等について 

⑶ その他 

4 令和7年2月10日 ⑴ 協議 

①「国登録有形文化財保存活用計画」の策定状況について 

② 令和７年度文化財保護事業について 

⑵ 報告 

① 文化財記録映像制作事業について 

② 都指定史跡「稲荷塚古墳」暫定整備について 

③ 市指定天然記念物の保存処置について 

④ 旧富澤家修繕工事の実施状況及び多摩中央公園・旧富澤家のグラン

ドオープンについて 

⑤ 多摩市立市民活動・交流センター及び多摩市立多摩ふるさと資料館

の指定管理者の選定について 

⑥ 旧多摩聖蹟記念館事業について 

⑶ その他 

 

(8) 文化財保護事業  

 

市内文化財の適切な保護・保存に取り組むとともに、文化財の活用のために必要な措置を講

じ、郷土の文化に対する市民の理解促進に努め、後世に継承するため、次の事業を実施した。 

 

ア 文化財映画の貸出及び撮影記録映像ダイジェスト版の作成 

多摩ニュータウンの開発や都市化の流れにより、変貌し消えつつある多摩市の原風景や暮

らしを映像にとどめ、後世に伝えるため、昭和５４年から撮影を始め、昭和５９年度から平成

９年度にかけて１０本の文化財映画を製作した。文化財映画は無料で貸出を行っている。 

また、多摩市で４０年以上継続されてきた文化財等の撮影記録映像を後世に継承するために、令

和７年度に多摩市デジタルアーカイブで公開予定の文化財記録映像のダイジェスト版を１２本作

成した。 

 

イ 文化財資料の貸出、小・中学校見学対応 

学校教育との連携を図り、社会科カリキュラム、総合的な学習等に合わせた文化財資料（考

古、歴史、民俗・生活資料）の貸出等を実施した。 

また、文化財施設（多摩ふるさと資料館、旧加藤家・旧有山家、旧多摩聖蹟記念館）にお

いて小・中学校の見学対応を１３件実施した。 
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ウ 指定天然記念物の保存処置 

近年、東京地方でシイ類、カシ類及びコナラ等を加害する“カシノナガキクイムシ”の食

害により枯死する樹木（ナラ枯れ）が多くなっていることから、都指定天然記念物「平久保

のシイ」に対して、被害防止対策として薬剤散布を実施した。 

また、市指定天然記念物「シダレザクラ」（鶴牧西公園内）は、樹木医による成育環境の

確認及び樹勢回復のための調査を実施した。 

 

エ 展示・普及事業 

(ｱ)「東京文化財ウィーク２０２４」事業  

地域における文化財保護事業の理解推進、地域との連携、文化財の活用等を図るため、東

京都全域で行われた「東京文化財ウィーク２０２４」事業（東京都教育委員会主催）の一環

として、企画事業３件、公開事業３件を実施した。 

 

 № 事業名・展示会名・〔場所〕 期 間 来場者数 

企

画

事

業 

1 
秋季企画展「志士の筆あと～幕末の激動を 

生きた憂国の士～」  〔旧多摩聖蹟記念館〕 

令和 6年 10 月 10 日 

～12 月 22 日 
2,835人 

2 
特別展「多摩の里山と人びとのくらし」 

〔多摩ふるさと資料館〕 

令和 6年 10 月 19 日 

～12 月 15 日 
580人 

3 
特別公開「都指定有形文化財（彫刻）木造随

身倚像」                    〔小野神社〕 
令和 6年 11 月 10 日 107人 

 

 № 公開文化財名・〔公開場所〕 期 間 来場者数 

公

開

事

業 

1 
都指定史跡・稲荷塚古墳 

〔稲荷塚古墳〕 

令和6年10月26日 

～11 月 4 日 
18人 

2 
都指定史跡・霞ノ関南木戸柵跡 

〔熊野神社〕 

令和6年10月26日 

～11 月 4 日 
1人 

3 
都指定天然記念物・平久保のシイ 

〔平久保公園〕 

令和6年10月26日 

～11 月 4 日 
34人 

 

(ｲ) 東京都埋蔵文化財センター共催事業 

多摩の歴史や文化財等を学ぶ一端とする講演会を東京都埋蔵文化財センターと共催で実

施した。 

 

事業名・〔場所〕 開催日 来場者数 

文化財講演会「映像で見る多摩の歴史と発掘調査」 

〔東京都立埋蔵文化財調査センター〕 
令和7年3月2日 73人 
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(9) 埋蔵文化財発掘調査事業 

 

多摩市内には、土木工事等の開発事業を行う際に届出が必要となる「周知の埋蔵文化財包蔵

地」が２９７か所、設定されている。令和６年度は開発行為等に伴う埋蔵文化財の発掘届（通

知）が１２４件提出された。その中で、宅地造成や地盤改良工事等の地下に大きな影響を及ぼ

す住宅工事に対して、試掘確認調査を９件、地中レーダー探査を１件実施した。本発掘調査の

実施はなかった。 

 

令和６年度埋蔵文化財調査実施状況 

№ 種別 遺跡名 工事内容 
所在地 

（多摩市） 

1 確認調査 和田西遺跡 集合住宅 和田 

2 地中レーダー探査 中和田横穴墓群 宅地造成 和田 

3 試掘調査 中和田横穴墓群 宅地造成 和田 

4 試掘調査 榎田山遺跡 宅地造成 連光寺三丁目 

5 試掘調査 落川・一の宮遺跡 宅地造成 一ノ宮一丁目 

6 試掘調査 船ヶ台遺跡群№４ 宅地造成 連光寺六丁目 

7 試掘調査 落川南遺跡 宅地造成 落川 

8 試掘調査 和田・百草遺跡 宅地造成 和田 

9 試掘調査 榎田山遺跡 宅地造成 連光寺三丁目 

10 試掘調査 向ノ岡遺跡 個人住宅 連光寺一丁目 
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(10) 古民家（旧有山家住宅・旧加藤家住宅・旧富澤家住宅）管理運営事業 

 

一本杉公園内にある旧有山家は、市指定有形文化財として保護・保存を図るとともに、展示

施設として公開している。また、旧加藤家は、展示施設及び古民家の特色を生かした古民家体

験学習、茶会、句会等の活動の場として利用登録団体に開放している。 

多摩中央公園内にある旧富澤家は、文化財として保存・公開するとともに、学習、語らいの

場等として、施設の一部を除き団体に開放している（令和６年度は休館）。 

令和７年４月から指定管理制度を導入し、ＴＡＭＡセントラルパークＪＶが管理運営を行う。 

 

 多摩中央公園内の旧富澤家   

 

 

ア 展示事業（旧富澤家） 

令和５年８月から令和７年３月まで休館していたため、展示事業は実施していない。 

 

イ その他事業 

一本杉公園内の炭焼き窯を市民団体に貸出した。 

  

 

 

№ 実 施 期 間 

1 令和6年11月3日 ～ 12月8日 

2 令和7年1月19日 ～ 2月23日 

3 令和7年3月2日  ～ 4月6日 
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(11) 旧多摩聖蹟記念館管理運営事業 

 

都立桜ヶ丘公園内にある旧多摩聖蹟記念館は、市指定文化財として保護・保存し、展示・見

学施設、貸ギャラリーとして活用するとともに企画展の開催、記念館広報誌の発行、多摩市植

物友の会との共催による自然観察会等を実施している。同館は市指定有形文化財であるととも

に、東京都の「特に景観上重要な歴史的建造物等」に選定され、令和４年６月には一般社団法

人 ＤＯＣＯＭＯＭＯ Ｊａｐａｎ（ドコモモ・ジャパン）による「日本におけるモダン・ムーブ

メントの建築」に選定された。 

 

 都立桜ヶ丘公園内の旧多摩聖蹟記念館   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 展示等事業 

同館の収蔵物である幕末、明治に活躍した人々の書画等の展示や共催事業を実施した。 

№ 期 間 事 業 名 来館者数 

1 
令和 6年 2月 29 日 

～ 5 月 26 日 

2024 年度春季企画展「多摩聖蹟記念館と建

築家・蔵田周忠」（東京都市大学共催事業） 

3,270 人 

※1 

2 
令和 6年 6月 27 日 

～ 9 月 16 日 

2024 年度夏季企画展「オリンピック競技が

走った多摩の道-多摩ニュータウン・コー

ス今昔-」 

818 人 

3 
令和 6年 10 月 10 日 

～ 12 月 22 日 

2024 年度秋季企画展「志士の筆あと～幕末

の激動を生きた憂国の士～」 
2,835 人 

4 
令和 7年 1月 4 日 

～ 3 月 2 日 

2024 年度冬季企画公募展「聖蹟ＫＡＫＩＺ

ＯＭＥ書道展」 
1,806 人 

5 
令和 7年 3月 13 日 

～ 5 月 25 日 

2025 年度春季企画展「連光寺の桜と旧多

摩聖蹟記念館」 

1,214 人 

※2 

※１ 来館者数は令和６年４月１日～５月２６日の人数 
※２ 来館者数は令和７年３月１３日～３月３１日の人数 
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イ その他事業 

事 業 名 内 容 参加者数 

自然観察会 

（8回） 

「多摩市植物友の会」との共催事業 

毎年 8月・9月・1月を除く毎月第 1火曜日開催 

（雨天時は中止） 

440人 

植物写真展示 「多摩市植物友の会」の協力による植物写真展示（毎月） ― 

子ども昆虫観察会 

（1回） 
環境政策課と共催（令和 6年 11 月 16 日開催） 12人 

音楽の集い 
都立桜ヶ丘公園と共催「音楽の集い～歴史・自然とかな

でるハーモニー」（令和 6年 11 月 2 日開催） 
60人 

「日本におけるモ

ダン・ムーブメント

の建築」選定プレー

ト贈呈式 

一般社団法人 DOCOMOMO Japan「日本におけるモダ

ン・ムーブメントの建築」選定プレート贈呈式・施設見

学会（令和 6年 11 月 9 日開催） 

25人 

広報誌「雑木林」

発行 

偶数月に実施事業や収蔵資料紹介、自然観察会の記録等

を掲載する広報誌を発行（vol.219～224／各 1,200 部) 
― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 旧多摩聖蹟記念館内部   
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(12) 多摩ふるさと資料館管理運営事業 

 

多摩ふるさと資料館は、文化財を保管するとともに、収蔵展示及び文化財を利用した体験学

習、情報発信等を行うことにより、郷土の文化に対する市民の理解促進を図り、後世に継承す

ることを目的に、令和４年４月１日に開館した。資料館には文化財資料の展示を行う「展示室」

５室と、市内小・中学生を中心とした社会科見学のオリエンテーション等を行う多目的室、文

化財資料の収蔵室がある。 

 

ア 実施事業 

№ 期 間 事 業 名 開催場所 来場者数 

1 
令和6年7月19日 

～9月1日 

旧多摩聖蹟記念館出張展「聖蹟桜ヶ丘のはじ

まり-多摩連光寺の『聖蹟』化と多摩聖蹟記

念館-」 

多目的室 
― 

※3 

2 
令和6年7月20日 

～9月8日 

夏季企画展「多摩の思い出写真展～ちょっと

昔の多摩センター～」 
展示室１ 

― 

※3 

3 令和6年7月27日 
夏休みイベント 

 まが玉をつくろう！ 
多目的室 11人 

4 
令和6年10月19日 

～12月15日 
特別展「多摩の里山と人びとのくらし」 多目的室 580人 

5 令和7年3月9日 
キタカイ防災フェスタ2025 

 展示室５解説 
展示室５ 338人 

※３ 自由入場としていることから来館者（入場者）数のカウントはしていない 

 

イ その他事業 

№ 期 間 事 業 名 開催場所 参加人数 

1 
令和6年11月3日 

～11月17日 

「多摩のめかいづくり講座」（全5回） 

（主催：多摩めかいの会・多摩市グリーンボ

ランティア連絡会 

共催：多摩市教育委員会） 

多摩市立市

民活動・交

流センター

創作活動室

２他 

延71人 
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多摩ふるさと資料館 展示室の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 展示室２   

「埋蔵文化財 ― 縄文時代から古代までを 

中心に歴史を知る」 

 

 展示室４   

「生業（なりわい）― むかしの仕事を学ぶ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 展示室１   

「導入 ― 多摩ふるさと資料館へようこそ！」 

 

 展示室３   

「くらし ― むかしの暮らしを見る、学ぶ」 

 

 展示室５   

「働く車 ― 運搬中心の大型民具を見る、学ぶ」 
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(13) 公民館開催事業 

ア 地域・生活課題を考える事業  

事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

1 市民企画講座 

市民団体から地域、生活課題等の

企画を募集し自主的な学習活動の

促進を図り、広く学習の機会を提

供する 

8～3 月 21 

 

 

集会室 

他 

688 

2 ベルブぜみ 

地域課題を掘り起し、継続した学

習から課題意識が地域づくり・人

づくりにつながるよう実施 

「落語うんちく講座」 

3/8・15 2 

 

 

集会室 

他 

24 

3 地域課題講座 

地域の生活課題を共有し解決の糸

口を見出すため、コミュニティセ

ンター等の関係機関と共催で開催 

①貝取こぶし館 

②関・一つむぎ館 

①10/17 

②12/12 
各 1 

コミュニ
ティセン
ター 

① 25 

② 21 

4 

街でバリスタ 

はじめの一歩～

セミナー＆カフ

ェ学＆発表～ 

コーヒーセミナー等により、バリ

スタが養成され、地域で活躍する

ことで、地域の担い手不足解消、心

地よい空間（サードプレイス、イン

フォーマル・パブリック・ライフ）

の創造、多摩市の魅力向上につな

げていく 

1 月 

2 月 
計 5回 

珈琲屋黒
子店舗内 

・ 

 

ギャラリー 

市民ロビー 

等 

8 

  

〔    :永山公民館 /    :関戸公民館 〕 永 関 

永 

永 

関 
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イ 学校・家庭教育支援事業  

事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

5 子育て支援講座 

子育ての不安、悩みを参加者同士

が共有し学習することを通して、

ネットワークを作る機会とする 

※子育て応援コンサートを含む 

①10/8 

②11/12 

③12/10 

④2/15 

4 

 

①②③ 
集会室 

④ 
ベルブ
ホール 

196 

6 
保育室開放デー 

（永山公民館） 

保育室を開放して、ゆったりと過

ごせる場の提供や、乳幼児とその

親同士の交流とともに子育てに関

する情報も広く発信していく 

（ミニイベント含む） 

毎月 

第3 

月曜日 

12 
保育室 

大人   39 

子ども 40 

7 
保育室開放デー 

（関戸公民館） 

保育室の親・乳幼児の自由な利用

により、家族間の交流や子育ての

側面的援助をはかる 

毎月 

第 1・3 

水曜日 

他 

28 保育室 

他 

大人  136 

子ども165 

8 
子育てつどいの

広場事業 

コーディネーターが常駐し、安心

して集い交流できる場を作るとと

もに、市内団体や保育園などとも

連携し、地域の子育て環境の充実

を図る 

毎月 

第 2・4

木曜日 

24 
 

保育室 

大人   278 

子ども 280 

9 小学生等体験講座 

学校や地域では体験しにくい専門

性の高い講座や、物づくりなど地

域の人材と関わり親子で参加体験

する講座等を開催し、世代を超え

視野を広めるきっかけをつくる 

①夏休み小学生等体験講座 

②春休みサイエンスショー 

①  8 月 

②  3 月 

① 6

② 1 

 
 

ベルブ 
ホール 

・ 

 

ヴィータ 
ホール 

他 

①  286 

②   87 

10 
春の子ども茶道

教室 

茶道の作法を通じて、挨拶の大切

さ、思いやりの心などを親子で学ぶ

(伝承文化教室として実施) 

― ― ― ― 

永 

永 

関 

永 

関 

永 
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事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

11 
学校や地域と連

携した事業 

子どもたち自身が体験で学ぶ講座

など、学校や地域と連携して地域

全体で子ども達を育む意識の普及

に取り組む（市内高校協力) 

4～12 月 1 

 

・ 

 

公民館内 

― 

12 

小学校ＰＴＡ連

絡協議会共催事

業 

小Ｐ連が企画運営する事業を共催

することで広く公民館を知っても

らい、小Ｐ連との関係づくりと家

庭の教育力向上を目指して開催 

― ― ― ― 

13 
家庭教育学級・

家庭教育講座 

子どもたちの豊かな心を育成して

いくために保護者に対して生活習

慣の重要性や子育てに関する知識

を学ぶ機会を作り、家庭の教育力

向上を目指す 

①家庭教育学級 

②家庭教育講座 

③薬物乱用防止講座 

7～3 月 13 
「市内」

小中学校 

他 

1,083 

14 
職場体験等の受

入れ 

市内中学生の職場体験や事業への

ボランティアの受入れをし、人と

接すること、働くことなどを学ぶ

※調べ学習 

9～1月 6 

 

・ 

 

公民館内 

16 

 

  

永 

関 

関 

永 
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ウ 市民・時事問題講座事業  

事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

15 
障がい者青年教

室 

心身に障がいを持つ青年を対象

に、余暇の仲間づくりや社会参加

への一歩を踏み出すきっかけをつ

くる（美術展含む） 

5～3 月 

(8・1月を 

除く) 

9 

 

集会室 

ベルブ 
ホール  

他 

157 

16 市民講座 

市民生活に身近なテーマを取り上

げ学習を継続し知識を楽しく深め

合うことで、地域での豊かな生活

に結びつける(音楽講座・グリーフ

ケア・スマホ関係事業) 

4～3 月 22回 

 

大会議室 

他 
・ 

 

音楽室 

他 

336 

17 地球大学院 

環境、貧困、生物多様性など国際的

な課題から、地域社会で生起して

いる現象などを市内の６大学との

連携で開催し、社会とどう関わる

かを考える契機とする 

8 月 

～11 月 
7 

 

大会議室 

他 
・ 

 

視聴覚室 

96 

18 伝承文化教室 

伝統・伝承文化に親しみ、参加者間

の交流も促進する。令和６年度は

高校生以上対象の「初めての茶の

湯」教室を実施 

3 月 2 

 

茶室 

和室 

25 

 

エ 地域活性化事業  

事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

19 
永山フェスティ

バル 

実行委員会がグリナード永山等と

一体になって開催する 
9 月 2日間 ベルブ

ホール 

他 

50,389 

永 

関 

永 

永 

関 

永 

関 
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事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

20 
地域イベント協

力事業 

①グリナード永山と一体になっ

て、鯉のぼり・イルミネーション

の飾り付けなどを行い、駅周辺の

賑わいづくりをする 

②聖蹟桜ヶ丘地区で行われるせい

せき桜まつりやせいせき朝顔市に

合わせ、地域活性化に資する事業

を企画実施する 

① 
4～2 月 

 

② 
4･7･3 月 

①  2 

 

 

②  3 

① 

公民館内 

他 

② 
ヴィータ 
ホール 

市民ロビー 

他 

① － 

 

 

② 1,928 

21 
ＶＩＴＡふれあ

いまつり 

地域で活動している団体間及び市

民との交流を図るとともに、公民

館の活動を知り、新たな地域活動

へのきっかけを創りだしていく 

2 月 1 

 

・ 
TAMA 
女性センター 

他 

2,596 

22 

関戸公民館 

市民ロビー活用 

事業 

市民・団体等と催事を行い、聖蹟桜

ヶ丘の賑わいつくりや公民館の周

知を図る。令和6年度は関係課・団

体への協力事業、公民館主催事業

を実施 

随時 14 市民ロビー 1,975 

 

オ 市民文化活動支援事業  

事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

23 
サロンライト

コンサート 

身近な場所で気軽に音楽に触れる

機会と談話コーナーのピアノを活

用したコンサート 

5～3 月 10 
 

ベルブ 
ホール 

1,232 

24 
ＴＡＭＡシネマ

フォーラム 

ＴＡＭＡ映画フォーラム実行委員

会が行う映画祭の支援 
11 月 8日間 

パルテノン 
多摩 

他 

10,171 

ＴＡＭＡ映画フォーラム実行委員

会が行う随時上映支援 
5～3 月 6 

 
ベルブ 
ホール 

1,751 

25 
多摩演劇フェス

ティバル 

アマチュアの劇団が実行委員会形

式で演劇公演を実施 
4～3 月 7劇団 

 
ヴィータ 
ホール 

他 

1,282 

関 

永 

永 

関 

関 

永 

関 
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事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

26 
ヴィータ・コン

サート 

市民の実行委員会と共催で実施す

る、身近な場所で音楽に親しんで

いただけるコンサート 

4～3 月 6 
ヴィータ 
ホール 1,026 

27 
Ｗｈａｔ’ｓ 

ＪＡＺＺ 

市民の実行委員会と共催で実施す

る、ジャズコンサートの開催 
6～3 月 4 

 
ヴィータ 
ホール 

1,121 

カ 情報発信事業  

事 業 名 内      容 
実施 

時期 
回数 

28 

公民館通信    

｢たのしいまち｣ 

の発行 

市民ボランティアによる公民館の

行事や各種情報のお知らせ版発行 
随時 6 

29 
ホームページで

の情報提供 
事業案内、募集などの情報提供 随時 随時 

30 
サークル紹介 

カード 

公民館施設利用団体で希望する団

体の情報提供を館内に掲示 

毎年 

8 月更新 
随時 

 

キ その他連携等事業 

事 業 名 内     容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

31 

ひの・たまULTLA

プログラム 

(日野市・多摩の

「多様な学びの

場構築広域連携

事業」) 

「多摩島しょ連携活動助成」を受

け、学校生活になじめない子どもた

ちや居場所を見つけられない大人

たちなど様々な世代が交流しなが

ら自分自身を掴み、その能力を発揮

できる学びの場づくりにより市民

暮らしを豊かにする事業を実施す

る。 

今年度は実際のプログラムに必要

なリソースの発掘、プラットフォー

ム構築、人材育成研修の実施など 

4～3 月 － 
多摩市・

日野市 

※R7以降

のプログ

ラム準備

期間 

関 

関 
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事 業 名 内     容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

32 
スマホ相談会 

（東京都） 

東京都デジタル局との連携によ

り、高齢者のスマートフォンの相

談に応じる機会を設ける 

高齢支援課と共催で体験会も実施

した 

7～3 月 10 

 

創作室 

・ 

 

ギャラリー 

155 

33 
都民寄席 

（東京都） 

東京都との連携により都民寄席を

実施し、市民及び近隣の都民の文

化イベントを実施 

1 月 1 
 

ヴィータ 
ホール 

178 

34 

ふれあいこども

まつり 

(東京都) 

東京都・東京都文化財団との共催

による子ども向け文化・芸術事業

(一部ラスカル映画祭とコラボ) 

3 月 2 日間 

 

ヴィータ 
ホール 

他 

1,579 

35 
こどものまちたま 

(市民団体共催） 

仮想のまちを子どもたちだけで運

営することを通して、内発的な学

びの場を提供する 

3 月 3 日間 
 

ヴィータ 
ホール 

187 

36 
テレビ朝日出前

講座 

社会教育や生涯学習の支援及び企

業の社会貢献活動としてテレビ朝

日が実施している出前講座を活

用。成人向けに「防災講座」を実施 

6 月 1 視聴覚室 31 

37 

ゼロから始める

マネーセミナー 

(アクサ生命 

株式会社 共催) 

年金に対して、自助努力が必要と言

われている中、ターゲット層に資産

形成に関する学習の機会を提供 

11 月 2 

 

視聴覚室 

・ 

 

大会議室 

22 

38 わがまち学習講座 

地域活動の担い手となりうる次世

代層をターゲットに展開する講座

を、文化・生涯学習推進課、協創推

進室と３課連携で実施 

12 月 3 大会議室 14 

関 

関 

関 

永 

永 

関 

関 

関 

永 
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事 業 名 内     容 
実施 

時期 
回数 会場 延参加者 

39 

新郎新婦の入場

です 

(多摩子ども劇場

共催) 

何百組というカップルの結婚式司

会を務めてきたヤノミ氏のコメデ

ィを通して、主に高学年以上の子

供たち同士の出会いの場を作るこ

とを目的に開催 

3 月 1 
ベルブ
ホール 84 

40 
高齢支援課共催

「あしたの会」 

若年性アルツハイマー病の啓発を

目的に、映画上映会と映画のモデ

ルになった認知症の本人と関係者

のシンポジウムを実施 

9 月 1 
ヴィータ 
ホール 354 

41 
東京都・子供の

デジタル体験 

今後のデジタル社会を担っていく

小中学生が、誰でも気軽に、創造性

を育むことができる「デジタル創

作体験」の機会を広げる事業を東

京都と共催で実施 

1 月 2 創作室 22 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヴィータ・コミューネ 7階の 

市民ロビー 

永山公民館と永山図書館がある 

ベルブ永山 

永 

関 

関 
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(14) 図 書 館 

 

ア 図書館の概要 

多摩市立図書館は、昭和４８年の開館以来、赤ちゃんからお年寄りまでのだれもが、気軽

に読みたい本や必要とする資料を借りられる図書館をめざして、図書館網の整備と内容の充

実に努めてきた。現在は、７つの図書館と１分室のネットワークによりサービスを提供して

いる。 

令和２年度に、「多摩市電子図書館」、「多摩市デジタルアーカイブ」を開始した。 

中央図書館開館準備のため、令和５年５月７日をもって多摩市立図書館（本館）が閉館、

７月１日に多摩市立中央図書館が開館した。中央図書館は、関戸図書館、永山図書館と同様

にセルフ貸出機等関連機器を導入し、祝日開館を行うとともに開館時間を夜８時までとした。 

令和７年３月末で「多摩市読書活動振興計画」、「第三次多摩市子どもの読書活動推進計

画」が終了することから、令和６年度から２つの計画を統合した「第二次多摩市読書活動振

興計画」の策定に向け検討を開始した。 

 

イ 多摩市図書館協議会 

図書館協議会は、図書館法の規定により図書館の運営に関し図書館長の諮問に応ずるとと

もに、図書館の行う図書館奉仕について館長に意見を述べる機関で、委員は学校教育及び社

会教育関係者、学識経験者等から組織されている。定数は７人以内で、任期は２年となって

いる。 

令和６年度は、委員７人で図書館の課題について協議した。 

 

ウ 図書館の開館日等 

名    称 開  館  時  間 休 館 日 

多摩市立中央図書館 午前9時30分～午後8時 
第1・3木曜日※国民

の祝日・休日は開館 

東 寺 方 図 書 館 

午前10時～午後5時 
木曜日 

国民の祝日・休日 
豊 ヶ 丘 図 書 館 

聖 ヶ 丘 図 書 館 

関 戸 図 書 館 
午前9時30分～午後7時30分（平日） 

午前9時30分～午後5時（土曜日曜祝休日） 

木曜日※国民の祝

日・休日は開館 
永 山 図 書 館 

唐 木 田 図 書 館 午前10時～午後5時 
月曜日 

国民の祝日・休日 

行 政 資 料 室 午前8時30分～午後5時 
土曜日・日曜日 

国民の祝日・休日 

※休館日は、このほかに年末年始・特別整理日の休館がある 
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エ 蔵書 

市民の学習・余暇・調査研究など、多様な要求に応えるため、幅広い分野で書籍・視聴覚

資料などを収集している。 

年度 購入冊数 寄贈等冊数 除籍冊数 増減 蔵書数 

2 25,349 3,871 23,325 5,895 758,945 

3 26,184 3,806 15,550 14,440 773,385 

4 31,225 3,092 12,948 21,369 794,754 

5 26,615 3,061 8,409 21,267 816,021 

6 18,189 3,985 13,910 8,264 824,285 

 

オ サービスの内容 

図書館は、資料の貸出、予約及びレファレンス（図書等に対する情報の提供）をサービス

の３本柱とし、児童・ティーンズ・障がい者という対象者別でもサービスを展開している。 

(ｱ) 貸出 

ａ 個人貸出 

市内に在住、在勤又は在学者を対象とし、貸出期間は原則として１４日間。また、京

王線沿線七市の連携事業の相互利用協定により、日野、稲城、八王子、府中、調布、町

田の市民にも貸出をしている。 

ｂ 団体貸出 

市内の各種団体を対象に長期間まとまった冊数を貸出している。 

貸出冊数及び貸出期間 

団体 貸出冊数（上限） 貸出期間 

読書会・読み聞かせ   50冊 3ヶ月 

市立小・中学校  制限なし 1ヶ月 

文庫活動団体 

500冊 
1年 

幼稚園・保育園 

市立施設 

民間施設 

児童館・学童クラブ 500冊 
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※市立小・中学校への支援 

市立小中学校の調べ学習のための図書の貸出を行った。 

令和６年度実績 

調べ学習等に対する図書の貸出（学校図書館の資料で対応できない場合に１ヶ月貸出） 

小学校１７校 ６，８１１冊  中学校８校 １，７３４冊    計 ８，５４５冊 

ｃ 協力貸出 

他市区町村等の図書館に多摩市の図書館資料を貸し出し、借用すること。 

ｄ 利用者数等 

（ａ）登録者数                         単位＝人 

年度 2 3 4 5 6 

多摩市民 39,143 37,530 35,240 40,758 42,590 

在勤在学他 586 566 528 945 1,154 

日野市民 1,768 1,650 1,467 1,925 2,195 

稲城市民 695 683 674 1,096 1,312 

八王子市民 3,535 3,269 3,013 6,589 8,176 

府中市民 625 606 588 688 787 

調布市民 126 120 101 216 275 

町田市民 738 683 572 1,616 2,150 

合計 47,216 45,107 42,183 53,833 58,639 

多摩市民の登録率 26.4% 25.4% 23.8% 27.6% 28.7% 

多摩市民の 

登録者の利用率 
56.6% 64.8% 69.5% 71.5% 66.3% 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染防止対策のため、令和２年４月８日から
５月２４日まで全館臨時休館、５月２３日から６月８日にかけて、返却、予約や
貸出等の窓口サービスを段階的に再開した 
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（ｂ）館別個人貸出者数 

                                   単位＝人 

年度 2 3 4 5 6 

中央 

（本 館） 
105,146 131,027 142,654 232,994 296,205 

東寺方 24,716 30,789 33,041 32,542 30,824 

豊ヶ丘 46,062 56,043 61,847 66,595 56,313 

関 戸 98,102 128,075 146,754 157,985 159,424 

聖ヶ丘 28,749 35,450 39,891 42,685 42,295 

永 山 141,410 182,466 201,630 207,287 192,496 

唐木田 39,532 49,419 53,935 63,446 49,414 

行政資料室 2,404 2,885 3,516 2,999 3,409 

合 計 486,121 616,154 683,268 806,533 830,380 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染防止対策のため、令和２年４月８日から
５月２４日まで全館臨時休館、５月２３日から６月８日にかけて、返却、予約や
貸出等の窓口サービスを段階的に再開した 

（ｃ）館別個人貸出点数 

単位＝点 

年度 2 3 4 5 6 

中央 

（本 館） 
292,178 356,287 338,039 477,873 582,857 

東寺方 65,374 81,193 75,495 71,049 64,077 

豊ヶ丘 115,147 139,500 134,161 136,057 114,622 

関 戸 215,623 276,828 290,668 297,862 295,721 

聖ヶ丘 72,241 87,118 90,916 89,109 83,865 

永 山 327,483 405,346 409,774 400,726 363,604 

唐木田 100,440 124,539 118,591 129,669 96,159 

行政資料室 4,951 5,899 6,186 4,862 5,873 

合 計 1,193,437 1,476,710 1,463,830 1,607,207 1,606,778 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染防止対策のため、令和２年４月８日から
５月２４日まで全館臨時休館、５月２３日から６月８日にかけて、返却、予約や
貸出等の窓口サービスを段階的に再開した 
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（ｄ）対象別貸出点数                   単位＝点 

年度 個人貸出 団体貸出 協力貸出 合 計 

2 1,193,437 20,892 6,660 1,220,989 

3 1,476,710 19,837 7,502 1,504,049 

4 1,463,830 20,236 7,306 1,491,372 

5 1,607,207 18,704 5,453 1,631,364 

6 1,606,778 19,530 6,853 1,633,161 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染防止対策のため、令和２年４月８日
から５月２４日まで全館臨時休館、５月２３日から６月８日にかけて、返却、
予約や貸出等の窓口サービスを段階的に再開した 

 

（ｅ）団体貸出の内訳                単位＝上段団体数・下段貸出冊数 

年度 
市立 

小中学校 

読書会 

読み 

聞かせ 

文庫活動 

団体 

幼稚園 

保育園 
市立施設 民間施設 

児童館 

学童 

クラブ 

その他 

学校 
合 計 

2 
26 

10,938 

26 

1,156 

1 

243 

13 

1,014 

9 

579 

11 

352 

34 

6,597 

1 

16 

121 

20,895 

3 
25 

9,089 

25 

2,069 

1 

203 

12 

1,272 

7 

1,829 

12 

542 

31 

4,788 

－ 

45＊ 

113 

19,837 

4 
25 

9,046 

24 

2,450 

1 

86 

13 

1,734 

9 

599 

13 

1,191 

29 

5,052 

2 

78 

116 

20,236 

5 
25 

7,479 

24 

2,604 

1 

121 

15 

2,067 

10 

1,069 

16 

1,255 

27 

3,886 

2 

223 

120 

18,704 

6 
25 

8,545 

26 

2,508 

1 

366 

18 

2,043 

11 

598 

13 

1,001 

28 

4,345 

2 

124 

124 

19,530 

＊団体種別の振り分けが不明な団体への貸出冊数 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染防止対策のため、令和２年４月８日から５月２４日
まで全館臨時休館、５月２３日から６月８日にかけて、返却、予約や貸出等の窓口サービス
を段階的に再開した 

※令和５年度は、５月７日本館の閉館後中央図書館が７月１日開館するまでの間、団体貸出室
の利用を停止した 

 

(ｲ) 資料の予約・リクエスト 

図書館に資料がないときに、予約（市の図書館では所蔵しているが貸出中のため順番待ち

の登録や他館から取り寄せること。）やリクエスト（図書館が所蔵していない資料に対して

入手の希望をすること。新規購入や、都立図書館等他の図書館から借用を行う。）により資

料を提供している。 

予約やリクエストにより用意ができた資料は、一定期間取り置きを行っている。  
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                                  単位＝件 

年  度 2 3 4 5 6 

所 蔵 資 料 352,086 420,599 406,076 420,276 435,897 

購     入 2,843 3,080 3,234 3,326 2,723 

借用 

国会図書館 123 208 196 159 151 

都立図書館 3,276 3,611 3,322 3,595 3,647 

市・区立図書館 4,794 5,916 6,107 5,601 5,116 

そ の 他 1,714 1,456 1,078 772 991 

情報提供や紹介 74 65 71 57 58 

辞     退 16,374 20,288 19,899 20,486 22,256 

未 刊 行 等 13 176 163 258 231 

取     消 24,093 27,832 30,881 35,783 35,495 

そ  の  他 1,321 1,138 1,190 831 1,397 

合     計 416,618 484,369 472,217 491,144 507,962 

※借用には、障がい者サービス分を含む 
※令和２年度は、新型コロナウイルス感染防止対策のため、令和２年４月８日から５月２４日まで
全館臨時休館、５月２３日から６月８日にかけて、返却、予約や貸出等の窓口サービスを段階的
に再開した 

 

(ｳ) 読書啓発活動 

読書や図書に親しんでいただくことを目的として、各種の事業を実施している。 

ａ 図書館報「やまばと通信」 

図書館のサービス、本の紹介、主要事業の開催などの情報を掲載している。令和６年

度は、６回発行した。 

ｂ 企画展示 

図書館で所蔵している図書を紹介するため、季節や時事、話題になっていることを

テーマとした展示を各図書館で実施している。 

ｃ 講座やイベント等の実施 

読書や図書に親しんでもらえるような講座やイベント等を実施している。 

 

(ｴ) 子ども読書支援サービス 

市内のすべての子どもたちが図書館を利用し、すぐれた本と出会えるようにサービスを

展開している。 

ａ ブックスタート 多摩市絵本かたりかけ事業 

絵本をとおして親子のコミュニケーションが深まることの大切さを伝えることを目

的として、健康センターで月２回行われる３～４か月児健康診査の待ち時間を活用し、

市民ボランティアと協働で、乳児期から絵本に親しむことの大切さを伝えながら、絵本、

ブックリスト、図書館案内などを差し上げている。 
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未受診者に対しては、市内各図書館、健康センター(訪問事業)において絵本の配付を

行っている。 

令和６年度対象者 ６８０人 

配付冊数 ６８０人（健診会場にて２４回実施） 

配付率  １００％ 

ｂ おはなし会の開催 

・各図書館で図書館主催と市民ボランティア団体による「おはなし会」を毎月、企画・開

催している。（各館でおはなし会だよりを発行） 

・「ブックスタート 多摩市絵本かたりかけ事業」に関連して、乳幼児と保護者を対象に

「赤ちゃんおはなし会」を開催している。 

定例のおはなし会の実施状況(赤ちゃんおはなし会を含む) 

区分 中央 東寺方 豊ヶ丘 関戸 聖ヶ丘 永山 唐木田 合計 

回数 76回 30回 17回 37回 47回 68回 32回 307回 

参加人数 1,222人 245人 245人 241人 580人 667人 299人 3,499人 

赤ちゃんおはなし会の実施状況 

区分 中央 東寺方 豊ヶ丘 関戸 聖ヶ丘 永山 唐木田 合計 

回数 12回 3回 6回 12回 10回 25回 24回 92回 

参加人数 230人 48人 79人 99人 157人 193人 236人 1,042人 

ｃ 図書館訪問 

市内の小学校(２年生)に最寄りの図書館を訪問してもらい、およそ１時間のプログ

ラムで図書館の見学、利用案内と読書案内を実施している。 

ｄ 布の絵本の購入・展示 

障がいのある子もない子も楽しめる布の絵本を市民ボランティア団体に作製を依頼

し購入。令和５年度から布の絵本や点字付き絵本、大活字本等を集めた「りんごの棚」

を各館（行政資料室を除く）に設置し、貸し出しを行っている。 

ｅ ブックリスト等の発行及び改訂 

各リストは、各図書館で希望者に配布している。また、ホームページにも掲載。 

・『赤ちゃんから絵本を』（ブックスタート多摩市絵本かたりかけ事業で配付） 

・『絵本はともだち』（ブックスタート多摩市絵本かたりかけ事業で配付） 

・『絵本のきろく』（ブックスタート多摩市絵本かたりかけ事業で配付） 

・『多摩市立図書館がおすすめする絵本のリスト』 

・『よんでみよう！』１～６年生（市立小学校児童に学校を通じ配付） 
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・『多摩市立図書館ニュース』・『なつやすみに、これよんで！』１～３年生、保護者用 

『多摩市立図書館ニュース』・『夏休みに、これ読んで！』４～６年生、保護者用 

（市立小学校児童に学校を通じ配付） 

・『多摩市立図書館ニュース』中学・高校生用（市立中学校生徒等に学校を通じ配付） 

ｆ こどもの読書週間のイベント 

「こどもの読書週間」（令和６年４月１９日～５月１５日）では、テーマを設定して

展示を行った。 

テーマ：「ご紹介します！学校図書館の取り組み」 

令和５年度に開催した「第１５回子ども読書まつり《ほんともフェスタ》」で

展示した、市立小・中学校作成の展示物を、各校の学区の地域館において展示。 

ｇ 資料選択  

資料の選択は、企画運営担当主査３を長とし図書館長が指名した職員による資料選

定会議で行い、図書館長が決定する。児童書資料は、企画運営担当２と各図書館児童担

当者が選書している。 

ｈ 第三次多摩市子どもの読書活動推進計画の推進 

第二次多摩市子どもの読書活動推進計画に続く第三次多摩市子どもの読書活動推進

計画を、平成３０年３月に策定した。策定の翌年度（平成３０年度）は、計画推進の体

制づくりのため、第三次多摩市子どもの読書活動推進連絡会等設置要綱を制定し各連

絡会を開催するとともに、第三次計画に定める具体的な取組みの着実な推進のための

「アクションプラン（平成３０年度版）」を取りまとめた。 

令和６年度は、次期計画策定のための委員会設置に伴い、一部の連絡会のみ開催（推

進連絡会０回、小・中学校連絡会０回、市民ボランティア連絡会３回、庁内連絡会書面

にて１回）とし、担当部署である図書館、関係課、市立小・中学校の各々は、アクショ

ンプラン（令和５年度）の振り返りを行い、計画の最終年度となる今年度は、取り組み

漏れなどを確認しながら、引き続き施策の推進に取り組んだ。 

ｉ 第１６回子ども読書まつり《ほんともフェスタ》 

「子どもと本を結びつける日常の活動を多くの人に知ってもらう」ことを目的として、

年度末に毎年開催している。令和６年度は、夏の７～８月と春の３月に分けて、講演会

やおはなし会を開催した。７月に開催した講演会（２つ）は、中央図書館開館一周年イ

ベントに位置付けて開催した。夏には、ワークショップを含む講座やおはなし会、年度

末には、グリナード永山と中央図書館で展示（学校図書館、児童、生徒の読書に関わる

作品、図書館おはなし会ボランティア団体の活動、中央図書館一周年記念イベントなど

の図書館事業等の紹介パネルなど）、中央図書館で講座（紙芝居）、各館をめぐるスタ

ンプラリー、特別おはなし会を行った。 

７～８月 

講演会① 

        内  容：「真鍋先生の恐竜教室in図書館 ～恐竜博士にキミもなろう！～」 
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     講  師：真鍋 真 氏（国立科学博物館 副館長・研究調整役（兼）群馬県立自然史

博物館・特別館長） 

日  時：令和６年７月１５日（月・祝）午後２時～４時 

会  場：多摩市立中央図書館 活動室１ 

対  象：市内在住、在学の小学生 

参加者数：２５名（付き添いの方含め４９名） 

    

講演会② 

内  容：「おうちでDagikワークショップ＆天文学者に聞く宇宙のハナシ」 

     講  師：萩野 正興 氏 

（天文方(天文学者／情報学博士)･国立天文台元特別客員研究員）            

日  時：令和６年７月２０日（土）午後２時～４時 

会  場：多摩市立中央図書館 活動室１ 

対  象：中学生以上 

参加者数：１９名(当日飛び入り、付き添い、見学者含め２７名) 

 

展  示 

内  容：「図書館に地球あらわる！惑星体感Dagik Earth」 

展示協力：自然科学研究機構 国立天文台、明星大学天文同好会「すばる」、 

NPO法人ダジック・アース・プロジェクト 

     日  時：令和６年７月１７日（水）・１９日（金） 

午前１０時～正午・午後２時～３時 

会  場：多摩市立中央図書館 活動室２・３ 

対  象：どなたでも 

来訪者数：１０１名（内訳：１７日・５１名／１９日・５０名） 

 

ほんともスペシャルおはなし会 夏 

     開催期間：令和６年８月３日（土）～８月３１日（土）の期間中６日開催 

会  場：多摩市立中央図書館 おはなしのへや 

     開催回数：全９回（協力：おはなし会ボランティア団体） 

  参加人数：延べ１５２人（内訳：子ども８６人・大人６６人） 

 

３月 

展示 

     会  場：①グリナード永山（２階どんぐり広場、３階エスカレーター横特設会場） 

           令和７年３月１日（土）午前１０時～３月５日（水）午後５時 

          ②中央図書館（２階全体及び１階ステッププラザ） 

           令和７年３月７日（金）～午前９時３０分～４月２日（水）午後８時 

     内  容：市立小・中学校全体の読書活動のようす、おはなし会ボランティア団体、 

小学生のみなさんからのおすすめの本、図書館事業等の紹介等 

   

講座 

     内  容：「はじめまして！紙芝居の世界～その秘密と演じ方～」 



118 

 

     講  師：松井 エイコ 氏（壁画家、紙芝居作家、紙芝居文化の会統括委員） 

日  時：令和７年３月９日（日）午後２時～４時 

会  場：多摩市立中央図書館 活動室１ 

対  象：市内在住・在勤・在学の１８歳以上の方 

参加者数：３８名 

 

ほんともスペシャルおはなし会 

     開催期間：令和７年３月１日（土）～３月２９日（土）の期間中１２日間開催 

会  場：多摩市立図書館 

実施回数：全１８回（おはなし会ボランティア団体・図書館職員） 

     参加人数：延べ３２２人（内訳：子ども１６７人・大人１５５人） 

 

イベント① 

     内  容：展示「図書館に地球現る！惑星体感 DAGIK EARTH」 

主  催：明星大学天文同好会「すばる」 

協  力：NPO法人ダジック・アース・プロジェクト 

日  時：令和７年３月９日（日）午後１時３０分～４時３０分 

会  場：多摩市立中央図書館 活動室２・３ 

対  象：どなたでも（自由入場） 

 

    イベント② 

内  容：絵本カフェ「この絵本 だいすき！～みんなでよもう💛」 

主  催：多摩市文庫連絡協議会 

日  時：令和７年３月１６日（日）午後２時～４時 

会  場：多摩市立中央図書館 活動室２・３ 

対  象：小学生から大人まで 

参加者数：１４名 

 

イベント③ 

内  容：連続講座「レイチェルさんの 小学生のための紙芝居ワークショップ」 

主  催：レイチェルさんのわくわく紙芝居シアター 

日  時：令和７年３月２２日・２９日（土）午後２時～４時 

会  場：多摩市立中央図書館 活動室１ 

対  象：小学１年生から６年生まで（要申込：１０名先着順） 

参加者数：１回目：参加６名、見学１名、保護者等１９名 

２回目：参加１２名、保護者等２１名 

 

スタンプラリー（企画課と協働で企画、実施） 

    実施期間：令和７年３月１日（土）～３月３１日（月） 

対  象：どなたでも 

（主な参加者としては、幼児～小学校低学年とその保護者等を想定） 

設置場所：図書館各館カウンター（行政資料室を除く） 

景  品：絵柄のシール（各館ごと）、全館制覇しおり（１種類） 
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      配布枚数：各館シール：８０３枚、全館制覇しおり：４５枚 

 

ｊ 子どもの読書に関する主催講座 

① 「読み聞かせ講座（初級）」 

実 施 日：令和６年５月２５日（土） 

場  所：中央図書館 活動室１ 

講  師：東京都立多摩図書館 司書 

参加人数：２６名 

② 「絵本の森」 

実 施 日：令和６年１１月２１日（木） 

場  所：唐木田児童館 遊戯室 

講  師：図書館職員 

参加人数：１４組（２９名） 

③ 「はじめまして！紙芝居の世界～その秘密と演じ方～」 

※ｉ 第１６回子ども読書まつり《ほんともフェスタ》実施講座の再掲 

実 施 日：令和７年３月９日（日） 

場  所：中央図書館 活動室１ 

講  師：松井 エイコ氏（壁画家、紙芝居作家、紙芝居文化の会統括委員） 

参加人数：３８名 

 

ｋ 学校・他機関・市民等との連携 

・学校図書館司書の研修会への参加 

・都立多摩桜の丘学園の総合学習の受入れ 

・児童館の０歳児、幼児の時間、市立保育園でのおはなし会等の開催 

・多摩市文庫連絡協議会主催の「文庫展」の開催への協力 

・情報誌「わくわく通信」への子育て情報提供 

・多摩中央公園と連携したおはなし会などのイベントの実施 

・多摩市内の書店４店（啓文堂書店多摩センター店、くまざわ書店桜ヶ丘店・永山店、丸

善多摩センター店）と連携したおはなし会やテーマ展示を行う、「本のまちプロジェク

ト」の実施 

・無印良品ココリア多摩センター店と連携したＳＤＧｓに関連したおはなし会の実施 

・都立桜ヶ丘公園主催事業での読み聞かせの実施 

・市民と協働したイベント、講座の実施 

ｌ 大学との提携 

・ビブリオバトルの開催 

ビブリオバトルを大妻女子大学図書館サークルＯＬＩＶＥとの共催で小学５年生か

ら高校生の部と大学生から一般の部の２部構成で実施した。また子ども読書まつり《ほ

んともフェスタ》の会場でもビブリオバトルを紹介する展示、冊子の配布を実施した。 

実施日：令和６年１２月８日（日） 
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小学５年生～高校生の部：午前１０時３０分～正午 

大学生～一般の部：午後１時３０分～３時 

場所：中央図書館２階サテライトカウンター前 

発表者数：１０名、観覧者数：３４名 

・連携展示の実施 

サテライトカウンターやステッププラザなどで大学教員や大学生が推薦する本の展

示や大学生が制作した家具と関連本の展示をおこなった。 

① 多摩大学 「多摩大学の本棚～学生＆教員のマイ・ベストブック」 

② 東京造形大学 「本とスツールと、テキスタイルと。」 

③ 大妻女子大学 「絵本のＰＯＰカード作品展」 

 

(ｵ) １０代の子どもへのサービス 

・大人の読書への橋渡しとして、１０代の子ども向けの資料の充実を図っている。 

・企画展示や利用者自身によるお薦め本の展示等を行ない、利用を促進している。 

・各図書館にティーンズコーナーを設置し、本に囲まれた気持ちの良い居場所となるよう

にしている。 

・中央図書館の２階は、おしゃべり可能なエリアとしており、自由に集えるようテーブルや

椅子を配置している。「朝日中高生新聞」の閲覧を継続している。 

ａ 職場体験の受け入れ 

次の目的が達成できるよう、中学生（特別支援学級含む）の職場体験を受け入れている。 

・地域の人との「出会い・ふれあい」を大切にし、思いやりの心を養う。 

・実際に働き、仕事について学び、マナーや礼儀作法などの社会性を身につける。 

・職場での体験を通して多くのことを感じ、新しい自己発見・自己理解をする機会

とする。 

 

(ｶ) 障がい者サービス 

何らかの障がいのため図書館利用が困難な人の読書要求に応えている。令和４年度まで永

山図書館で行ってきた障がい者サービスの拠点機能を、令和５年７月以降は、中央図書館

に移管した。 

ａ 録音図書・録音雑誌（テープ・デイジー）の作製・提供 

音訳者の方々の協力を得て作製した自館作製録音図書が４タイトル、録音雑誌が２誌

１８タイトル完成した。録音雑誌の「声のやまばと通信」は、ＰＲの手段として作製し

利用者へ隔月で送付している。内容は、図書館報「やまばと通信」、障がい者サービス

からのおしらせ、録音・点訳図書の新作内容や新しく出版された図書の情報などである。

国立国会図書館の視覚障がい者等用データベースに、多摩市立図書館で作製したデイ

ジー図書、デイジー雑誌のデータ提供を平成２６年９月から、点字図書のデータ提供を

平成２８年２月から開始し、ダウンロードやストリーミングにて利用されている。 
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令和６年度実績 

・録音図書(テープ・デイジー) 

貸出件数 １１９件 

借用貸出件数（日本ライトハウス、他図書館から） ９３８件 

国会図書館データベースダウンロード件数 １，６３７件 

国会図書館データベースデータ提供数 １５３件 

・録音雑誌(テープ・デイジー) 

貸出件数 ４０８件 

借用貸出件数（日本点字図書館、他図書館から） １０５件 

国会図書館データベースダウンロード件数 ７４６件 

国会図書館データベースデータ提供数 １２７件 

ｂ 対面朗読 

利用者の希望する図書等を直接、対面式で音訳者が読むサービス。 

対面朗読室のある永山図書館などで開館時間内、図書館以外の公共施設ではその施

設の利用時間内で実施している。 

令和６年度実績 

実施回数 ４６回 

実施時間数 ９２時間 

ｃ 点字図書の作製・貸出 

平成９年度から始めたサービスで、録音図書の作製と同様に利用者のリクエスト等に

よって作製し貸出をする。今年度は、点字資料を２タイトル作製した。 

令和６年度実績 

貸出件数 ０件 

借用貸出件数（東京都立中央図書館から） ０件 

国会図書館データベースダウンロード件数 ３２件※ 

国会図書館データベースデータ提供数 ４７件 

※国会図書館データベースダウンロード件数は、令和５年１月から国立国会図書館

の提供方法が変更されたため、件数が大幅に減少している 

ｄ 宅配サービス 

図書館に来館することが困難な利用者が希望する図書・雑誌・録音図書などを自宅や

入所施設まで届けている。利用者への宅配と返却本の回収は、おもにボランティアの方

にお願いしている。 

令和６年度実績   宅配回数  ６３回 

ｅ 視覚等障がい者用情報機器 

中央図書館に文字等を合成音声で読み上げる機器や、点字ディスプレイ、点字プリン

タ、デイジー再生機などの情報機器を設置し、利用者・音訳者・点訳者の使用に供して
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いる。据置型の拡大読書器は、令和元年度より中央図書館、永山図書館、関戸図書館に

設置している。 

ｆ 音訳者等研修会 

録音図書や点字図書の作製や対面朗読に関わる音訳者、点訳者の育成講習会や音訳

技術の向上を目的とする研修会を開催している。 

テーマ：①「音訳資料の校正を学ぶ」 

       ②「私たちの音訳活用生活」 

講 師：①松本 久美子氏／②三瓶 見和氏 

実施日： ①令和６年１２月 ３日（火）午後１時～３時 

     令和６年１２月１０日（火）午後１時〜３時 

 ②令和６年１２月１３日（金）午後１時～３時 

会 場：多摩市消費生活センター 講座室（ベルブ永山３階） 

参加者： ①５９人／②１９人 

 

(ｷ) 電子図書館サービス 

電子図書館サービスはパソコンやタブレット、スマートフォン等から、多摩市立図書館の

電子書籍（小説や実用書、子ども向けの絵本やよみもの、オーディオブックなど）の閲覧・

貸出、予約ができ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の中、非来館型の情報提供サー

ビスとして、令和３年１月２５日からサービスを開始した。電子図書館を利用できる方は、

多摩市立図書館の利用者登録をしている在住・在勤・在学のパスワード登録者。令和５年４

月からは電子雑誌閲覧サービス及び音楽配信データベースの閲覧サービスを開始した。令和

７年１月からは児童書の読み放題パックのサービスを開始した。 

また多摩市や図書館が作成した広報紙等を多摩市独自資料として電子書籍化し掲載して

いる。 

利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｸ) 地域資料・貴重資料等のデジタルアーカイブ事業(令和２・３年度の２か年事業) 

デジタルアーカイブは、図書、出版物、博物品、歴史的資料等公共的な知的財産をデジタ

ル化し、インターネット上で電子情報として共有・利用できる仕組みである。 

年度 
電子書籍 

コンテンツ数 
ログイン数 閲覧数 貸出数 予約数 

2 4,074ﾀｲﾄﾙ 11,409回 12,195回 4,763回 1,101回 

3 6,943ﾀｲﾄﾙ 30,528回 35,880回 12,471回 1,510回 

4 6,270ﾀｲﾄﾙ 24,538回 33,712回 11,626回 1,240回 

5 5,767ﾀｲﾄﾙ 28,527回 41,630回 12,394回 1,812回 

6 5,767ﾀｲﾄﾙ 30,068回 39,702回 11,502回 2,133回 
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資料の経年劣化等の理由により一般公開していない図書館所蔵の貴重資料と『多摩市史』

等多摩市に関する記録（地域資料）をデジタル化し、「多摩市デジタルアーカイブ」を構築

した。 

令和２年度の主な公開資料は以下の通り 

・『多摩市史（通史編、通史編Ⅱ、民俗編）』 

・市指定有形文化財『調布玉川惣画図』 

・市内和田・百草遺跡、向ノ岡遺跡の発掘調査で出土した縄文土器５点 

・市指定有形文化財『関戸文書』や地図、錦絵、和装本など １０５点 

令和３年度は、市制施行５０周年記念事業の一環として、「多摩市内パノラマ映像」

「小・中学校社会科副読本」「多摩の民話『おしゃもじさま』」他３点、「多摩の郷土写

真」『多摩市市制施行５０周年記念誌』を新たに公開した。 

小中学校学習用コンテンツでは、「小・中学校社会科副読本」の他に『多摩市史』、

『調布玉川惣画図』、『縄文土器』など、子どもたちの学習、多摩地域の歴史研究に役立

つデジタルコンテンツをまとめて掲載し、授業、家庭学習、調べ学習などで活用できるよ

うにした。 

多摩市内パノラマ映像では、市内３か所（多摩市役所、多摩市立図書館本館、東永山複

合施設）の上空から空撮したパノラマから、小・中学校の写真や校歌の紹介、市指定文化

財や多摩市の特色である緑豊かな公園、数多く設置されている橋梁、ニュータウン開発区

域の住宅地を紹介した。 

又、昭和初期に建設された歴史的価値のある市指定有形文化財「旧多摩聖蹟記念館」、

江戸時代の建物と推定される多摩市の典型的な農家住宅「旧加藤家」等を立体映像で紹介

した。 

多摩市デジタルアーカイブの構築にあたっては、公益財団法人図書館振興財団の助成金を

活用した。 

令和４年度は、中学校社会科副読本「のびゆく多摩市」の改訂版を公開した。 

令和５年度は、３・４年社会科副読本「わたしたちの多摩市」の改訂版を公開した。 

令和６年度は、中学校社会科副読本「のびゆく多摩市」の改訂版を公開した。 

 

(ｹ) 京王線沿線七市の図書館連携事業 

平成２０年４月１日から、京王線沿線七市連携事業として、八王子、府中、調布、町田、

日野、稲城、多摩市の図書館で相互利用を開始した。それまで、日野市、稲城市と相互利

用の協定を結んでいたが、その範囲が七市に拡大された。サービスの内容や利用方法は各

市で定める条例、規則等に基づいて実施され、予約などのサービスについては一部制限が

あるが、多摩市民は京王線沿線七市の図書館を利用できる。 
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２ 古民家 

 

開館日数・来館者数 

※旧富澤家は多摩中央公園改修工事に伴い、令和５年８月から令和７年３月まで休館 

 

３ 旧多摩聖蹟記念館 

開館日数・来館者数・ギャラリー使用件数 

年 度 開館日数 来館者数 ギャラリー使用件数 

2 192日 21,423人 0件 

3 228日 12,598人 0件 

4 186日 8,232人 1件 

5 239日 9,489人 0件 

6 233日 11,204人 1件 

 

４ 多摩ふるさと資料館 

総見学者数［※令和３年度まで文化財資料室、（ ）内は多摩第三小学校見学者数］  

年 度 2 3 4 5 6 

見学者数 97人(57人) 107人(53人) 5,106人 5,480人 5,667人 

 

施設名称 

年度 

旧有山家・旧加藤家 旧富澤家 

開館日数 来館者数 開館日数 来館者数 

2 254日 10,234人 233日 21,812人 

3 297日 11,588人 273日 24,790人 

4 308日 9,408人 284日 26,611人 

5 309日 8,993人 96日 8,113人 

6 303日 8,228人 － － 

※ 

※ 



休館日数

平日 221
土 50

(1)永山公民館 日・休 66

使用可能
件数

一般
市役所
関係

主催 計 使用率 使用人数

1,011 338 138 110 586 58.0% 25,735

1,011 864 21 10 895 88.5% 9,848

1,011 734 2 1 737 72.9% 2,217

1,011 837 16 34 887 87.7% 13,015

1,011 774 6 14 794 78.5% 5,822

1,011 585 53 48 686 67.9% 8,684

1,011 652 7 5 664 65.7% 4,742

1,011 786 13 4 803 79.4% 4,557

1,011 87 4 56 147 14.5% 1,436

1,011 109 10 56 175 17.3% 1,516

1,011 481 93 109 683 67.6% -

※使用件数は、午前/午後/夜間の施設予約・利用枠単位での計上

休館日数

平日 223
土 52

(2)関戸公民館 日・休 64

使用可能
件数

一般
市役所
関係

主催 計 使用率 使用人数

ヴィータホール 1,017 322 51 129 502 49.4% 24,506

第 1 学 習 室 1,017 365 96 64 525 51.6% 9,035

第 2 学 習 室 1,017 292 103 59 454 44.6% 8,751

( 大 会 議 室 ) 205 79 86 40 205 - 5,766

第 3 学 習 室 1,017 645 52 18 715 70.3% 7,275

和 室 1 1,017 495 20 22 537 52.8% 2,822

和 室 2 1,017 439 23 22 484 47.6% 1,681

茶 室 1,017 222 6 7 235 23.1% 1,411

創 作 室 1,017 453 12 76 541 53.2% 6,657

ス タ ジ オ 1,017 811 2 9 822 80.8% 7,369

保 育 室 1,017 58 17 67 142 14.0% 761

ギ ャ ラ リ ー 1,017 273 147 111 531 52.2%  -

※使用件数は、午前/午後/夜間の施設予約・利用枠単位での計上

※大会議室は第１学習室・第２学習室での集計を再掲
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６ 図書館  

 

施設利用実績（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）        単位：件 

施設名 図書館主催事業 公用使用 市民団体 合計 

中

央

図

書

館 

活動室 1 107 36 6 149 

活動室 2 31 13 11 55 

活動室 3 69 11 44 124 

活動室 2＋3 55 32 5 92 

関戸図書館活動室 86 0 14 100 

※利用件数は、午前/午後/夜間の施設予約・利用枠単位での計上 

 

 

７ 八ヶ岳少年自然の家 

 

ア 宿泊者数（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）       単位：人 

区 分 未就学児童 小学生 中学生 高校生 大 人 合 計 

市 内 62 3,838 1,886 30 747 6,563 

市 外 203 3,024 97 104 1,795 5,223 

合 計 265 6,862 1,983 134 2,542 11,786 

 

イ 利用団体数と延利用者数（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）単位：団体・人 

区 分 小中学校 少年団体 一般団体 その他 視察等 合 計 

団体数 44 24 230 6 29 333 

延利用者数 9,118 3,239 7,659 650 93 20,759 

※延利用者数の日帰り利用は「１」、１泊２日は「２」、２泊３日は「３」として集計 
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刊行物一覧 

 

名         称 発行時期 発行部数 規 格 頁数 配 付 先 担 当 課 

多摩市の教育(令和 6年度版) 

〔6年度データ及び 5年度実績〕 

 

 

多摩市教育委員会だより 

第 91 号 

第 92 号 

（たま広報9月20日号1・2面として掲載） 

第 93 号 

第 94 号 

第 95 号 

 

 

令和 6 年度多摩市教育委員会事務点

検評価報告書（令和 5年度事務対象） 

 

 

第二次多摩市教育振興プラン 

（改訂版） 

 

 

多摩市立学校児童・生徒並びに教職

員の各種健康診断実施要領及び環

境衛生検査実施要領 

（多摩市学校保健計画）（令和7年度） 

 

 

中学校社会科副読本 

「のびゆく多摩市」 

 

 

小学校 1年生副読本 

「多摩市かがやきブック」 

 

 

多摩市立教育センター活動報告書 

（令和 5年度） 

 

 

献立表／給食だより 

 

 

きゅうしょくメモカレンダー 

 

 

R6 年 9 月 

 

 

 

年 5 回 

R6 年 5 月 

7 月 

9 月 

11 月 

R7 年 1 月 

3 月 

 

 

R6 年 11 月 

 

 

 

R7 年 3 月 

 

 

 

R7 年 3 月 

 

 

 

 

 

R7 年 3 月 

 

 

 

R7 年 3 月 

 

 

 

R6 年 8 月 

 

 

 

毎月 

(8月を除く) 

 

毎月 

(8月を除く) 

35 

 

 

 

 

15,200 

15,200 

79,865 

15,200 

15,100 

15,100 

 

 

68 

 

 

 

150 

 

 

 

190 

 

 

 

 

 

多摩市デジタ

ルアーカイブ

で公開 

 

1,500 

 

 

 

100 

 

 

 

月 9,520 

 

 

月 285 

A4 

 

 

 

 

A4 

A4 

タブロイド判 

A4 

A4 

A4 

 

 

A4 

 

 

 

A4 

 

 

 

A4 

 

 

 

 

 

A4 

 

 

 

A4 

 

 

 

A4 

 

 

 

A4 

 

 

B4 

168 

168 

 

 

 

4 

4 

1 

6 

4 

6 

 

 

72 

 

 

 

79 

 

 

 

161 

 

 

 

 

 

86 

 

 

 

20 

 

 

 

46 

 

 

 

2 

 

 

2 

関係機関 

 

 

 

 

 

 

全戸配布 

 

 

 

 

 

関係機関 

 

 

 

各小・中学校、 

関係機関 

 

 

各小・中学校、 

関係機関 

 

 

 

 

公立中学校、他 

 

 

 

公立小学校 

 

 

 

関係機関 

 

 

 

各小・中学校 

 

 

各小学校 

(クラス数) 

教育振興課 

 

 

 

教育振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育振興課 

 

 

 

教育振興課 

 

 

 

学校支援課 

 

 

 

 

 

教育指導課 

 

 

 

教育センター 

 

 

 

教育センター 

 

 

 

学校給食セン

ター 

 

学校給食セン

ター 

各小・中学校、
関係機関 

各小・中学校、
関係機関 
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名         称 発行時期 発行部数 規 格 頁数 配 付 先 担 当 課 

旧多摩聖蹟記念館広報「雑木林」 

 

 

 

旧多摩聖蹟記念館秋季企画展「志士

の筆あと-幕末の激動を生きた憂国

の士」図録 

 

 

多摩市の文化財案内（地図） 

令和 7年 3月版 

 

 

公民館通信「たのしいまち」 

 

 

やまばと通信 

 

 

 

多摩市の図書館 

～令和 5年度事業報告～ 

 

よんでみよう！ 1 年生～6年生 

 

 

多摩市立図書館ニュース 

1～3年生、4～6年生（保護者） 

 

 

多摩市立図書館ニュース 

中学・高校生向け 

 

 

夏休みに、これ読んで！ 

1～3年生、4～6年生（保護者） 

 

 

年 6 回 

 

 

 

R7 年 3 月 

 

 

 

 

R7 年 3 月 

 

 

 

年 6 回 

 

 

年 6 回 

 

 

 

R6 年 8 月 

 

 

年 1 回 

 

 

年 1 回 

 

 

 

年 1 回 

 

 

 

年 1 回 

各 1,200 

 

 

 

100 

 

 

 

 

1,000 

 

 

 

各 2,000 

 

 

各 1,000 

※258号のみ 

1,500 

 

350 

 

 

1～6 年 

各 2,000 

 

全 2 種類 

各 4,400 

 

 

4,900 

 

 

 

全 2 種類 

各 4,400 

A4 

 

 

 

A4 

 

 

 

 

A1 

16p 折 

 

 

A4 

 

 

A3 

二つ折り 

 

 

A4 

 

 

B4 

三つ折り 

 

A3 

二つ折り 

 

 

A4 

二つ折り 

 

 

A4 

8 

 

 

 

52 

 

 

 

 

1 

 

 

 

6 

 

 

4 

 

 

 

100 

 

 

2 

 

 

4 

 

 

 

4 

 

 

 

2 

各小・中学校、 

関係機関、関係者、 

市民等 

 

関係者、関係機関、 

市民等（販売） 

 

 

 

関係者、関係機関、 

市民等（販売） 

 

 

関係機関、団体、

市民 

 

市民、関係機関 

 

 

 

関係機関 

 

 

各小学校、市民 

 

 

各小学校、市民 

 

 

 

各中学校、市内都

立高校、特別支援

学校、市民 

 

各小学校、市民 

教育振興課 

 

 

 

教育振興課 

 

 

 

 

教育振興課 

 

 

 

公 民 館 

 

 

図 書 館 

 

 

 

図 書 館 

 

 

図 書 館 

 

 

図 書 館 

 

 

 

図 書 館 

 

 

 

図 書 館 
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各種委員 

※掲載基準日は、令和６年度末（令和７年３月３１日） 
※敬称略 
 

＜多摩市立学校給食センター運営委員会委員＞          

氏   名 選 任 区 分 氏   名 選 任 区 分 

◎井戸 しのぶ 多摩市立小中学校長代表 金 野  成 哲 
多摩市立小中学校給食主
任代表 

佐 藤  信 雄     〃 佐川 美恵子      〃 

島 雄  志 織 
多摩市立小中学校保護者
代表 

横 井  朱 里 公募市民 

○中 馬  幸 代     〃 前 田  有 美   〃 

寺 村  渉 所轄保健所長が指名した者 欠  員   〃 

土岐田 佳子 学識経験者 小 野 澤  史 関係行政機関の職員 

丸 橋  亮 子   〃 
 

井 上  雅 美   〃 

◎は会長、○は副会長 

 

＜多摩市立教育センター運営委員会委員＞            

氏   名 選 任 区 分 氏   名 選 任 区 分 

○角南  なおみ 学識経験者 齊 藤  康 人 
多摩市公立小学校副校長
会代表 

水 野  裕 司 
多摩市公立小学校校長会
代表 

金 田  龍 夫 
多摩市公立中学校副校長
会代表 

◎齊 木  伸 郎 
多摩市公立中学校校長会
代表 

古 市  繭 子 
多摩市立小学校ＰＴＡ連
絡協議会代表 

齋藤  幸之介 
多摩市立特別支援学級設
置学校長代表 

紀 平  昌 美 
多摩市立中学校ＰＴＡ連
合会代表 

◎は会長、○は副会長 

 

＜多摩市特別支援教育推進委員会委員＞ 

氏   名 選 任 区 分 

◎小 貫  悟 学識経験者 

○水 野  裕 司 多摩市立小学校長 

○福 田  洋 一 多摩市立中学校長 

山 本  勝 敏 教育部参事 教育指導課長事務取扱 

櫻 田  芳 恵 教育部 学校支援課長  

豊 島  佳 代 教育部 教育センター長 

◎は委員長、○は副委員長 
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＜多摩市学びあい育ちあい推進審議会委員＞         

氏   名 選 任 区 分 氏   名 選 任 区 分 

久 保  明 彦 学校教育関係者 ○田 中  優 学識経験者 

小野  和歌子 社会教育関係者 西 山  規 子 公民館利用者代表 

布 施  栄 子    〃 倉品  みゆき 公募市民 

細 田  雅 美 家庭教育関係者 秋澤  友香里 図書館協議会代表 

◎長 島  剛 学識経験者 横 倉  敏 郎 文化財保護審議会代表 

◎は会長、○は副会長 

 

 

＜多摩市文化財保護審議会委員＞              

氏   名 専 門 分 野 氏   名 専 門 分 野 

○青 木  敬 考古学 沼 田  真 也 自然史 

江里口  友子 日本美術史・東洋美術史 宮 間  純 一 日本近代史 

加 藤  幸 治 民俗学・民具学 横 倉  敏 郎 地域史 

桜 井  昭 男 近世・近代史 ◎渡 辺  洋 子 建築 

津 田  徹 英 日本仏教彫刻・絵画史   

◎は会長、○は副会長 

 

 

＜多摩市図書館協議会委員＞                

氏   名 選 任 区 分 氏   名 選 任 区 分 

岩崎 紀美子 学校教育関係者 ◎前 田  洋 一 学識経験者 

高 橋  祥 子 社会教育関係者 大島 真理子 図書館利用者 

比 企  克 司 家庭教育関係者 秋澤 友香里 図書館利用者 

○深 水  浩 司 学識経験者 

◎は会長、○は副会長 
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Ⅰ 教育委員会施設の概要 
 

 

１ 学校施設 
 

区分 

 

 

 

 

学校名 

所

在

地 

電

話

番

号 

開

校

年

月

日 

（

特

別

支

援

学

級

） 

学

級

数 

（

特

別

支

援

学

級

） 
児

童

数 

校

地

面

積 

 

校 
 
 
 
 

舎 

 1 多摩第一小 関戸3-2-23 375-7020 明45.5.8 19 600 15,630 7,159 

 2 多摩第二小 和田75 375-7051 昭38.4.1 22(8) 462(61) 18,416 6,570 

 3 多摩第三小 乞田712 375-7036 昭40.4.1 12 372 12,308 3,701 

4 連 光 寺 小      連光寺3-64-1 373-1920 昭49.4.1 12 364 17,059 4,237 

5 北 諏 訪 小      諏訪1-60-1 373-2531 昭50.4.1 17 479 27,981 4,887 

6 東 寺 方 小      東寺方100 371-4151 昭51.4.1 23(5) 561(33) 24,040 5,497 

7 南 鶴 牧 小      鶴牧5-43 372-1860 昭57.4.1 24(5) 577(39) 24,306 4,719 

8 聖 ヶ 丘 小      聖ヶ丘3-66 374-0647 昭59.4.1 12 269 28,482 4,983 

9 西 落 合 小      落合5-6 374-0574 昭59.4.1 14 384 25,203 4,119 

10 大 松 台 小      鶴牧6-4 337-4010 平元.4.1 13 372 26,845 5,147 

11 諏  訪  小 諏訪5-13 371-4533 平 6.4.1 16(3) 351(21) 22,472 5,257 

12 永 山 小 永山2-8-1 371-4171 平 8.4.1 19(7) 373(51) 22,530 5,605 

13 瓜 生 小 永山5-13 374-0854 平 8.4.1 7 187 22,017 4,859 

14 東 落 合 小      落合3-24 376-6214 平11.4.1 14(3) 334(20) 19,812 5,560 

15 貝 取 小 貝取3-9 376-0234 平23.4.1 12(5) 219(33) 27,327 4,716 

16 豊 ヶ 丘 小 豊ヶ丘2-4-1 371-3341 平23.4.1 6 183 30,285 4,406 

17 愛 和 小 愛宕1-54 374-9881 平26.4.1 12 298 23,983 4,467 

計    254(36) 6,385(258) 388,696 85,889 

※表の数値は、「令和７年度学校基本調査（５月１日現在値）」及び「令和７年度公立学校施設台帳 
（５月１日現在値）」による。（ ）は内数 
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施 設 面 積（㎡） 普
通
教
室
（
通
級
学
級
含
む
） 

特  別  教  室 
保 

 
 

健 
 
 

室 

ラ

ン

チ

ル

ー

ム

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

プ 

ー 

ル 
 
 

大 

プ 

ー 

ル 
 
 

小 

 

体 
 

育 
 

館 

プ 
 

ー 
 

ル 

そ 
 

の 
 

他 

計 

理

科 

生

活

科

室 

音

楽 

図

画

工

作 

家

庭 

外

国

語 

図

書

室 

 

特

別

活

動

室 
多

目

的

ホ

ー

ル 
教

育

相

談

室 

 1,220 184 128 8,691 19 1 1 1 2 2 1 1 5 1 2 2 2 1  

 692 60 72 7,394 22 1 1 2 1 1  1 4 1 1 1  1 1 

 714 61 173 4,649 12 1  1 1 1  1 4   1 1 1 1 

 699 61 124 5,121 12 1 1 2 1 1 1 1 8  2 1  1 1 

 699 71 87 5,744 17 1 1 2 1 1  1 9  1 1  1 1 

 699 57 128 6,381 21 1  2 1 1  1 5  1 1 1 1 1 

 697 87 85 5,588 24 1  2 1 1  1 6   1  1 1 

 697 77 109 5,866 12 1 1 2 2 1  1 11  1 1  1 1 

 697 77 69 4,962 14 1  2 1 1  1 6  1 1  1 1 

 697 77 86 6,007 13 1  2 1 1  1 6 1 1 2  1 1 

 700 83 66 6,106 16 1 1 1 1 1  1 9 1 1 1  1 1 

 700 66 107 6,478 19 1  2 1 1  2 7 1  2 1 1 1 

 696 85 90 5,730 7 1  2 1 1  1 12 1  2 1 1 1 

 699 58 67 6,384 15 1 1 2 1 1  1 9 1 1 2 1 1 1 

 696 57 87 5,556 13 1  1 1 1  1 9  1 2  1 1 

 702 78 89 5,275 6 1  2 1 1  1 11   2  1 1 

 700 46 84 5,297 12 1 1 1 1 1  1 9  1 2 1 1 1 

 12,404 1,285 1,651 101,229 254 17 8 29 19 18 2 18 130 7 14 25 8 17 16 

※プールの面積は、屋根の付いている部分を指す 
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※表の数値は、「令和７年度学校基本調査（５月１日現在値）」及び「令和７年度公立学校施設台帳 
（５月１日現在値）」による。（ ）は内数 

 

 多摩永山中学校 校舎  

 

 

区分 

 

 

 

 

学校名 

所

在

地 

電

話

番

号 

開

校

年

月

日 

（

特

別

支

援

学

級

） 

学

級

数 

（

特

別

支

援

学

級

） 

生

徒

数 

校

地

面

積 

 

1 多 摩 中 関戸3-19-1 375-7023 昭22.4.1 18(6) 417(47) 24,828  

2 東 愛 宕 中      愛宕1-52 374-9781 昭47.4.1 9 196 25,200  

3 和 田 中 和田234 371-4531 昭52.4.1 16(4) 422(27) 26,510  

4 諏 訪 中 諏訪5-12-1 371-8534 昭53.4.1 13(2) 367(11) 25,976  

5 聖 ヶ 丘 中      聖ヶ丘2-17 374-0685 昭59.4.1 10 294 31,707  

6 鶴 牧 中 鶴牧6-5-1 337-4020 平元.4.1 11 394 28,667  

7 多摩永山中 永山2-7-1 371-3701 平 9.4.1 7 218 40,017  

8 落 合 中 落合4-14 372-1861 平12.4.1 13(3) 352(23) 28,300  

9 青 陵 中 貝取2-9-1 376-2211 平20.4.1 13(5) 261(37) 30,564  

計    110(20) 2,921(145) 261,769  
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 北諏訪小学校 校舎   

 

 

 施 設 面 積（㎡） 普
通
教
室
（
通
級
学
級
含
む
） 

特  別  教  室  

保 
 
 

健 
 
 

室 

プ 
 
 

ー 
 
 

ル 

 

校 
 
 
 
 

舎 

体 
 

育 
 

館 

プ 
 

ー 
 

ル 

そ 
 

の 
 

他 

計 

理

科 

音

楽 

美

術 

技

術 

家

庭 

視

聴

覚 

コ

ン

ピ

ュ

ー

タ 

図

書

室 

特

別

活

動

室 

多

目

的

ホ

ー

ル 

教

育

相

談 

外

国

語 

 6,189 1,581 1,254 80 9,104 20 2 2 1 2 2  1 1 7  1  1 1 

 4,878 899 54 80 5,911 9 2 1 1 2 2   1 4  1 1 1 1 

 5,161 900 58 90 6,209 14 2 2 1 2 2   1 5  2  1 1 

 6,193 901 88 70 7,252 13 2 2 1 2 2 1 1 1 5 1 2  1 1 

 5,195 900 82 73 6,250 10 2 2 1 1 2   1 11  1  1 1 

 5,220 900 82 69 6,271 11 2 2 1 2 2   1 5 1  1 1 1 

 6,563 899 54 80 7,596 7 2 2 1 2 2   1 15 1 1  1 1 

 6,269 909 90 70 7,338 13 2 2 1 2 2   2 5 1 1 1 2 1 

 5,956 902 86 111 7,055 11 2 2 1 2 2   1 11  1  2 1 

 51,624 8,791 1,848 723 62,986 108 18 16 9 17 18 1 2 10 68 4 10 3 11 9 



138 

 

２ 旧学校施設 

   名称 

 区分 

諏訪 
複合教育施設 

（旧中諏訪小学校） 

南永山 
社会教育施設 

（旧南永山小学校） 

東永山 
複合施設 

（旧東永山小学校） 

旧西永山 
中学校 

旧西落合 
中学校 

旧豊ヶ丘 
中学校 

所 在 地 
諏訪 

5丁目1番地 

永山 

4丁目9番地 

永山 

3丁目9番地 

永山 

3丁目12番地 

落合 

2丁目29番地 

豊ヶ丘 

4丁目4番地 

開校・学校 

廃 止 日 

開校 昭52.4.1 

廃止 平6.3.31 

開校 昭46.4.1 

廃止 平8.3.31 

開校 昭51.4.1 

廃止 平8.3.31 

開校 昭55.4.1 

廃止 平9.3.31 

開校 昭57.4.1 

廃止 平12.3.31 

開校 昭51.4.1 

廃止 平20.3.31 

現 況 施 設 

使用開始月 

旧校庭:(平成29年10月

貸付開始) 

旧校舎:平成8年12月 
― 令和4年3月 旧校庭:平成24年1月 

旧校舎:令和元年10月 平成20年3月 平成29年4月 

現 況 施 設 

旧校庭部分は都営

住宅 

旧校舎部分は多摩

市立教育センター、

諏訪南学童クラブ、

多摩市諏訪いきい

き元気センター、 

多摩市発達支援室、

ひまわり教室、北諏

訪小学校きこえと

ことばの教室、東部

地域包括支援セン

ター 

旧校舎、体育館

等解体工事 

令和6年5月完了 

独立行政法人

都市再生機構

(UR)所有 

旧校庭部分は

特別養護老人

ホーム 

 

旧校舎部分は

都営住宅、多摩

市西永山福祉

施設 

校庭・テニスコ

ート市民開放 

校庭・テニスコ

ート市民開放 

敷 地 面 積 20,814㎡ 25,108㎡ 20,753㎡ 22,033㎡ 25,774㎡ 28,517㎡ 

 

    名称 

 区分 
旧南豊ヶ丘 

小学校 
旧北貝取 

小学校 
旧南落合 

小学校 
旧竜ヶ峰 

小学校 
旧西愛宕 

小学校 

 

所 在 地 
豊ヶ丘 

6丁目4番地 

貝取 

1丁目26番地1 
落合 

4丁目11番地 

和田 

1254番地6 

愛宕 

4丁目52番地 

 

開校・学校 

廃 止 日 

開校 昭51.4.1 

廃止 平23.3.31 

開校 昭58.4.1 

廃止 平23.3.31 

開校 昭54.4.1 

廃止 平11.3.31 

開校 昭45.4.1 

廃止 平21.3.31 

開校 昭51.4.1 

廃止 平28.3.31 

 

現 況 施 設 

使用開始月 
平成27年4月 令和4年4月 平成21年4月 

平成24年4月 
(平成22年12月
売却) 

 

(平成30年3月 
・平成31年3月
売却) 

 

現 況 施 設 

東京多摩フット

ボールセンタ

ー・南豊ヶ丘フ

ィールド 

多摩市立市民活

動・交流センタ

ー及び多摩市立

多摩ふるさと資

料館 

東京医療学院大

学 

帝京大学小学校 都営住宅  

敷 地 面 積 27,924㎡ 21,900㎡ 23,347㎡ 22,952㎡ 23,244㎡  

 

※  敷地面積については学校当時の値を記載 
※  網掛け列以外の施設は暫定的な活用を図っているもの 
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３ 学校給食施設 
   名称 

 区分 
学校給食センター南野調理所 学校給食センター永山調理所 

所 在 地 

電話番号 

設  置 

開  始 

改  修 

 

建物面積 

敷地面積 

調理能力 

主な設備 

多摩市南野1－2－1 

042（371）2417 

昭和55年 4月 1日 

昭和55年 4月14日 

平成19年 9月 1日 

ドライ方式にて運用開始 

1,737㎡ 

4,600㎡ 

200クラス 6,000食 

1.0tボイラー （3基） 

蒸気回転釜 （13台） 

連続揚物機 （1台） 

連続焼物機 （1台） 

ガススチームコンベクションオーブン （2台） 

フードスライサー （2台） 

フードカッター （1台） 

高速度ミキサー （2台） 

真空冷却機 （1台） 

消毒保管機 （2台） 

包丁まな板消毒保管機 （2台） 

昇降式消毒保管機 （12台） 

カートイン消毒保管機 （8台） 

コンテナーイン昇降式消毒保管機（17台） 

自動食缶洗浄機 （1台） 

自動食器洗浄機 （2台） 

自動食器浸漬機 （2台） 

自動ｺﾝﾃﾅｰ洗浄機 （1台） 

サンプル保存用冷凍庫 （1台） 

生ごみ処理機 （1台） 

多摩市永山7－1 

042（375）4661 

昭和52年 4月 1日 

昭和52年 4月11日 

平成20年 4月 1日 

ドライ方式にて運用開始 

1,620㎡ 

6,873㎡ 

200クラス 6,000食 

0.8tボイラー （3基） 

蒸気回転釜 （13台） 

連続揚物機 （1台） 

連続焼物機 （1台） 

ガススチームコンベクションオーブン（2台） 

フードスライサー （2台） 

フードカッター （1台） 

高速度ミキサー （2台） 

真空冷却機 （1台） 

消毒保管機 （2台） 

包丁まな板消毒保管機 （3台） 

昇降式消毒保管機 （12台） 

カートイン消毒保管機 （8台） 

コンテナーイン昇降式消毒保管機（17台） 

自動食缶洗浄機 （1台） 

自動食器洗浄機 （2台） 

自動食器浸漬機 （2台） 

自動ｺﾝﾃﾅｰ洗浄機 （1台） 

サンプル保存用冷凍庫 （1台） 

生ごみ処理機 （1台） 
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４ クラブハウス 
 

    市立中学校全校に設置（９箇所） 

・開放時間  午前８時３０分～午後９時３０分 

・開放期間  １月４日から１２月２８日まで 

・施設内容  談話室、湯沸室、倉庫、便所 

 

 

５ 校庭夜間照明設備  （３箇所） 

名     称 所 在 地 開 放 時 間 使用できる種目 

和田中学校校庭夜間照明 

【H28年度LED照明化】 

多摩永山中学校校庭夜間照明 

【H29年度LED照明化】 

鶴牧中学校校庭夜間照明 

【H30年度LED照明化】 

 

多摩市和田234 

 

多摩市永山2-7-1 

 

多摩市鶴牧6-5-1 

 

 

 下校時刻（日没）～ 

21時30分 

  ただし学校教育に 

  支障のない範囲 

野球・ソフトボー

ル・サッカー等 

 

 
ＬＥＤ照明灯に改修された鶴牧中学校の校庭夜間照明設備  
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６ 古民家（旧有山家住宅、旧加藤家住宅、旧富澤家住宅） 
 

(1) 旧有山家住宅 

 市指定有形文化財 昭和６３年４月１日 

 開  館 昭和６３年４月１５日 

 所 在 地 多摩市南野２－１３ 一本杉公園内 

 延 面 積 ７６．９３㎡ 

 構  造 木 造 

 建築年代 １８世紀前半 

 施設内容 市指定有形文化財として保存、公開している。 

 

           旧有山家  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 旧加藤家住宅 

 開  館 昭和６３年４月１５日 

 所 在 地 多摩市南野２－１３ 一本杉公園内 

 電  話 ０４２－３３８－６８８３（教育振興課） 

０４２－３７１－８６６８（旧加藤家） 

 延 面 積 １０８．８６㎡ 

 構  造 木 造 

 建築年代 １８世紀後半 

 施設内容 多摩市の建築・民俗資料として保存、公開するとともに、古民家の特色

を生かした古民家体験学習、活動の場として開放している。 

 



142 

 

 旧加藤家  

 

 

 

                                 

                         

 

 

 

 

 

 

 

(3) 旧富澤家住宅 

 開  館 平成５年５月３日 

 所 在 地 多摩市落合２－３５ 多摩中央公園内 

 電  話 ０４２－４００－０３３８（多摩中央公園パークセンター） 

  ０４２－３７３－０５０３（旧富澤家） 

 延 面 積 ２６３．６㎡ 

 構  造 木 造 

 建築年代 １８世紀中頃～後半 

 施設内容 多摩市の歴史を語る資料として保存するとともに、古民家の特色を生か

した学習、活動の場として家の一部を開放している。令和７年４月より

指定管理制度を導入し、TAMAセントラルパークJVが管理運営を行う。 

 旧富澤家  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 かまど   
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７ 旧多摩聖蹟記念館 
 

市指定有形文化財 昭和６１年６月２４日  

東京都「特に景観上重要な歴史的建造物等」選定  平成１４年１１月２８日 

一般社団法人ＤＯＣＯＭＯＭＯ Ｊａｐａｎ（ドコモモ・ジャパン）「日本におけるモダ

ン・ムーブメントの建築」選定 

 

開  館 昭和６２年４月１２日 

所 在 地 多摩市連光寺５－１－１ 都立桜ヶ丘公園内 

電  話 ０４２－３３７－０９００（旧多摩聖蹟記念館） 

延 面 積 ４３１．５８㎡ 

構  造 鉄筋コンクリート造１階建 

建設年代 昭和５年６月２６日竣工 

施設内容 同館は市指定有形文化財であり、保護・保存を図るとともに市民ギャラ 

 リーとして、広く一般に開放している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

  

平面図 

外 観 
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８ 多摩ふるさと資料館 
 

開  館 令和４年４月１日 

所 在 地 多摩市貝取１－２６－１ 

電  話 ０４２－４００－５５９１（多摩ふるさと資料館） 

延 面 積 １，２３３㎡ 

開館時間 午前９時～午後４時３０分 

休 館 日 毎月第２月曜日、年末年始（１２月２９日～１月３日） 

施設内容 展示室５室、多目的室、資料収蔵室 

 （多摩市立市民活動・交流センターと併設） 

 

 多摩ふるさと資料館  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 展示室３ 旧小泉家住宅の一部復元   
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９ 公民館 
 

(1) 永山公民館 

   開  館  平成９年４月１日 

   所 在 地  多摩市永山１－５（永山駅前複合施設「ベルブ永山」内） 

   電  話  ０４２－３３７－６６６１ 

   敷地面積  ４，７０５㎡（民間部分含む） 

   延床面積  ３，７６１㎡ 

   構  造  鉄筋コンクリート造 

   施設内容 

多摩市立永山公民館（ベルブ永山内） 

5 

階 

室  名 面 積 定員 

4 
 

 

階 

室  名 面 積 定員 

ベルブホール 

第 1 音 楽 室 

第 2 音 楽 室 

226㎡ 

84㎡ 

22㎡ 

198 

45 

12 

学 習 室 

集 会 室 

創 作 室 

視 聴 覚 室 

和 室 

第 1 保 育 室 

第 2 保 育 室 

37㎡ 

112㎡ 

56㎡ 

93㎡ 

20畳 

69㎡ 

69㎡ 

20 

54 

18 

48 

20 

20 

20 

 

3 

階 

ギ ャ ラ リ ー 

サークル活動室 

100㎡ 

70㎡ 

―― 

32 

 

 

(2) 関戸公民館 

   開  館  平成１１年９月２３日 

   所 在 地  多摩市関戸４－７２(ヴィータ･コミューネ内) 

   電  話  ０４２－３７４－９７１１ 

   敷地面積  ９，００３㎡（民間部分含む） 

   延床面積  ６，２４２㎡／６，４８０㎡（多摩市施設分） 

   構  造  鉄筋鉄骨コンクリート造 

   施設内容 

多摩市立関戸公民館（ヴィータ・コミューネ内） 

8 
 
 

階 

室  名 面 積 定員 

7 
 
 

階 

室  名 面  積 定員 

ヴィータホール 

第 1 学 習 室 

第 2 学 習 室 

第 3 学 習 室 

和 室 1 

和 室 2 

茶 室 

245㎡ 

76㎡ 

76㎡ 

71㎡ 

16畳 

8畳 

49㎡ 

250 

48 

48 

40 

16 

8 

― 

ス タ ジ オ 

創 作 室 

保 育 室 

ギ ャ ラ リ ー 

ミーティングルーム 

83㎡ 

78㎡ 

55㎡ 

102㎡ 

51㎡ 

66 

32 

15 

― 

24 
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１０ 図書館 
令和７年３月３１日現在 

多摩市立中央図書館 

 

電話  042-373-7955 

開  館 昭和48年8月22日・平成20年3月22日移転・令和5年7月1日移転 

所 在 地 多摩市落合2-35 

延 面 積 5,439㎡ 

蔵書冊数 441,479冊 

施設内容 図書室 閲覧室 活動室 対面朗読室 録音室 書庫 

多摩市立東寺方図書館 

 

電話  042-371-2242 

開  館 昭和56年6月9日 

所 在 地 多摩市東寺方626-7（東寺方児童館、東寺方老人福祉館、 

延 面 積 551㎡         東寺方地区市民ホールと併設） 

蔵書冊数 37,876冊 

施設内容 図書室 

多摩市立豊ヶ丘図書館 

 

電話  042-374-6581 

開  館 昭和57年5月29日 

所 在 地 多摩市豊ヶ丘5-6（豊ヶ丘児童館、豊ヶ丘老人福祉館、 

延 面 積 508㎡         豊ヶ丘地区市民ホールと併設） 

蔵書冊数 51,057冊 

施設内容 図書室 学習室 

多摩市立関戸図書館 

 

電話  042-371-1004 

開  館 昭和59年8月1日 

所 在 地 多摩市関戸1-1-5 （「ザ・スクエア」ショッピングセンター2階） 

延 面 積 1,045㎡ 

蔵書冊数 96,558冊 

施設内容 図書室 閲覧室 活動室 

多摩市立聖ヶ丘図書館 

 

電話  042-339-7333 

開  館 平成7年10月1日 

所 在 地 多摩市聖ヶ丘2-21-1（「ひじり館」1階） 

延 面 積 842㎡ 

蔵書冊数 42,508冊 

施設内容 図書室 対面朗読室（兼録音室） 

多摩市立永山図書館 

 

電話  042-337-6211 

開  館 平成9年4月1日 

所 在 地 多摩市永山1-5（永山駅前複合施設「ベルブ永山」3階） 

延 面 積 2,039㎡ 

蔵書冊数 93,747冊 

施設内容 図書室 障がい者サービス室（兼対面朗読室） 録音室 

多摩市立唐木田図書館 

 

電話  042-338-0660 

開  館 平成23年4月1日 

所 在 地 多摩市鶴牧6-14（「からきだ菖蒲館」1階） 

延 面 積 577㎡ 

蔵書冊数 49,727冊 

施設内容 図書室 対面朗読室 
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行 政 資 料 室 

 

電話  042-338-6888 

開  室 平成20年3月31日 

所 在 地 多摩市関戸6-12-1（多摩市役所第二庁舎1階） 

延 面 積 100㎡ 

蔵書冊数 11,333冊 

 

 

 多摩市立中央図書館  （令和５年７月１日開館） 
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１１ 八ヶ岳少年自然の家 

八ヶ岳の雄大な自然の中で心身ともに健全な児童・生徒の育成を図るため昭和５５年に施設

を開所した。小・中学校の移動教室をはじめ広く市民に利用されている。 

開  所  昭和５５年５月１日 

所 在 地  長野県諏訪郡富士見町立沢字広原１－１２０５ 

電  話  ０２６６－６６－２０３６ 

敷地面積  ５０，７５４㎡ 

延 面 積  ４，００２㎡ 

構  造  鉄筋コンクリート造（一部鉄骨）、内外装は木を基調とした造り 

収容人数  １４０人 

施設内容 

部 屋 床面積 備    考 

宿 泊 室 

 

 

食   堂 

体 育 室 

浴   室 

研 修 室 

ホ ー ル 

談話コーナー 

倉   庫 

体 育 館 

624 ㎡ 

 

 

230 ㎡ 

205 ㎡ 

126 ㎡ 

62 ㎡ 

126 ㎡ 

52 ㎡ 

78 ㎡ 

789 ㎡ 

和室 大部屋 4 部屋（20 人定員） 

和室 中部屋 5 部屋（8～13 人定員） 

和室 小部屋 1 部屋（4人定員） 

140 人が同時に食事ができる。 

ゲーム、レクレーション活動ができる。 

男女各 1 

会議や講習会を行うことができる。（音響設備有り） 

話し合い、憩いの場（図書・立体模型・はく製等の展示） 

話し合い、憩いの場（図書・ゲーム類） 

 

バレーボール（2面）、バスケットボール（1面）バドミントン ほか 

キャンプファイアー場  １，０００㎡ 

野 外 炊 飯 場 ４０４㎡ （最大１９６人で利用可） 

※交通案内 ○ 公共交通機関利用 中央本線富士見駅下車。又は中央道富士見バス停下車 

 ○ 自家用車利用 中央道小淵沢インターより約２０分  

 中央道諏訪南インターより約２０分 

館内案内図  

食堂

体育室

ホール

からまつ

しらかば

事務室

下足室

男風呂

てんぐだけ

リネン室

保健室

洗面所

あ
か
だ
け

よ
こ
だ
け

い
お
う
だ
け

あ
み
だ
だ
け

ご
ん
げ
ん
だ
け

あ
み
が
さ
や
ま

に
し
だ
け

体育館

倉庫

更衣室
（男）

更衣室
（女）

女風呂

研修室

乾燥室

談話室
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Ⅱ 多 摩 市 の 概 要 
 

１ 位置・面積・地形 

多摩市は、東経１３９度２７分、北緯３５度３８分に位置し、北は多摩川を境に府中市、東は稲城市、

南は町田市と神奈川県川崎市、西は八王子市と日野市に接している。面積は、２１．０１k㎡である。 

地形は、いわゆる多摩丘陵の北端部を占める、やや開折された丘陵とこれを刻む小河川沿いに発達する

谷底平野等よりなる。本地域周辺の多摩丘陵の高度をみると、南西方面が最も高度が高く、漸次北東方向

へ高度を下げていく。町田市西方の八王子市との境界付近の御殿峠付近で、海抜２００ｍ前後の高度とな

り最も高くなっている。市域内では天王森公園付近が海抜１６０ｍ前後で最も高く、多摩川沿いの低地で

は約５０ｍ前後となり最も低くなっている。 

 

 

２ 沿  革 

市内に人間が生活するようになるのは、今から約２万年前の旧石器時代である。約１２，０００年前に

は土器と弓矢が作られ、縄文時代に入る。この時代の遺跡は市内に多数存在するが、約２，３００年前の

弥生時代に入ると、水田耕作に適さない土地柄のためか現在まで遺跡は確認されていない。再び人間の生

活が確認されるのは、１，７００年ほど前の古墳時代になってからである。 

鎌倉時代になると、諸国と鎌倉を結びつける街道筋が大きなにぎわいを呈し始め、本市においても、町

田市の真光寺南大谷をぬけ小野路から貝取の瓜生に出る新道が開設され、乞田の大橋で従来からの国府街

道に合流した。さらに、本市は、鎌倉防衛の要害の地であることから関所が設けられ、その入口である関

戸付近は宿場として栄えたが、江戸時代に入ると政治の中心が移り、にぎわいは下火となった。 

鎌倉時代末期には、北条政権に対する不満が高まり、幕府の存亡をかけ北条氏と新田氏が関戸で戦いを

繰り広げるなど、関東の軍事、交通の要衝であった。 

江戸時代においては、格別大きな事件もなく、旧８か村（関戸村、連光寺村、貝取村、乞田村、落合村、

和田村、寺方村、一ノ宮村）でそれぞれの代官や地頭の支配のもと、村役人が日常の行政を司っていた。

各村は、関戸村が宿場であったほかは全て純農村であった。 

明治時代になると、本市は、韮山県と品川県に分属し、神奈川県の所属するところとなった。 

多摩市 

埼玉県 

山梨県 

千葉県 

神奈川県 
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明治２２年（１８８９年）市制町村制の施行とともに、本市においても旧８か村と２飛地（百草村と落

川村）が合併し、多摩村が誕生した。なお、明治２６年（１８９３年）には東京府における水利問題から

三多摩地方が神奈川県から東京府に編入され、これにより多摩村も東京府南多摩郡に所属することになっ

た。 

昭和３０年代にはいると市内各所で宅地開発が始まり、昭和３５年（１９６０年）に始まった電鉄会社

の大規模な宅地造成等により都市化の波の中に足を踏みだした。そして、昭和３９年（１９６４年）４月

１日、町制を施行し多摩町となった。さらに、昭和４０年（１９６５年）、新住宅市街地開発法によるニ

ュータウン建設区域の計画決定がなされ、本市の約６割が同地域に含まれることとなった。 

現在の多摩ニュータウンの入居が始まる昭和４６年（１９７１年）まで、多摩市の前身である多摩町は

農村の面影を残す人口３万人あまりの静かな田園地帯であった。戦後、首都圏中心部への人口集中と深刻

な住宅難に加えて、戦前から鉄道で結ばれていたという好条件も重なり、現在の聖蹟桜ヶ丘駅周辺地域を

中心に、都心への通勤者の居住地として多摩町が注目されるようになった。 

昭和４６年（１９７１年）には、多摩ニュータウン諏訪・永山地区において入居が開始され、それとと

もに本市の人口も急増した。こうした中で、同年１１月１日、市制を施行し多摩市となった。町制施行後

わずか７年であった。 

現実に多摩ニュータウンに人が居住してみると当初の計画では不備な点も見られ、そのうえ膨大な累積

赤字が市にかぶさってくることから、住宅建設をストップさせた。その後、居住環境を主体としたマスタ

ープランの修正、あるいは地元市の財政負担軽減措置などが関係者の間で合意に達し、昭和４９年（１９

７４年）１２月に再開された。そして、昭和５１年（１９７６年）３月から八王子市及び多摩市の区域で

逐次入居が開始され、多摩市、八王子市及び稲城市において多摩ニュータウンの入居が行われている。こ

の新住宅市街地開発法に基づくニュータウン開発も平成１６年（２００４年）３月に東京都が終了し、平

成１８年（２００６年）３月には都市再生機構（旧都市基盤整備公団）も事業を終了したことから、多摩

ニュータウンの開発も転機を迎えた。 

多摩ニュータウンの第一次入居である諏訪・永山地区では、公共施設などのリニューアル、居住者の少

子・高齢化、近隣センターの衰退化など、さまざまな問題が顕在化してきた。 

多摩ニュータウン再生の先駆けとして諏訪２丁目住宅の建替えを拠点とし、周辺における公共施設等（自

転車歩行者専用道路、公園、橋梁、児童館）にバリアフリー化を取り入れた再整備が平成２３年度（２０

１１年）から５カ年にわたり事業を進め、平成２７年度（２０１５年）に完了し、誰もが歩きやすい空間

が創出され、まちの活性化につながる大きな成果を挙げた。 

多摩市では平成２８年（２０１６年）３月、「多摩市ニュータウン再生方針」を策定し、引き続き、諏

訪・永山地区において住宅市街地総合整備事業を進めていくため、東京都で進められている都営諏訪団地

の建替えを新たな拠点に加え、更なる多摩ニュータウン再生に向けて住宅市街地総合整備事業を進めてい

る。 

多摩市は令和３年（２０２１年）１１月１日に市制施行５０周年を迎えた。市制施行５０周年記念事業

を実施し全市をあげて祝うとともに、歴史や文化、市民が築き上げてきた功績を見つめ直し、将来の明る

いまちづくりのために、このまちに誇りを持ち、まちを愛する心をさらに深める機会とし、市民をはじめ、

地域、民間企業、各種団体、行政等、ともにまちづくりに関わる様ざまな主体が連携を行い、活力と創造

力に満ち溢れ、光り輝く本市の未来を展望し、更なる飛躍・発展に向けて計画を進めている。 
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３ 世帯と人口 

 

 

世帯数           ７６，５７４世帯   (令和７年５月１日現在) 

※日本人、外国人、混合世帯全てを含む 

 

 

 

人口の推移 

（各年５月１日現在） 

年度 男 女 計 

3 72,607人 75,806人 148,413人 

4 72,287人 75,420人 147,707人 

5 72,472人 75,688人 148,160人 

6 72,425人 75,547人 147,972人 

7 72,663人 75,836人 148,499人 

※外国人住民を含む 

 

 

 

 

多 摩 市 
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Ⅲ 教 育 年 表 
 

時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

明 

治 

5 

 

6 

13 

22 

25 

 

 

26 

45 

1872 

 

1873 

1880 

1889 

1892 

 

 

1893 

1912 

向岡郷学校、生蘭学舎、処仁学舎の３校が、寺院を仮校舎として設置されて

いた（一説には、５校あったともいわれている）。 

学制施行（明治５年）により向岡学校、生蘭学校、処仁学校となる。 

連光寺・本村に向岡学校を新築し、高西寺から移転 

町村制施行により旧８か村及び２か村飛地を合併し多摩村となる。 

神奈川県より三多摩地区を分割して、東京府に編入（２６年） 

向岡学校は向岡尋常小学校に、処仁学校は処仁尋常小学校（乞田）にそれぞ

れ変更 

生蘭学校を和田に新築し、高蔵院から移転。校名を兆民尋常小学校とする。 

村立の向岡、処仁、兆民の３校を統合し、多摩尋常高等小学校開校（現在の

市役所の位置）。処仁は第一分教場、兆民は第二分教場となる。 

大 

正 

3 

4 

7 

8 

11 

12 

13 

14 

15 

1914 

1915 

1918 

1919 

1922 

1923 

1924 

1925 

1926 

各部落の青年会が合同し、多摩村青年会設立（１１の支会の設置) 

多摩村立実業補修学校開校 

南多摩郡１８町村青年団により南多摩郡青年団が組織される。 

向岡小学校の校舎を本校に移転し、裁縫室に改築 

多摩村婦人会設立 

多摩村青年団に女子部が設置され、婦人会は解散 

「多摩村立実業補修学校」が「多摩村立農業公民学校」となる。 

多摩村青年団関戸支部主催競馬会が関戸河原で開催 

多摩青年訓練所を小学校に併設 

昭 

和 

8 

 

10 

16 

 

22 

 

 

 

1933 

 

1935 

1941 

 

1947 

 

 

 

多摩尋常高等小学校で青年団雄弁娯楽大会を開催 

多摩村社会教育委員として、６名を委嘱 

「農業公民学校」と「青年訓練所」を併合し、「青年学校」を開校 

学制改革により「多摩尋常高等小学校」は「多摩国民学校」となる。 

多摩村青少年団結成 

学制改革により「多摩国民学校」は「多摩村立多摩小学校」、分教場は分校

と名称変更 

多摩小学校の校舎一部を転用した臨時校舎で多摩中学校が開校したため、青

年学校廃止 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

昭 

和 

23 

27 

 

28 

29 

31 

 

32 

33 

 

35 

36 

37 

 

38 

 

 

39 

 

40 

 

 

43 

45 

46 

 

 

47 

 

1948 

1952 

 

1953 

1954 

1956 

 

1957 

1958 

 

1960 

1961 

1962 

 

1963 

 

 

1964 

 

1965 

 

 

1968 

1970 

1971 

 

 

1972 

 

多摩小学校にＰＴＡ結成 

多摩中学校校舎が関戸に完成し移転 

多摩村教育委員会を設置し、公選委員５名により組織される。 

都立立川図書館の自動車図書館むらさき号が巡回開始 

多摩小学校と多摩中学校に多摩村青年学級（４学級）を開設 

教育委員会制度の全面改正により、多摩村教育委員会は、多摩村長から任命

された委員３名により組織される。 

地区別に多摩村婦人学級（６学級）を開設 

都立八王子図書館のむらさき号が巡回開始。都立立川図書館のむらさき号は

運行打ち切り。 

多摩村青少年問題協議会を設置 

多摩村教育委員会の組織が５名となる。 

多摩村体育指導委員として５名を任命 

多摩村青少年委員として３名を委嘱 

第二分校（和田）が多摩第二小学校として独立 

「多摩小学校」は「多摩第一小学校」と校名変更 

小中学校の教諭が中心となり多摩村教育会設立 

町制施行により、４月１日多摩町となる。 

多摩第一小学校が移転。特殊学級「こま学級」が併設 

第一分校(乞田)が多摩第三小学校として独立し移転。跡地に多摩町立幼稚園

開園 

「こま学級」が多摩第三小学校へ移設 

関戸学校給食センター開設、センター方式による学校給食開始 

竜ヶ峰小学校開校。青年教室開設 

南永山小学校、永山中学校開校。都立永山高校開校 

市制施行により、１１月１日多摩市となる。 

第１回市民文化祭開催 

東愛宕小学校、南諏訪小学校、東愛宕中学校開校 

文化財保護条例を制定し、文化財の保護、活用を図る。 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

昭 

和 

 

 

48 

 

 

 

49 

 

 

 

50 

 

 

51 

 

52 

 

 

 

 

 

53 

 

 

54 

 

 

 

 

55 

 

 

 

1973 

 

 

 

1974 

 

 

 

1975 

 

 

1976 

 

1977 

 

 

 

 

 

1978 

 

 

1979 

 

 

 

 

1980 

 

交通安全指導員を設置し、通学路の安全対策を図る。 

家庭教育学級開校 

永山第一学校給食センターが完成し、小中学校全校で完全給食を実施 

多摩市文化団体連合、多摩市体育協会設立 

多摩市公民館、多摩市立図書館（本館）開館 

多摩市教育相談室を公民館の学習室に設置。学校訪問を開始 

連光寺小学校、北永山小学校開校 

市民プール開設 

自動車図書館やまばと号の運行開始。都立八王子図書館むらさき号は運行打

ち切り。 

北諏訪小学校開校 

第１回多摩市民祭開催 

学校開放開始 

東寺方小学校、東永山小学校、南豊ヶ丘小学校、北落合小学校、西愛宕小学

校、豊ヶ丘中学校開校 

中諏訪小学校、南貝取小学校、和田中学校開校 

永山第二学校給食センターを開設し、関戸学校給食センターを廃止 

教育相談室が中諏訪小学校へ移転 

多摩市立図書館関戸こども分館開館 

多摩市学校保健会設立 

文部省実施の「学校基本調査」に対し、多摩市が文部大臣表彰受賞 

諏訪中学校開校 

米飯給食導入 

三多摩初のクラブハウスを諏訪中学校に付設 

西永山小学校、南落合小学校及開校。都立南野高校開校 

教育相談室を北永山小学校敷地内に新設し移転 

諏訪図書館開館 

和田中学校に夜間照明設備設置・開放開始 

私立高等学校入学準備金貸付制度及び奨学金給付制度を開始 

北豊ヶ丘小学校、西永山中学校開校 

南野学校給食センター開設 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

昭 

和 

 

 

 

56 

 

 

 

57 

 

 

58 

 

 

59 

 

 

 

 

 

 

60 

 

 

 

61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1981 

 

 

 

1982 

 

 

1983 

 

 

1984 

 

 

 

 

 

 

1985 

 

 

 

1986 

 

 

 

 

 

 

八ヶ岳少年自然の家開所 

家庭教育資料「のびのび育つ子」の発行開始 

東落合中学校開校 

多摩幼稚園の園舎を新築し移転 

東寺方図書館開館 

第１回市民スポーツフェア開催 

南鶴牧小学校、西落合中学校開校 

豊ヶ丘図書館開館 

教育委員会事務局を「教育総務部」と「社会教育部」の二部制とする。 

北貝取小学校、貝取中学校開校 

教育相談室を発展的解消し、教育研究所設置 

市立総合体育館開館 

聖ヶ丘小学校、西落合小学校、聖ヶ丘中学校開校 

多摩永山中学校に夜間照明設備設置・開放開始 

関戸図書館が開館し、各図書館にオンラインシステムを導入。関戸図書館開

館に伴い多摩市立図書館関戸こども分館閉館 

文化財映画「多摩の四季とくらし」完成 

第１３回全国中学校ハンドボール大会で、多摩中学校ハンドボール部優勝 

優良施設として永山第一学校給食センターが、優良公民館として多摩市公民

館が、それぞれ文部大臣表彰受賞 

都立多摩養護学校開校 

文化財映画「多摩の四季とくらし」が第２３回日本産業映画・ビデオコンクー

ルで「日本産業映画・ビデオ奨励賞」受賞 

教育研究所で電話教育相談開始 

市立武道館、市立陸上競技場オープン 

図書館が日曜日午前の開館開始 

財団法人多摩聖蹟記念会より「多摩聖蹟記念館」の寄贈を受け、名称を「旧

多摩聖蹟記念館」として市の有形文化財に指定 

第１５回全国中学校ハンドボール大会で、多摩中学校のハンドボール部が２

度目の優勝 

第１回多摩市中学校陸上競技大会開催 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

昭 

和 

 

 

 

 

 

 

62 

 

 

 

 

63 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1987 

 

 

 

 

1988 

 

 

 

 

文化財保護条例を全面改正し、文化財保護行政の充実を図る。 

多摩市が長野県富士見町と友好都市の提携 

学校給食用食器の改善を図り、アルマイトからメラミン食器・ステンレス盆

に変更 

公民館調理実習室オープン 

教育研究所に「訪問相談」を新設 

旧多摩聖蹟記念館オープン 

塚原５号古墳発掘調査により副葬品（大刀、短刀、刀子、鉄鏃）多数出土 

古文書「小山晶家文書」（一）～（四）、「杉田勇家所蔵文書」(一)刊行 

大谷戸公園キャンプ練習場オープン 

「学校教員統計調査」に対し、多摩市が文部大臣表彰受賞 

一本杉公園内に古民家「旧有山家住宅」（市指定有形文化財）、「旧加藤家

住宅」オープン 

「調布玉川惣画図」を多摩市指定文化財に指定。復刻版「調布玉川惣画図」

刊行 

「地方教育費及び地方教育行政調査」に対し、多摩市が文部大臣表彰受賞 

平 

成 

元 

 

 

 

 

2 

 

 

 

3 

 

 

 

 

1989 

 

 

 

 

1990 

 

 

 

1991 

 

 

 

 

大松台小学校、鶴牧中学校開校 

鶴牧中学校に夜間照明設備設置・開放開始 

教育研究所に児童科学センター、家庭教育学級開設 

八ヶ岳少年自然の家屋内体育館オープン 

市内の文化と歴史の散策資料として「多摩市の文化財ウォッチング」発行 

図書館の土曜日午前開館開始 

社会教育部に生涯学習推進室新設 

教育研究所北落合分室設置 

古文書「寺沢家文書」（一）～（三）、「峯岸家文書」（一）刊行 

文部省実施の「学校基本調査」に対し、多摩市が文部大臣表彰受賞 

多摩市生涯学習推進計画策定 

体育施設申込等にコンピュータ導入 

図書館でＣＤの貸出開始 

教育研究所の「訪問相談」から「訪問・適応相談」に名称変更 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

平 

成 

4 

 

 

 

 

 

 

 

5 

6 

 

 

 

 

7 

8 

 

9 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

11 

 

 

 

1992 

 

 

 

 

 

 

 

1993 

1994 

 

 

 

 

1995 

1996 

 

1997 

 

 

 

 

1998 

 

 

 

 

1999 

 

 

 

９月から学校週５日制実施（第２土曜日のみ登校） 

社会教育部に施設建設室新設 

教育研究所諏訪分室設置 

多摩市生涯学習推進本部設置 

中学校コンピュータ教室整備完了 

都立図書館と他区市町村図書館をコンピュータで結ぶ図書館情報ネット

ワーク稼働 

八ヶ岳少年自然の家野外炊飯場オープン 

多摩中央公園内に「旧富澤家」オープン 

南諏訪小学校と中諏訪小学校が統合し、諏訪小学校開校 

南野学校給食センターが学校給食優良共同調理場として東京都教育委員会

より表彰 

多摩中学校の体育館が、改築工事により上部に開閉ドーム付き室内プール、

下部に体育館という重層式になる。 

「ひじり館」開館。館内に聖ヶ丘図書館開館 

南永山小学校、北永山小学校、東永山小学校及び西永山小学校が統合し、永

山小学校と瓜生小学校が開校 

永山中学校と西永山中学校が統合し、多摩永山中学校開校 

ベルブ永山（永山駅前複合施設）オープン。施設内に永山公民館、永山図書

館開館。永山図書館開館に伴い諏訪図書館閉館 

南野学校給食センターが学校給食優良共同調理場として文部大臣より表彰 

八ヶ岳少年自然の家の改修工事実施 

東寺方・豊ヶ丘・聖ヶ丘図書館の開館日数を週５日から６日とすることによ

り、図書館６館が木曜日を除く週６日の開館となった。 

「平成８年度社会教育調査」に対し、多摩市が文部大臣表彰受賞 

「多摩市立中央図書館の施設整備及び図書館サービスのあり方について」が

多摩市図書館協議会から多摩市立図書館長に答申される。 

「平成１０年度地方教育費及び地方教育行政調査」に対し、多摩市が文部大

臣表彰受賞 

陸上競技場の全天候型トラックへの改修完了 

小田急線唐木田駅前に図書返却ボックス（ブックポスト）設置 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

平 

成 

 

 

 

 

 

12 

 

 

 

 

 

 

13 

 

 

 

14 

 

 

 

 

 

 

15 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

2000 

 

 

 

 

 

 

2001 

 

 

 

2002 

 

 

 

 

 

 

2003 

 

 

2004 

 

 

 

北落合小学校と南落合小学校が統合し、東落合小学校開校 

小学校教育用コンピュータを６月に７校、１０月に１４校導入 

小学校でコンピュータを活用した授業開始 

聖蹟桜ケ丘駅南地区再開発施設内にヴィータ・コミューネがオープンし、関

戸公民館が、市役所隣接敷地内からホールを除き移転 

東落合中学校と西落合中学校が統合し、落合中学校開校 

豊ヶ丘図書館、聖ヶ丘図書館は、平日の開館時間を１時間延長し、午後６時

閉館とした。 

多摩市立温水プール（アクアブルー多摩）が南野３丁目地内にオープン 

教育総務部を学校教育部に、社会教育部を生涯学習部に変更 

学校給食課を廃止し、学務課に学校給食係を新設 

中学校教育用コンピュータを９月に入れ替え、情報教育の充実を図る。 

学力の基礎・基本の定着を図り、また、特色ある教育活動を支援するため、

小中学校にピアティーチャー（教育活動指導職員）を配置 

北諏訪小学校に「ことばの教室」を開設 

小中学校の教育用パソコンをインターネットに接続 

多摩市立図書館（本館）が、日野市立図書館及び稲城市立図書館と相互利用

開始 

多摩市立図書館（本館）は、３～４ヶ月健診時の乳児とその親に絵本等を配

布し、読書活動の推進を図る絵本かたりかけ事業を１１月から開始 

学校給食用の箸について、各家庭からの箸の持参を廃止。全児童・生徒の箸

は教育委員会で用意 

教育研究所から教育センターに名称変更 

関戸図書館と永山図書館で祝休日開館開始 

教育センター「訪問・適応相談」から「適応教室（ゆうかり教室）」に名称

変更 

青少年関連事務を市長部局へ移管 

多摩市立学校設置条例の一部を改正する条例が可決し、多摩市立多摩幼稚 

園の平成１８年度末の閉園決定 

自動車図書館やまばと号運行終了 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

平 

成 

17 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 

 

2005 

 

 

 

 

 

 

 

2006 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2007 

 

 

 

 

 

 

 

 

2008 

 

東京都立南野高等学校が平成１６年度末閉校 

学校給食用牛乳が、ビン装から紙装となる。 

学校給食センター改修工事の実施設計に着手 

南鶴牧小学校に通級指導学級として「わかば学級」を開級 

１都９県の市町村の教育委員会で構成される関東甲信静市町村教育委員会

連合会の総会及び研修会がパルテノン多摩で開会 

多摩市教育委員会会議録の検索システムの運用開始 

新施設予約システム運用開始 

貝取中学校に通級指導学級として「こぶし学級」を開級 

多摩市営永山複合施設駐車場の指定管理者による管理開始 

多摩市立図書館ホームページを開設。インターネットによる資料検索・予約

を開始 

南野学校給食センターの改修等工事に着手 

小学校教育用コンピュータ機器の入れ換え、情報教育の充実を図る。 

小・中学校図書館で、多摩市立図書館と蔵書情報を共有する学校図書館シス

テム運用開始 

図書館で予約した資料を多摩センター駅前福祉ショップで受け取れるサー

ビスを開始 

多摩市子どもの読書活動推進計画策定 

多摩市立多摩幼稚園が４２年の歴史の幕を閉じ閉園 

多摩市まちづくり討議会「市民が求める多摩市の図書館・図書館サービス」 

実施 

東愛宕小学校に通級指導学級として「おおぞら学級」開級 

永山第二学校給食センターの改修等工事開始 

南野学校給食センターの改修等工事が完了し、稼動開始。強化磁器食器の使

用開始 

永山第二学校給食センターの改修等工事が完了 

北諏訪小学校に難聴通級指導学級が開級する。 

多摩市立図書館（本館）が旧西落合中学校（落合２－２９）に移転し開館 

こども読書まつりの開催 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

平 

成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 

 

 

 

 

 

 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2009 

 

 

 

 

 

 

2010 

 

 

 

 

 

 

行政資料室が市役所第二庁舎に開室 

教育委員会事務局が「教育総務部」と「生涯学習部」の二部制から「教育 

部」の一部制に改編。生涯学習関連業務・スポーツ関連業務・放課後子ども

教室事業が市長部局に移管 

学校給食センターは、組織改正により３センターから「南野調理所」「永山

調理所」の２調理所に統合 

多摩市内の全ての小・中学校で強化磁器食器の使用開始 

八ヶ岳少年自然の家の管理を指定管理者により実施 

豊ヶ丘中学校と貝取中学校が統合し、青陵中学校開校 

和田中学校に特別支援学級（知的障がい・固定制）開級 

京王線沿線７市（八王子市、府中市、調布市、町田市、日野市、多摩市、稲

城市）の公立図書館で相互利用開始 

地域教育力支援コーディネーターを配置し、地域教育力を向上することで学

校への支援強化 

市立小学校全校に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を配備 

南鶴牧小学校の校庭芝生化完了 

竜ヶ峰小学校と多摩第二小学校が統合し、多摩第二小学校開校 

多摩市立図書館（本館）、永山図書館で開館時刻を３０分繰り上げ９時３０

分からとする。多摩市立図書館（本館）で木曜日の開館開始 

中学校に東京多摩ロータリークラブより寄贈された自動体外式除細動器（Ａ

ＥＤ）を配備 

多摩第一小学校の建替工事完了 

関戸公民館（やまばとホール等）を閉館し、建物解体工事開始 

「多摩市教育振興プラン」を策定 

関戸公民館（やまばとホール等）の建物解体工事が完了し、土地・建物の用

途廃止 

図書館で予約した資料を多摩センター駅前福祉ショップで受け取るサービ

ス終了 

旧貝取中学校の改装が終了 

青陵中学校が旧豊ヶ丘中学校から引越し 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

平 

成 

23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24 

 

 

 

 

 

25 

 

 

26 

 

 

 

27 

 

 

28 

 

 

2011 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012 

 

 

 

 

 

2013 

 

 

2014 

 

 

 

2015 

 

 

2016 

 

 

公立高校授業料無償化、就学支援金制度の実施をうけ、多摩市奨学金制度を

廃止 

南豊ヶ丘小学校と南貝取小学校が統合し、貝取小学校が開校 

北豊ヶ丘小学校と北貝取小学校が統合し、豊ヶ丘小学校が開校 

国及び東京都教育委員会の学級編成基準の改正により小学校１年生につい

て、３５人による学級編制を行う。 

聖ヶ丘小学校に通級指導学級として「つばさ学級」が開級 

唐木田コミュニティセンター（からきだ菖蒲館）に唐木田図書館開館 

小田急線唐木田駅前の図書返却ボックス（ブックポスト）廃止。唐木田図書

館附設ブックポスト使用開始 

連光寺小学校、落合中学校で教育連携支援事業開始 

「第二次多摩市子どもの読書活動推進計画」策定 

多摩中学校に自閉症・情緒障害学級開級 

教育連携支援事業の実施校に豊ヶ丘小学校、多摩中学校を追加 

社会教育委員の会議と公民館運営審議会を統合し、学びあい育ちあい推進審

議会を設置 

教育連携支援事業の実施校に諏訪小学校、北諏訪小学校を追加 

貝取小学校に自閉症・情緒障害学級開級 

学校給食センター南野調理所から帝京大学小学校への学校給食提供開始 

学校給食センター南野調理所の調理等業務を民間給食事業者へ委託 

東愛宕小学校閉校。多摩第二小学校の学区の一部を編入した愛和小学校開校 

青陵中学校に自閉症・情緒障害学級開級 

多摩永山中学校に情緒障害等通級指導学級開級 

学校開放有料化開始 

「多摩市教育振興プラン（改訂版）」策定 

西永山複合施設（旧西永山中学校）廃止 

「多摩市特別支援教育推進計画」策定 

西愛宕小学校を閉校し、愛和小学校に統合 

小学校５校に特別支援教室を導入。巡回指導を開始 

多摩第二小学校新校舎完成 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

平 

成 

 

 

29 

 

 

 

30 

 

 

 

 

 

 

2017 

 

 

 

2018 

 

 

 

 

「多摩市読書活動振興計画」策定 

和田中学校校庭夜間照明設備を改修し、ＬＥＤ化実施 

多摩第二小学校に自閉症・情緒障害学級開級 

小学校１２校に特別支援教室を導入 

「多摩市立図書館本館再構築基本構想」策定 

多摩永山中学校校庭夜間照明設備を改修し、ＬＥＤ化実施 

学校給食センター永山調理所の調理等業務及び小中学校の給食配膳業務を

民間給食事業者へ委託 

「第三次多摩市子どもの読書活動推進計画」策定 

「多摩市立図書館本館再整備基本計画」策定 

教育連携支援事業全校実施 

令 

和 

元 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鶴牧中学校校庭夜間照明設備を改修し、ＬＥＤ化実施 

南鶴牧小学校に自閉症・情緒障害学級開級 

「多摩市立図書館本館再整備基本設計」完了 

北諏訪小学校、南鶴牧小学校、大松台小学校、諏訪小学校、多摩中学校が教

育連携支援事業部から地域学校協働本部へ移行開始 

多摩中学校でコミュニティ・スクールの開始 

体育館空調機設置工事実施（多摩永山中学校） 

トイレ洋式化工事実施（永山小学校、多摩中学校、多摩永山中学校） 

都事務職員第３グループ共同事務室開始 

「第二次多摩市教育振興プラン」策定 

新型コロナウイルス感染症への対応 

３月初旬から５月末まで小中学校を休校。３月初旬から緊急事態宣言やまん

延等防止措置を受け、断続的に社会教育施設の休館、活動制限を実施 

多摩第二小学校、東寺方小学校、西落合小学校、東落合小学校、豊ヶ丘小学

校、東愛宕中学校、和田中学校、多摩永山中学校、落合中学校、青陵中学校

が教育連携支援事業部から地域学校協働本部へ移行 

西落合小学校、豊ヶ丘小学校、東愛宕中学校、多摩永山中学校、落合中学校、

青陵中学校でコミュニティ・スクールの開始 

学校給食飲用牛乳を紙パックからビンに変更 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

令 

和 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

 

 

 

 

 

2021 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023 

 

体育館空調機設置工事実施（多摩中学校、諏訪中学校、青陵中学校、聖ヶ 

丘中学校） 

多摩市電子図書館サービス開始、多摩市デジタルアーカイブ公開 

一人１台のタブレット端末の整備及び校内ネットワークの強化を実施 

多摩市立小中学校において生理の貧困対策として生理用品の配付を開始 

全資料にＩＣタグを貼付し関戸図書館、永山図書館にセルフ貸出機等を導入 

中学校９校に特別支援教室を導入。巡回指導を開始 

民間プールを活用した学校授業のプール指導の試行実施（小学校３校） 

体育館空調機設置工事実施（落合中学校、東愛宕中学校、鶴牧中学校、和田

中学校） 

多摩第一小学校、多摩第三小学校、連光寺小学校、聖ヶ丘小学校、永山小学

校、瓜生小学校、貝取小学校、愛和小学校、諏訪中学校、聖ヶ丘中学校、鶴

牧中学校が教育連携支援事業部から地域学校協働本部へ移行（市内全小・中

学校の地域学校協働本部への移行完了） 

多摩第二小学校、多摩第三小学校、連光寺小学校、北諏訪小学校、東寺方小

学校、南鶴牧小学校、聖ヶ丘小学校、大松台小学校、瓜生小学校、和田中学

校、諏訪中学校、聖ヶ丘中学校、鶴牧中学校でコミュニティ・スクールの開

始 

多摩ふるさと資料館開館 

多摩第一小学校、諏訪小学校、永山小学校、東落合小学校、貝取小学校、愛

和小学校でコミュニティ・スクールの開始（市内全小・中学校のコミュニ

ティ・スクールの導入完了） 

旧多摩聖蹟記念館が一般社団法人ＤＯＣＯＭＯＭＯ Ｊａｐａｎ（ドコモモ・ジャ

パン）「日本におけるモダン・ムーブメントの建築」に選定 

１２月に多摩市教育委員会事務局がベルブ永山に移転 

「南多摩のメカイ製作技術」が「東京都指定無形民俗文化財（民俗技術）」

として指定され、市内で活動する「多摩めかいの会」が保存団体として認定 

小学校水泳指導の民間委託を小学校全校で本格実施 

新型コロナウイルス感染症が５類感染症へ移行 
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時代 年号 西暦 主 な で き ご と 

令 

和 

 

 

 

6 

 

 

 

 

 

 

2024 

 

 

 

多摩市立図書館（本館）が多摩中央公園内に移転し、多摩市立中央図書館と

して７月に開館、祝日開館を開始するとともに他の６館についても開館時間

や開館日を見直し 

永山公民館・関戸公民館の組織統合 

東愛宕中学校にチャレンジクラス「あたごＳｐａｃｅ」設置 

多摩市立小・中学校に在籍する児童・生徒の学校給食費を無償化 

「第二次多摩市教育振興プラン（改訂版）」策定 
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Ⅳ そ の 他 
 

１ 歴代の教育委員                 （令和７年８月１日現在） 

氏   名 就 任 退 任 氏   名 就 任 退 任 

寺 沢 茂 世 昭27.10. 7 昭31. 9.30 佐 藤 京 子 平 5. 6.14 平13. 6.13 

杉 田 正 義 昭27.10. 7 昭31. 9.30 伊 東 總 吉 平 5.12.22 平13.12.21 

 昭36.10. 1 昭56. 9.30 蓮 池 守 一 平 7.10. 1 平11. 9.30 

伊 藤 良 忠 昭27.10. 7 昭31. 9.30 石 川   武 平11.10. 1 平13. 9.30 

寺 沼 武一郎 昭27.10. 7 昭32. 9.30 中   進 士 平12. 4. 1 平21. 9.30 

富 澤 政 鑒 昭27.10.24 昭30. 4.30 北 川 秀 二 平12. 7. 1 平14. 3. 4 

伊 野 米 雄 昭30. 5. 7 昭31. 9.30 保 多 由 子 平13. 6.14 平17. 6.13 

小 林 藤 雄 昭31.10. 1 昭35. 9.30 香 川 善 平 平14. 1. 1 平15. 9.30 

飯 島 五 郎 昭31.10. 1 昭32. 9.30 田 村 尚 子 平14. 4. 1 平18. 3.31 

小 泉 栄 一 昭32.10. 1 昭43. 6.30 関 根 靖 弘 平14. 7. 1 平16. 2. 5 

柚 木 積 治 昭32.10. 1 昭38. 9.30 小 栗 愼次郎 平15.10. 1 平19. 9.30 

横 倉   愛 昭35.10. 1 昭51. 9.30 伊 藤   尚 平16. 4. 1 平18. 9.30 

小 林 公 司 昭36.10. 1 昭48. 9.30 青 木   子 平17. 6.14 平21. 6.13 

臼 井 千 秋 昭38.11.18 昭46. 3.31 岸 本 恵 子 平18. 4. 1 平22. 3.31 

小 林 美 芳 昭43. 7. 1 昭57. 9.30 中 澤   敬 平18.10. 1 平28. 6.30 

飯 島 一 吉 昭46. 7. 1 昭54.11.17 足 立 良 明 平19.10. 1 平22.10. 4 

西 川   実 昭48.10. 1 昭60. 9.30 岩 佐 玲 子 平21. 6.14  

土 井 嘉久子 昭51.10. 1 昭59. 9.30 中 村 弘 之 平21.10. 1 平23. 3.31 

渋 谷 幸 友 昭55. 3.11 昭59. 3.10 室 瀬   脩 平22. 4. 1 平26. 3.31 

溝呂木 桂 次 昭56.12.14 昭60. 5.31 清 水 哲 也 平23．1．1 平27. 9.30 

鳥 居 芳 夫 昭57.10. 1 昭61. 9.30 村 田 禮 子 平23．4．1 平25. 9.30 

牛 尾 博 昭 昭59. 7. 1 平 4. 6.30 谷 代 美保子 平25.10. 1 令 3. 6.30 

慶 谷 伸 代 昭60. 6.14 平 5. 6.13 鈴 木   充 平26．4．1 令 4. 3.31 

新 倉 勇 造 昭60. 6.14 平 5.12.13 原 島 久 男 平28．7．1  

藤 本 哲 哉 昭60.10. 1 平12. 3.31 比田井 秀 美 令 3. 7. 1 令 7. 6.30 

松 尾 英 昭 昭62. 4. 1 平 4. 3.31 小 林 昭 一 令 4. 4. 1  

原   静 雄 平 4. 4. 1 平 7. 3.31 中 馬 幸 代 令 7. 7. 1  

玉 澤   昭 平 4. 7. 1 平12. 6.30    

※「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正に伴う経過措置を、教育長の任期である
平成２７年９月３０日まで実施。平成２７年１０月１日から新制度へと移行した 
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２ 歴代の教育委員長 

氏   名 就 任 退 任 氏   名 就 任 退 任 

伊 藤 良 忠 

寺 沼 武一郎 

寺 沢 茂 世 

杉 田 正 義 

寺 沼 武一郎 

小 泉 栄 一 

小 泉 栄 一 

柚 木 積 治 

横 倉   愛 

横 倉   愛 

杉 田 正 義 

昭27.10. 7 

昭28.10.10 

昭29.10.18 

昭30.10.11 

昭31.10. 1 

昭32.10. 1 

昭33.12.23 

昭37. 4. 1 

昭38.12. 2 

昭39.10. 5 

昭40.10. 1 

昭28.10. 6 

昭29.10. 9 

昭30.10.10 

昭31. 9.30 

昭32. 9.30 

昭33. 9.30 

昭37. 3.31 

昭38. 9.30 

昭39. 9.30 

昭40. 9.30 

昭42. 9.30 

小 林 公 司 

小 林 公 司 

横 倉   愛 

杉 田 正 義 

西 川   実 

牛 尾 博 昭 

新 倉 勇 造 

玉 澤   昭 

中   進 士 

中 澤   敬 

 

昭42.10. 1 

昭46.10. 6 

昭48.10. 1 

昭51.10. 1 

昭56.10. 1 

昭60.10. 1 

平 4. 7. 1 

平 5.12.14 

平12. 7. 3 

平20.10. 1 

 

昭46. 9.30 

昭48. 9.30 

昭51. 9.30 

昭56. 9.30 

昭60. 9.30 

平 4. 6.30 

平 5.12.13 

平12. 6.30 

平20. 9.30 

平27. 9.30 

※「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正に伴い、平成２７年１０月１日に新教育長
の就任につき、教育委員長職の設置を平成２７年９月３０日付けで終了した 

 

３ 歴代の教育長                   （令和７年８月１日現在） 

氏   名 就 任 退 任 氏   名 就 任 退 任 

寺 沼 武一郎 

小 泉 栄 一 

小 林 美 芳 

鳥 居 芳 夫 

松 尾 英 昭 

原   静 雄 

蓮 池 守 一 

昭31.10. 2 

昭32.10. 1 

昭43. 7. 1 

昭57.10. 1 

昭62. 4. 1 

平 4. 4. 1 

平 7.10. 1 

昭32. 9.30 

昭43. 6.30 

昭57. 9.30 

昭61. 9.30 

平 4. 3.31 

平 7. 3.31 

平11. 9.30 

石 川   武 

香 川 善 平 

小 栗 愼次郎 

足 立 良 明 

清 水 哲 也 

千 葉 正 法 

平11.10. 1 

平14. 1. 1 

平15.10. 1 

平19.10. 1 

平23. 1．1 

令 3.10. 1 

平13. 9.30 

平15. 9.30 

平19. 9.30 

平22.10. 4 

令 3. 9.30 

※昭和３１年１０月１日以前は役場職員が教育長職を担当した 

※昭和６１年１０月１日～昭和６２年３月３１日、平成７年４月１日～平成７年９月３０日、 
平成１３年１０月１日～平成１３年１２月３１日、平成２２年１０月５日～平成２２年１２月 
３１日迄の間は教育長不在 



４ 教育委員会の職員数（学校を除く）

男 女 小計 男 女 小計 男 女 小計

1 1 1

3 3 3

2 2 2

総務係 2 5 7 1 1 8

学校施設係 3 3 6 6

社会教育係 1 2 3 3

文化財係 2 1 3 3

教育振興課　計 10 11 21 1 1 22

1 1 1

運営・事業担当1・2・3 5 5 10 1 1 2 2 13

公民館　計 5 6 11 1 1 2 2 14

1 1 1

総務係 3 3 3

企画運営担当1・2・3 2 14 16 1 1 17

サービス係 1 5 6 1 1 7

東寺方図書館

豊ヶ丘図書館 1 1 1

関戸図書館 4 4 4

聖ヶ丘図書館 1 1 1

永山図書館 1 2 3 1 1 4

唐木田図書館

図書館　計 5 29 34 2 2 2 2 38

1 1 1

学事係 1 2 3 1 1 4

保健・給食係 3 2 5 5

学校支援課　計 4 5 9 1 1 10

1 1 1

南野調理所 1 2 3 1 1 4

永山調理所 1 2 3    3

栄養係　　　(兼務再掲) （1） （1） （1）

学校給食センター　計 3 4 7 1 1 8

1 1 1

豊かな学び推進担当1・2・3 4 3 7 1 1 8

教職員担当1・2 5 1 6 6

統括指導主事（課長級） 1 1 1

指導主事 2 1 3 3

教育指導課　計 13 5 18 1 1 19

教育センター 1 1 1

特別支援・相談担当1・2 1 4 5 5

指導主事 1 1 1

教育センター　計 1 6 7 7

合計 122

合計
人数

所属名称
常勤一般職・特別職

学校支援課

令和７年４月１日現在

教育指導課

フルタイム再任用職員

学校給食センター

教育長

教育部

教育振興課

公民館

図書館

短時間再任用職員
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５ 教育委員会施設マップ 

 

小２

小４

小３

小５

小６

小７

小８

小９

小１０

小１１

小１２

小１３

小１５
小１４

小１６

小１７

ク照

給１

給２

公１

公２

図１

図２

図３

図４

図５

図６

図７

古１

古３

ク

事

教

記

小１

ク

ク

ク

ク

ク

ク照

ク照

市

中５

中４

中７

中１

中２

中９

中３

中８

古２

中６

小 1 多摩第一小学校  市  市役所 

小 2 多摩第二小学校  事  教育委員会事務局 

小 3 多摩第三小学校      

小 4 連光寺小学校  給 1 学校給食センター南野調理所 

小 5 北諏訪小学校  給 2 学校給食センター永山調理所 

小 6 東寺方小学校      

小 7 南鶴牧小学校  教  教育センター 

小 8 聖ヶ丘小学校      

小 9 西落合小学校  公 1 永山公民館 

小 10 大松台小学校  公 2 関戸公民館 

小 11 諏訪小学校      

小 12 永山小学校  図 1 多摩市立中央図書館 

小 13 瓜生小学校  図 2 東寺方図書館 

小 14 東落合小学校  図 3 豊ヶ丘図書館 

小 15 貝取小学校  図 4 関戸図書館 

小 16 豊ヶ丘小学校  図 5 聖ヶ丘図書館 

小 17 愛和小学校  図 6 永山図書館 

     図 7 唐木田図書館 

中 1 多摩中学校      

中 2 東愛宕中学校  記  旧多摩聖蹟記念館 

中 3 和田中学校  ふ  多摩ふるさと資料館 

中 4 諏訪中学校  古 1 古民家（旧富澤家） 

中 5 聖ヶ丘中学校  古 2 古民家（旧加藤家） 

中 6 鶴牧中学校  古 3 古民家（旧有山家） 

中 7 多摩永山中学校  令   

中 8 落合中学校     

中 9 青陵中学校     

        

ク 
 クラブハウス     

 （中学校付設）     

照  校庭夜間照明     

 

ふ 

令和７年４月１日現在 
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